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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用し

ております。 

  

回次 第106期中 第107期中 第108期中 第106期 第107期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 330,545 347,395 362,870 670,957 694,594

経常利益 (百万円) 24,724 27,951 33,230 42,161 53,465

中間(当期)純利益 (百万円) 10,269 9,382 12,939 14,435 25,293

純資産額 (百万円) 365,879 388,512 392,224 373,899 403,796

総資産額 (百万円) 652,800 682,704 669,214 671,841 739,832

１株当たり純資産額 (円) 887.32 906.40 929.56 906.11 940.79

１株当たり中間(当期) 
純利益 

(円) 24.80 22.59 31.43 34.42 60.89

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) 24.79 22.50 31.30 34.37 60.71

自己資本比率 (％) 56.0 54.8 56.0 55.7 52.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △15,599 21,102 36,343 21,812 69,431

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △3,577 △6,593 5,172 △12,640 △18,482

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △10,883 △9,536 △89,125 △29,959 1,836

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 77,852 96,450 100,141 89,014 145,259

従業員数 
[外、平均臨時雇用人員] 

(名) 
24,635 
[12,304]

27,120
[12,163]

28,516
[11,237]

25,781 
[12,274] 

27,460
[12,177]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用し

ております。 

３ 平成19年11月７日に自己株式14,562千株(消却前の発行済株式総数に対する割合3.42％)を消却したため、半期報告書提出

日現在、発行済株式総数は410,000千株に減少しております。 

  

回次 第106期中 第107期中 第108期中 第106期 第107期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 124,818 142,354 139,314 252,663 282,091

経常利益 (百万円) 10,919 13,725 22,029 18,801 28,891

中間(当期)純利益 (百万円) 4,600 7,954 17,027 8,186 16,749

資本金 (百万円) 64,506 64,506 64,506 64,506 64,506

発行済株式総数 (千株) 424,562 424,562 424,562 424,562 424,562

純資産額 (百万円) 372,948 374,839 359,708 375,638 375,317

総資産額 (百万円) 526,565 543,907 499,547 536,833 559,407

１株当たり純資産額 (円) 904.46 908.61 891.31 910.44 909.00

１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) 11.13 19.28 41.39 19.53 40.60

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) 11.13 19.21 41.21 19.50 40.48

１株当たり配当額 (円) 15.00 16.00 17.00 30.00 32.00

自己資本比率 (％) 70.8 68.9 72.0 70.0 67.1

従業員数 
[外、平均臨時雇用人員] 

(名) 
3,214 
[1,308]

3,373
[1,347]

3,470
[1,574]

3,227 
[1,318] 

3,344
[1,426]



２ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、子会社97社(連結子会社90社、持分法非適用非連結子会社７社)及び関連会社27社(持分法適

用関連会社５社、持分法非適用関連会社22社)で構成され、化粧品、化粧用具、トイレタリー製品、理・美容製品、美

容食品、医薬品の製造・販売を主な事業内容とし、更に各事業に関連する研究及びその他のサービス等の事業活動を

展開しております。 

当社グループ各社の事業に係わる位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。 

  

(注) 各事業毎の会社数は、複数事業を営んでいる当社をそれぞれ含めて記載しております。 

  

なお、当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

事業区分 主要な事業の内容 主要な会社 

国内化粧品事業 

化粧品事業 

(化粧品、化粧用具、トイレタリー

製品の製造・販売) 

プロフェッショナル事業 

(理・美容製品の製造・販売) 

ヘルスケア事業 

(食品、一般用医薬品の製造・販売) 

当社 

資生堂販売㈱ 

資生堂フィティット㈱ 

㈱資生堂インターナショナル 

㈱エフティ資生堂 

資生堂プロフェッショナル㈱ 

資生堂美容室㈱ 

資生堂薬品㈱ 

その他連結子会社15社 

持分法適用関連会社２社        (計 25社) 

海外化粧品事業 

化粧品事業 

(化粧品、化粧用具、トイレタリー

製品の製造・販売) 

プロフェッショナル事業 

(理・美容製品の製造・販売) 

当社 

資生堂インターナショナルコーポレーション 

資生堂アメリカインコーポレーテッド 

資生堂コスメティックス(アメリカ) 

ゾートスインターナショナルインコーポレーテッド 

資生堂インターナショナルヨーロッパ 

資生堂インターナショナルフランス 

資生堂ドイチュラント 

ボーテプレステージインターナショナル 

資生堂(中国)投資有限公司 

資生堂麗源化粧品有限公司 

上海卓多姿中信化粧品有限公司 

資生堂大昌行化粧品有限公司 

台湾資生堂股份有限公司 

その他連結子会社48社 

持分法適用関連会社３社        (計 65社) 

その他の事業 

フロンティアサイエンス事業 

(医療用医薬品等の製造・販売) 

その他 

(衣料品、服飾雑貨等の販売、飲食

業、不動産の賃貸 等) 

当社 

㈱ザ・ギンザ 

㈱資生堂パーラー 

匿名組合セラン 

その他連結子会社４社         (計 ８社) 

持分法非適用非連結子会社 持分法非適用非連結子会社７社     (計 ７社) 

持分法非適用関連会社 持分法非適用関連会社22社       (計 22社) 



事業の系統図は次のとおりであります。 

  

 
  



３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、新たに提出会社の関係会社(連結子会社)となった会社はありません。 

また、連結子会社であった資生堂物流サービス㈱は保有株式の売却により、資生堂ハワイは資生堂コスメティック

ス(アメリカ)(当社の連結子会社)に吸収合併されたことにより関係会社に該当しなくなりました。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は[  ]内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。な

お、臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

２ 従業員数が当中間連結会計期間において1,056名増加しておりますが、その主な理由は、拡大・加速する中国事業におけ

る店頭販売員の増強によるものであります。 
  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は[  ]内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。なお、臨

時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

(3) 労働組合の状況 

資生堂労働組合は、昭和21年２月に資生堂従業員組合として発足し、現在、当社及び国内主要連結子会社で組織

され、組合員数は10,756名であります。 

なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

国内化粧品事業 12,915[10,283] 

海外化粧品事業 14,668[ 480] 

その他の事業 933[ 474] 

合計 28,516[11,237] 

従業員数(名) 3,470[1,574]



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

  

当中間連結会計期間の我が国経済は、好調な企業業績を背景に設備投資が増加し、雇用環境の改善や、個人消費

の増加により景気は緩やかな回復基調が続きました。一方で、原油価格の高騰や国際情勢の変化等、景気の先行き

は依然不透明感が続いております。化粧品業界においては、平成19年度上半期の経済産業省の化粧品出荷統計(暦

年)によりますと、出荷額は前年同期比でほぼ横ばいで推移しております。海外においては、米国では住宅投資の減

少などがみられたものの、個人消費を中心に景気は緩やかな拡大が続きました。欧州はユーロ高により輸出の伸び

悩みがみられましたが、主要国における雇用環境の改善による個人消費の拡大などにより景気は緩やかに推移しま

した。アジアは、引き続き中国が旺盛な投資に牽引されて高成長を続けました。 

  

このような状況の中、当社グループでは「成長性の拡大と収益性の向上」を目指す３ヵ年計画の最終年度を迎

え、計画目標の達成に向け、「国内マーケティング改革の総仕上げ」、「グローバル展開のさらなる強化」、「抜

本的な構造改革の続行」の３つを重点的に進めました。 

(a) 国内マーケティング改革の総仕上げ 

「ブランド戦略の革新」では、「マキアージュ」、「エリクシール シュペリエル」、「ウーノ」、「アクア

レーベル」、「インテグレート」及び「TSUBAKI」という６つのメガブランドがすべて出揃った本年度は、お客さ

まのための「ロングセラーブランドの育成」に取り組みました。そのために、販売現場主導の販売施策実施や営

業の評価項目に既存ブランド育成活動を加えるなど、販売第一線の日常活動を強化する体制を整えるほか、業務

プロセスを変革し、研究開発・生産、マーケティングまで一貫するブランド育成の仕組みを構築しました。 

「ビューティーコンサルタントの活動革新」では、2006年度より全国展開している「お客さま応対満足度評

価」を軸に活動を強化し、お客さま満足の向上を図るとともに、美容のプロとしての技術力を高める制度や教育

の仕組みを導入し、活動を進化させました。 

「営業改革」では、お客さまの最高の美しさを引き出す活動に積極的に取り組む化粧品専門店を重点的に支援

するとともに、ドラッグストアでは顧客購買データを分析・活用した売場づくり支援やリテールサポーター(売場

づくり、商品在庫管理・発注などを行う営業担当)の活動強化を行うなど、チャネル別営業体制の強化と取引制度

改革を推進し、21世紀の新たな共存共栄の仕組みづくりに取り組みました。 

  
前中間連結 
会計期間 
(百万円) 

百分比 
当中間連結
会計期間 
(百万円) 

百分比
増減

(百万円) 
増減率   

増減率
(現地通貨 
ベース) 

売上高 347,395 100.0％ 362,870 100.0％ 15,474 4.5％   1.7％

 国内売上高 240,859 69.3％ 235,866 65.0％ △4,992 △2.1％   △2.1％

 海外売上高 106,536 30.7％ 127,003 35.0％ 20,467 19.2％   10.1％

営業利益 25,825 7.4％ 32,068 8.8％ 6,242 24.2％   

経常利益 27,951 8.0％ 33,230 9.2％ 5,278 18.9％   

中間純利益 9,382 2.7％ 12,939 3.6％ 3,557 37.9％   



(b) グローバル展開のさらなる強化 

「中国事業の拡大・加速」では、デパートにおいて「オプレ」を核としたカウンセリングサービスの向上を図

るとともに、化粧品専門店では店数拡大と「ウララ」を軸とした既存店売上の向上を図るなど、チャネル別ブラ

ンド戦略を一層強化しました。また、「中国お客さまセンター」の稼動による相談機能の強化や、新興チャネル

への進出も図りました。加えて、2007年９月には上海卓多姿中信化粧品有限公司上海工場の第３期拡張工事を完

了し、生産能力の倍増を図りました。さらに、婦人団体を対象とする美容セミナーの社会貢献や環境対応なども

充実し、中国において「信頼され必要とされる企業」になることを目指しております。 

「グローバル化の推進」では、2007年５月にロシアに「資生堂ロシア」を設立し、同国での販売を強化すると

ともに、空港免税店などを対象としたトラベルリテールビジネスなど、成長領域への積極展開も進めました。さ

らに、欧米・アジア市場においても、引き続き、主力ブランドに絞り込んだ効率的なマーケティング活動や、管

理機能の集約など収益性の向上を図る構造改革を推進しました。 

(c) 抜本的な構造改革の続行 

「抜本的な構造改革」では、売上高営業利益率10％以上を出し続けることができるコスト構造を構築していく

ために、品種数の絞込みによる生産効率の向上や売上原価の低減、物流機能のアウトソーシングと情報システム

の刷新によるインフラコストの削減、スタッフ部門の業務改革による管理費の削減などに取り組みました。 

また、国内外で引き続き利益貢献度の低い事業やブランドの整理を行うとともに、特に北米地域では、物流・

生産などのインフラや組織の再編・統合による効率化を進め、収益力の改善に取り組みました。 

  

以上の取り組みの結果、当中間連結会計期間の売上高は、前中間連結会計期間に比べて4.5％増収の362,870百万

円と順調に推移しました。このうち、国内売上高は前中間連結会計期間比2.1％減収の235,866百万円になったもの

の、海外売上高が前中間連結会計期間比19.2％増収(現地通貨ベースでは同10.1％増収)の127,003百万円と伸長しま

した。この結果、海外売上高比率は前中間連結会計期間より4.3ポイント上昇の35.0％となりました。 

営業利益は、前中間連結会計期間に比べ24.2％増益の32,068百万円となりました。これは、海外の売上伸長によ

る差益増やプロダクトミックスによる原価率の改善、一部費用の下半期への繰り下がりなどによるものです。営業

利益の増加に伴い、経常利益も前中間連結会計期間に比べ18.9％増益の33,230百万円となりました。特別利益とし

て、物流子会社の株式売却益などを計上しましたが、一方で減損損失や構造改革費用の特別損失も計上し、中間純

利益は前中間連結会計期間比37.9％増益の12,939百万円となりました。 

  



事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

売上高(外部顧客に対する売上高) 
  

  

営業利益 
  

  
(注) 売上比は、売上高(セグメント間の内部売上高又は振替高を含む)に占める営業利益の比率を記載しております。 

  

① 国内化粧品事業 

国内化粧品事業の売上高は、前中間連結会計期間比1.7％減収の225,334百万円となりました。 

(化粧品事業) 

化粧品事業の売上高は、「マキアージュ」、「エリクシール シュペリエル」をはじめとするカウンセリング

化粧品、トイレタリーが前年並みの水準を確保した一方、前中間連結会計期間は「インテグレート」の新発売効

果で売上を伸ばしたセルフ化粧品が反動で減収となり、全体として前中間連結会計期間を若干下回りました。当

中間連結会計期間は、６つのメガブランドと、ハイプレステージブランド「クレ・ド・ポー ボーテ」と化粧品

専門店専用ブランド「ベネフィーク」を合わせた８つの「重点育成ブランド」を中心に、新ライン・新アイテム

の追加や主力アイテムのリニューアルなどを実施し、「ロングセラーブランドの育成」を図りました。具体的に

は、８月にセルフ市場向けメーキャップブランド「インテグレート」よりメーク悩み対応ラインの「インテグレ

ート グレイシィ」、男性用ブランド「ウーノ」から、新スタイリング剤「ファイバーネオ」シリーズを発売し

ました。また、９月にはヘアケアブランド「TSUBAKI」の高機能ダメージケアライン「TSUBAKI ゴールデンリペ

ア」を発売し、同ブランドは競争の激しい市場でトップシェアを奪回しました。 

(プロフェッショナル事業) 

理・美容室向けのプロフェッショナル事業の売上高は、前中間連結会計期間を下回りました。同事業において

は、提案の質を重視する営業スタイルに転換する改革に取り組んでおり、その過渡期にあることが、売上高の減

少につながりました。 

(ヘルスケア事業) 

ヘルスケア事業の売上高は、前中間連結会計期間実績を上回り、増収に転換しました。これは、市場縮小の続

く「Q10」関連商品の落ち込みを同事業の象徴として経営資源を集中投下している美容食品「コラーゲン」関連商

品の好調でカバーしたことによるものです。 

  

営業利益は、売上高が若干減少したものの、販売管理費の効率化と一部費用の下半期への繰り下がりなどによ

り、前中間連結会計期間比19.6％増益の22,573百万円となりました。 

  

  
前中間連結 
会計期間 
(百万円) 

構成比 
  
  

当中間連結
会計期間 
(百万円) 

構成比
  
  

増減
(百万円) 

増減率 
  
  

  
増減率

(現地通貨 
ベース) 

国内化粧品事業 229,298 66.0％ 225,334 62.1％ △3,964 △1.7％   △1.7％ 

海外化粧品事業 106,244 30.6％ 126,686 34.9％ 20,442 19.2％   10.1％ 

その他の事業 11,852 3.4％ 10,849 3.0％ △1,003 △8.5％   △8.5％ 

合計 347,395 100.0％ 362,870 100.0％ 15,474 4.5％   1.7％ 

  
前中間連結 
会計期間 
(百万円) 

売上比 
（注） 

  

当中間連結
会計期間 
(百万円) 

売上比
（注） 

  

増減
(百万円) 

増減率 
  
  

国内化粧品事業 18,881 8.1％ 22,573 9.9％ 3,692 19.6％ 

海外化粧品事業 5,489 5.1％ 8,199 6.4％ 2,710 49.4％ 

その他の事業 1,025 4.2％ 1,080 5.1％ 55 5.4％ 

消去 429 ― 213 ― △215 △50.3％ 

合計 25,825 7.4％ 32,068 8.8％ 6,242 24.2％ 



② 海外化粧品事業 

海外化粧品事業の売上高は、中国をリード役に各地域での売上が順調に伸びたほか、円安影響もあり、前中間

連結会計期間比19.2％増収の126,686百万円となりました。 

(化粧品事業) 

プレステージ市場では、「SHISEIDO」ブランドが順調に売上を伸ばしました。加えて、ハイプレステージブラ

ンド「クレ・ド・ポー ボーテ」やボーテ プレステージ インターナショナル(以下「BPI」という。)のデザイ

ナーズフレグランスなど「SHISEIDO」以外のブランドも堅調に売上を伸ばしました。 

ミドルマス市場では、アジアで「Za(ジーエー)」ブランドが売上を伸ばしました。 

最重点市場である中国では、チャネル別ブランド戦略を積極的に推進しました。化粧品専門店チャネルでは、

専門店網の構築が計画通り進むとともに、昨年10月に導入した専門店専用ブランド「ウララ」が好調に推移しま

した。デパートチャネルでは、中国専用ブランド「オプレ」と昨年11月に発売した上級ライン「シュープリーム

オプレ」の強化に引き続き取り組みました。 

また、成長領域への取り組みとして、空港免税店を中心としたトラベルリテールビジネスを積極的に展開しま

した。 

(プロフェッショナル事業) 

サロン向けのプロフェッショナル事業も、リニューアルした「ジョイコ」のヘアケア商品が好調に推移する米

国のゾートスインターナショナルインコーポレーテッド(以下「ゾートス」という。)を中心に、売上を増やしま

した。 

  

営業利益は、売上伸長による差益増と商品構成差による原価率の改善を主因に、前中間連結会計期間比49.4％

増益の8,199百万円となりました。 

  

③ その他の事業 

その他の事業の売上高は、前中間連結会計期間比8.5％減収の10,849百万円となりました。 

(フロンティアサイエンス事業) 

医療用医薬品、マテリアル(化粧品原料等)、クロマトグラフィー、美容皮膚医療ビジネスを柱とするフロンテ

ィアサイエンス事業(医療・研究機関向け)は、化粧品や医薬品、食品の原料となるバイオヒアルロン酸を中心に

売上を伸ばしました。 

  

営業利益は、フロンティアサイエンス事業の損益改善などにより、前中間連結会計期間比5.4％増益の1,080百

万円となりました。 

  



所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

売上高(外部顧客に対する売上高) 
  

  

営業利益 
  

(注) 売上比は、売上高(セグメント間の内部売上高又は振替高を含む)に占める営業利益の比率を記載しております。 
  

① 日本 

売上高は、ヘルスケア事業やフロンティアサイエンス事業の増収があったものの、化粧品事業やプロフェッシ

ョナル事業が前中間連結会計期間を下回り、前中間連結会計期間に比べ2.0％減収の236,619百万円となりまし

た。 

営業利益は、販売管理費の効率化と一部費用の下半期への繰り下がりなどにより、前中間連結会計期間に比べ

23.1％増益の17,462百万円となりました。 
  

② アメリカ 

売上高は、現地通貨ベースで前中間連結会計期間から11.3％増収となったことに加え、ドルに対して円安が進

んだこともあり、円換算後では、前中間連結会計期間に比べ15.8％増収の27,533百万円となりました。 

化粧品事業では、米国において、「SHISEIDO」ブランドやメーキャップアーティストブランド「NARS(ナー

ズ)」が売上を伸ばしたことに加えて、カナダやブラジルの現地法人の売上も堅調に推移しました。 

プロフェッショナル事業では、米国ゾートス社の売上が好調に推移しました。 

営業利益は、売上伸長による差益増などにより、前中間連結会計期間に比べ111.1％増益の1,665百万円となり

ました。 
  

③ 欧州 

売上高は、現地通貨ベースで前中間連結会計期間から6.1％増収となったことに加え、ユーロに対して大幅に円

安が進んだこともあり、円換算後では、前中間連結会計期間に比べ18.9％増収の50,761百万円となりました。 

  
前中間連結
会計期間 
(百万円) 

構成比 
  
  

当中間連結
会計期間 
(百万円) 

構成比
  
  

増減
(百万円) 

増減率 
  
  

  
増減率

(現地通貨 
ベース) 

日本 241,525 69.5％ 236,619 65.2％ △4,905 △2.0％   △2.0％ 

アメリカ 23,775 6.9％ 27,533 7.6％ 3,758 15.8％   11.3％ 

欧州 42,701 12.3％ 50,761 14.0％ 8,060 18.9％   6.1％ 

アジア・オセアニア 39,393 11.3％ 47,954 13.2％ 8,561 21.7％   13.7％ 

在外計 105,870 30.5％ 126,250 34.8％ 20,380 19.3％   10.1％ 

合計 347,395 100.0％ 362,870 100.0％ 15,474 4.5％   1.7％ 

  
前中間連結
会計期間 
(百万円) 

売上比 
（注） 

  

当中間連結
会計期間 
(百万円) 

売上比
（注） 

  

増減
(百万円) 

増減率 
  
  

日本 14,187 5.6％ 17,462 7.0％ 3,274 23.1％ 

アメリカ 788 2.8％ 1,665 5.2％ 876 111.1％ 

欧州 3,493 7.8％ 4,904 9.2％ 1,411 40.4％ 

アジア・オセアニア 6,206 15.7％ 6,599 13.7％ 392 6.3％ 

在外計 10,488 9.3％ 13,169 9.9％ 2,680 25.6％ 

消去 1,149 ― 1,436 ― 287 25.1％ 

合計 25,825 7.4％ 32,068 8.8％ 6,242 24.2％ 



化粧品事業では、「SHISEIDO」ブランドのイタリア、スペインの現地法人の売上が堅調に推移したことに加

え、BPI社のデザイナーズフレグランスやトラベルリテールビジネスが大きく伸長しました。 

プロフェッショナル事業では、エステティック・スパブランドの「カリタ」、「デクレオール」の売上が好調

に推移しました。 

営業利益は、販売管理費の効率化や収益性の高いBPI社やトラベルリテールビジネスの売上増に伴う差益増など

により、前中間連結会計期間に比べ40.4％増益の4,904百万円となりました。 
  

④ アジア・オセアニア 

売上高は、化粧品事業で最重点国の中国を中心に売上が順調に伸び、現地通貨ベースで前中間連結会計期間か

ら13.7％増収となったことに加え、アジア通貨全般に対して円安となったことから、円換算後でも前中間連結会

計期間に比べ21.7％増収の47,954百万円となりました。 

化粧品事業では、市場の成熟化が進む台湾で苦戦したものの、中国が高成長を持続したほか、中国を除くアジ

ア・オセアニアの各国については韓国やタイを中心に堅調に推移しました。また、トラベルリテールビジネスも

大きく伸長しました。 

プロフェッショナル事業では、タイの現地法人による直営スパサロンの展開拡大により増収となりました。 

なお、中国(香港含む)の売上高は、前中間連結会計期間に比べ33.7％増収(現地通貨ベースでは同24.8％伸長)

の27,100百万円となりました。 

営業利益は、中国での戦略的なマーケティング費用の強化や人件費の増加を売上増に伴う差益増により吸収

し、前中間連結会計期間に比べ6.3％増益の6,599百万円となりました。 
  

なお、上記の金額に消費税等は含まれておりません。 
  



(2) キャッシュ・フローの状況 

  

  

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「キャッシュ」という。)は、前連結会計年度末に比べ

45,118百万円減少し、100,141百万円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間の営業活動によって得られたキャッシュは、前中間連結会計期間に比べ15,241百万円増加の

36,343百万円となりました。これは主に、税金等調整前中間純利益の増加(前中間連結会計期間比7,929百万円のキ

ャッシュ増)、仕入債務の減少額の縮小(前中間連結会計期間比13,083百万円のキャッシュ増)等によるものです。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間の6,593百万円のキャッシュの

使用から、5,172百万円のキャッシュの回収となりました。これは主に、「抜本的な構造改革」の一環としての物流

改革に伴い、当社保有の物流・商品センターの大半の設備を売却したことによるものです。 

固定資産投資(有形・無形固定資産の取得による支出及び長期前払費用の取得による支出の合計)は、国内では既

存設備の改修・更新、海外では拡大する中国での生産能力の増強を中心に実施したことによるもので、全体として

14,312百万円となりました。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において財務活動に使用されたキャッシュは、89,125百万円(前中間連結会計期間は9,536百

万円)となりました。これは主に、社債の償還による支出の増加(前中間連結会計期間比50,853百万円のキャッシュ

減)及び自己株式の取得による支出の増加(前中間連結会計期間比24,791百万円のキャッシュ減)等によるものです。

  

  
前中間連結会計 

期間(百万円) 

当中間連結会計 

期間(百万円) 

増減 

(百万円) 

(参考) 
前連結会計年度 

(百万円) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 21,102 36,343 15,241 69,431

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,593 5,172 11,766 △18,482

財務活動によるキャッシュ・フロー △9,536 △89,125 △79,589 1,836

現金及び現金同等物中間期末残高 96,450 100,141 3,691 145,259



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ セグメント間取引については相殺消去しておりません。 

２ 金額は製造原価ベースで記載しております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当社グループ製品については受注生産を行っておりません。また、OEM(相手先ブランドによる生産)等による受注

生産を一部実施しているものの金額は僅少であります。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ セグメント間取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

国内化粧品事業 47,198 △6.8 

海外化粧品事業 36,553 ＋24.8 

その他の事業 1,899 ＋32.4 

合計 85,651 ＋5.2 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

国内化粧品事業 225,334 △1.7 

海外化粧品事業 126,686 ＋19.2 

その他の事業 10,849 △8.5 

合計 362,870 ＋4.5 



３ 【対処すべき課題】 

１ ３ヵ年中期経営計画(2005～2007年度) 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)の３ヵ年中期経営計画(2005～2007年度)に重

要な変更はありません。 

  

２ 株式会社の支配に関する基本方針 

当社の株式会社の支配に関する基本方針は、「当社株式の大量取得行為に関する対応策」(以下「本プラン」とい

う。)の導入を決議した平成18年４月27日開催の取締役会において決議しており、その基本方針は(1)のとおりであ

ります。 

また、第106回定時株主総会における第３号議案及び第７号議案により、基本方針に照らして不適切な者が支配を

獲得することを防止するための対応策について決議されており、その内容は(2)(b)のとおりであります。 

(1) 基本方針の内容 

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社グループの有形無形の経営資源、将来を見据

えた施策の潜在的効果、事業分野・人的ネットワークや文化資本・社会との信頼関係の有機的結合により実現さ

れ得るシナジー効果等、当社の企業価値の源泉を理解し、当社が企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ

持続的に確保、向上していくことを可能とする者である必要があると考えております。 

当社は、1982年の創業以来、一貫して「多くのお客さまの美と健康に貢献することで、お客さまのお役に立

ち、ひいては社会のお役に立つ」という精神で企業経営を続けてまいりました。当社グループは今後もこの精神

のもと、「世界のお客さまのお役に立つ企業であり続けること」を事業の方針とし、「株主」の皆さまを始め

「お客さま」「取引先」「社員」「社会」という全てのステークホルダーから「価値ある企業」として支持さ

れ、ともに価値を創造することこそが株主価値の最大化を実現する道と考えております。同時に21世紀における

企業価値向上のカギは、当社のコーポレートブランド「SHISEIDO」の価値をさらに高めていくことにあります。

そのためには、経済的価値の向上とともに企業の社会的責任や環境対応も欠かせない要素であると認識しており

ます。 

当社は、当社株式について大量買付がなされる場合、これが当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資する

ものであれば、資本市場のルールに則り株式を買付ける行為それ自体を否定するものではありません。また、株

式市場の支配権の移転を伴う買付提案についての判断は、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきもの

と考えます。 

しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に対する明確

な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、当社の取締役や株主が株式の大

量買付の行為について検討し、あるいは当社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しな

いもの、買付者の提示した条件よりもさらに有利な条件を株主にもたらしたりするために、当社による買付者と

の交渉を必要とするもの等、当社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも想定されます。 

このように当社株式の大量買付を行う者が、当社の企業価値の源泉を理解し、中長期的に確保し、向上させら

れる者でなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。 



そこで、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財務及び事業の

方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては、当社は必要かつ相当な

対抗措置を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。 

  

(2) 不適切な支配の防止のための取組み 

(a) 基本方針の実現に資する特別な取組み 

当社は、当社の企業価値を向上させ、上記基本方針を実現するため、平成17年４月から「成長性の拡大と収

益性の向上」を目指して３ヵ年計画をスタートしております。当社は、この３ヵ年計画の下、成長性の拡大に

向けた「国内マーケティング改革」と「中国事業の拡大・加速」、収益性の向上に向けた「抜本的な構造改

革」の３つの柱を据え、「株主」の皆さまを始め「お客さま」「取引先」「社員」「社会」という全てのステ

ークホルダーから「価値ある企業」として支持されることを目指し、ブランド価値の向上、企業価値の最大化

に取り組んでおります。 

また、コーポレート・ガバナンス強化のため、独立性の高い社外取締役２名と社外監査役３名を選任し、ま

た経営陣の株主の皆さまに対する責任を明確化するため、取締役の任期を１年としていることに加え、経営の

透明性・客観性を高める観点から、取締役会の諮問機関として、社外委員を委員長とする「役員報酬諮問委員

会」と、役員候補の選定と評価、役員在任期間の設定等を行う「役員指名諮問委員会」を設置しております。

さらに平成17年４月より、固定報酬を減少させ業績連動報酬の割合を50％程度に引き上げた新たな役員報酬制

度を導入しております。 

(b) 基本方針に照らして不適切な者が支配を獲得することを防止するための取組み 

当社は、平成18年４月27日開催の取締役会において本プランの導入を決議し、第106回定時株主総会において

本プランの導入について承認を得ております。 

本プランは、当社の株券等に対する買付その他これに類似する行為またはその提案(以下、「買付等」)が行

われた際、買付等を行う者又はその提案者(以下、併せて「買付者等」)に対し、事前に当該買付等に関する情

報の提供を求め、それに応じるべきか否かを株主の皆さまが判断するために必要な情報や時間を確保したり、

株主の皆さまのために交渉を行うこと等を可能とし、また、上記基本方針に反し、当社の企業価値・株主共同

の利益を毀損する買付等を阻止することにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを

目的としております。 

本プランは、①当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付等、又

は②当社が発行者である株券等について、公開買付に係る株券等の株券等所有割合及びその特別関係者の株券

等所有割合の合計が20％以上となる公開買付を対象とします。 

当社の株券等について買付等が行われる場合、当該買付等に係る買付者等には、買付内容等の検討に必要な

情報及び本プランを遵守する旨の宣誓文言等を記載した書面の提出を求めます。その後、買付者等から提出さ

れた情報や当社取締役会からの意見や根拠資料、これに対する代替案(もしあれば)が、社外取締役及び社外監

査役等、当社経営陣から独立した者のみから構成される独立委員会に提供され、その評価、検討を経るものと

します。独立委員会は、外部専門家等の助言を独自に得た上、買付内容の評価・検討、当社取締役会の提示し

た代替案の検討、買付者等との交渉、株主に対する情報開示等を行います。 



独立委員会は、買付者等が本プランに規定する手続きを遵守しなかった場合、又は当該買付者等の内容の検

討、買付者等との協議・交渉等の結果、当該買付等が当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な

侵害をもたらすおそれのある買付等である場合など本プランに定める要件に該当する買付等であると認めた場

合には、独立委員会規則に従い、当社取締役会に対して、新株予約権の無償割当てを実施することを勧告しま

す。この新株予約権は、金１円以上で時価の50％相当額以下の範囲内において、当社取締役会が決定した金額

を払い込むことにより行使し、普通株式１株を取得することができ、また、買付者等による権利行使が認めら

れないという行使条件、及び当社が買付者等以外の者から当社株式１株と引換えに新株予約権１個を取得する

ことができる旨の取得条件が付されております。当社取締役会は、独立委員会の上記勧告を最大限尊重して新

株予約権無償割当ての実施又は不実施等の決議を行うものとします。当社取締役会は、上記決議を行った場合

速やかに、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、情報開示を行います。 

本プランの有効期間は、平成20年３月期に関する定時株主総会の終結の時までとします。ただし、有効期間

の満了前であっても、当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその

時点で廃止されることとなります。また、株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合に

は、本プランはその時点で廃止されることになります。 

本プラン導入後であっても、新株予約権無償割当てが実施されていない場合、株主の皆さまに直接具体的な

影響が生じることはありません。他方、本プランが発動され、新株予約権無償割当てが実施された場合、株主

の皆さまが新株予約権行使の手続きを行わないとその保有する株式が希釈化される場合があります(ただし、当

社が当社株式を対価として新株予約権の取得を行った場合、株式の希釈化は生じません)。 

  

(3) 具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 

当社の３ヵ年計画の推進によるブランド価値の向上・企業価値の最大化、コーポレート・ガバナンスの強化等

の各施策は、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定さ

れたものであり、まさに基本方針に沿うものであります。 

また、本プランは、前記(2)(b)記載のとおり、企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる目的をもって導

入されたものであり、基本方針に沿うものであります。特に、本プランは、株主総会において株主の承認を得た

上で導入されたものであること、その内容として本プランの発動に関する合理的な客観的要件が設定されている

こと、独立性の高い社外取締役及び社外監査役によって構成される独立委員会が設置されており、本プランの発

動に際しては必ず独立委員会の判断を経ることが必要とされていること、独立委員会は当社の費用で第三者専門

家を利用することができるとされていること、本プランの有効期限が平成20年３月期に関する定時株主総会の終

結の時までと定められた上、株主総会又は取締役会によりいつでも廃止できるとされていること、当社取締役の

任期は１年とされていることなどにより、その公正性・客観性が担保されており、企業価値ひいては株主共同の

利益に資するものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。 

  



４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループ(当社及び連結子会社)は、お客さまの「美と健康」を実現する画期的な商品、サービスの提供を目指

し、神奈川県横浜市の２ヵ所のリサーチセンター、東京都品川区のビューティーソリューション開発センターをはじ

め、アメリカ、欧州(フランス)、アジア(中国、タイ)の世界５極での研究開発拠点にて、研究開発活動を推進してお

ります。 

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は7,149百万円(売上高比2.0％)であり、各事業別の研究の

目的、主要課題、研究成果及び研究開発費は、次のとおりであります。なお、基礎研究などの各事業に配分できない

費用1,789百万円が含まれております。 

  

＜国内化粧品事業＞ 

より健やかな肌と美しい仕上がりを実現する化粧品の開発を目的に、基礎的な皮膚・界面科学の研究、機能性食品

の研究から化粧品原料素材の開発、製品の開発、美容法、美容理論の開発に至るまでの研究開発を推進しておりま

す。当中間連結会計期間には、新整肌保湿成分「グリシルグリシン」をスキンケアブランド「アクアレーベル」に応

用し、大人の毛穴を小さくして、肌をなめらかにする美容液を開発しました。また、素肌のような透明感のあるファ

ンデーションを開発するため、表面を内側から明るくみせる肌内光を利用して、影になりやすい部分の凹凸影を目立

たせない「シャドーカット処方」を独自に開発しました。この技術をメーキャップブランド「ベネフィーク リニュ

ー」のファンデーションに応用し、若々しさあふれる「年齢を感じさせない美肌」の演出を実現しました。さらに、

日本女性の美の象徴である美しい髪を維持するため、傷んだ髪の毛先まで補修し指どおりよいなめらかな髪に仕上げ

る新成分「ツバキアミノ」を配合した「TSUBAKI ゴールデンリペア」を開発しました。また、ヘルスケア事業では、

ストレスや睡眠不足とコラーゲン生成機能の関連に着目し、コラーゲンを生み出す力をサポートする成分を配合した

美容食品「コラーゲンアップデート」を開発しました。 

当事業に関わる研究開発費は4,314百万円であります。 

  

＜海外化粧品事業＞ 

「ハイ・クオリティ」、「ハイ・イメージ」、「ハイ・サービス」を追求する海外化粧品に対応するために、高品

質・高機能の素材の特徴を十分に引き出す製品の開発を推進しています。 

当中間連結会計期間には、当社はグローバルスキンケアブランド「ザ・スキンケア」において、肌に“うるおい”

を与えるだけでなく、肌そのものが持つ“うるおい”に着目し、ハリ感のある肌に導く新ベーシックスキンケアを開

発しました。また、透明性が高く、くすみ防止に優れた新パウダー「オーバルメークパウダー」をハイプレステージ

ブランド「クレ・ド・ポー ボーテ」に応用し、光と影のコントラストの強調による肌演出で、顔立ちまで美しく見

せるファンデーションを実現しました。 

当事業に関わる研究開発費は873百万円であります。 

  



＜その他の事業＞ 

医療用医薬品、マテリアル、クロマトグラフィー及び美容皮膚医療を展開するフロンティアサイエンス事業の研究

開発を、横浜市金沢区のリサーチセンター(金沢八景)にて進めております。医療用医薬品では、女性の更年期に特有

の症状を改善するホルモン補充療法薬「ル・エストロジェル®」を開発しました。本製品は日本初のジェル製剤であ

り、バイエル薬品工業株式会社より販売を開始しました。また、メーキャップに用いられる粉体の開発技術を応用し

た分析用の高性能カラムの開発、種々の分離精製用機器装置の開発などを行っております。 

当事業に関わる研究開発費は172百万円であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

収益性の向上に向けた「抜本的な構造改革」の一環としての物流改革に伴い、平成19年４月２日付で当社が保有

する物流・商品センターの大半の設備を売却しております。 

  

(注) 金額には消費税等は含まれておりません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。 

なお、前連結会計年度末において計画中であった、上海卓多姿中信化粧品有限公司 上海工場の第３期拡張工事に

関しては、平成19年９月に完了しております。これに伴い、同工場における生産能力は倍増し、中国の製品供給体制

が強化されることになりました。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 

名称 
設備の内容

帳簿価額(百万円)

従業員数
(人) 建物及び

構築物 

機械装置
及び 
運搬具 

土地
(面積 
千㎡) 

その他 合計 

物流・商品センター 
(神奈川県川崎市 
川崎区他) 

国内化粧品 
事業 

物流設備 4,960 1,618
10,269
(184)

425 17,274 ― 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 平成19年11月７日に自己株式14,562,353株(消却前の発行済株式総数に対する割合3.42％)を消却しております。 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 1,200,000,000

計 1,200,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 424,562,353 410,000,000
東京証券取引所
(市場第一部) 

権利内容に制限のない標準と
なる株式 

計 424,562,353 410,000,000 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりでありま

す。 
  

  
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

２ 当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、上記の目的たる株式数は分割または併合の比率に応じ、次の算式により

調整されるものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目

的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

   調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率 

３ 新株予約権発行後、当社が株式の分割または併合を行う場合、上記払込金額は分割または併合の比率に応じ、次の算式に

より調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

また、当社が時価を下回る価額で新株式の発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く)を行う場合は、上

記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  

株主総会の特別決議日
(平成14年６月27日) 

中間会計期間末現在
(平成19年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日) 

当社の取締役及び執行役員を対象とするストッ
クオプション 

同 左

新株予約権の数(個) 285 (注)１ 267 (注)１

新株予約権のうち自己
新株予約権の数(個) 

― ―

新株予約権の目的とな 
る株式の種類 

普通株式 同 左

新株予約権の目的とな 
る株式の数(株) 

285,000 (注)２ 267,000 (注)２

新株予約権の行使時の 
払込金額(円) 

1,669 (注)３ 同 左

新株予約権の行使期間 平成16年７月１日～平成24年６月26日 同 左

新株予約権の行使によ
り株式を発行する場合
の株式の発行価格及び
資本組入額(円) 

発行価格   1,669 
資本組入額   835 

同 左

新株予約権の行使の 
条件 

(1) 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行
使時においても当社の取締役または執行役
員の地位にあることを要す。ただし、任期
満了による退任、定年退職その他正当な理
由のある場合にはこの限りでない。 

(2) 新株予約権の質入その他一切の処分は認め
られないものとする。 

(3) 権利行使期間終了前に新株予約権の割当て
を受けた者が死亡した場合は、法定相続人
１名に限り権利を承継することができる。
ただし、再承継はできない。 

同 左

(4) その他権利行使の条件については、第102
回定時株主総会及び新株予約権発行の取締
役会決議に基づき、当社と新株予約権の割
当てを受けた者との間で締結する「新株予
約権割当契約」で定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に 
関する事項 

新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要
する。 

同 左

代用払込みに関する 
事項 

― ―

組織再編成行為に伴う
新株予約権の交付に関
する事項 

― ―

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 × 
１ 

分割(または併合)の比率 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 × 
新株式発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



  

  
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

２ 当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、上記の目的たる株式数は分割または併合の比率に応じ、次の算式により

調整されるものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目

的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

   調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率 

３ 新株予約権発行後、当社が株式の分割または併合を行う場合、上記払込金額は分割または併合の比率に応じ、次の算式に

より調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

また、当社が時価を下回る価額で新株式の発行(新株予約権の行使により株式を発行する場合を除く)を行う場合は、上記

払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  

  

株主総会の特別決議日
(平成15年６月27日) 

中間会計期間末現在
(平成19年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日) 

当社の取締役及び執行役員を対象とするストッ
クオプション 

同 左

新株予約権の数(個) 321 (注)１ 303 (注)１

新株予約権のうち自己
新株予約権の数(個) 

― ―

新株予約権の目的とな 
る株式の種類 

普通株式 同 左

新株予約権の目的とな 
る株式の数(株) 

321,000 (注)２ 303,000 (注)２

新株予約権の行使時の 
払込金額(円) 

1,287 (注)３ 同 左

新株予約権の行使期間 平成17年７月１日～平成25年６月26日 同 左

新株予約権の行使によ
り株式を発行する場合
の株式の発行価格及び
資本組入額(円) 

発行価格   1,287 
資本組入額   644 

同 左

新株予約権の行使の 
条件 

(1) 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行
使時においても当社の取締役または執行役
員の地位にあることを要す。ただし、任期
満了による退任、定年退職その他正当な理
由のある場合にはこの限りでない。 

(2) 権利行使期間満了前に新株予約権の割当て
を受けた者が死亡した場合は、法定相続人
のうち１名に限り権利を承継することがで
きる。ただし、再承継はできない。 

同 左

(3) その他権利行使の条件については、第103
回定時株主総会及び新株予約権発行の取締
役会決議に基づき、当社と新株予約権の割
当てを受けた者との間で締結する「新株予
約権割当契約」で定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に 
関する事項 

新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要
する。 

同 左

代用払込みに関する 
事項 

― ―

組織再編成行為に伴う
新株予約権の交付に関
する事項 

― ―

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 × 
１ 

分割(または併合)の比率 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 × 
新株式発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



  

  

株主総会の特別決議日
(平成16年６月29日) 

中間会計期間末現在 
(平成19年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日) 

  

当社の取締役及
び執行役員を対
象とするストッ
クオプション 

当社及び関連グル
ープ会社の取締
役、執行役員、従
業員を対象とする
ストックオプショ
ン 

同 左

当社の取締役及
び執行役員を対
象とするストッ
クオプション 

当社及び関連グル
ープ会社の取締
役、執行役員、従
業員を対象とする
ストックオプショ
ン 

同 左 

新株予約権の数
(個) 835(注)１ 1(注)１ 28(注)１ 819(注)１ ― (注)１ 23(注)１

新株予約権のう
ち自己新株予約
権の数(個) 

― ― ― ― ― ― 

新株予約権の目
的となる株式の
種類 

普通株式 同 左 同 左 同 左 同 左 同 左 

新株予約権の目
的となる株式の
数(株) 

835,000(注)２ 1,000(注)２ 28,000(注)２ 819,000(注)２ ― (注)２ 23,000(注)２

新株予約権の行
使時の振込金額
(円) 

1,427(注)３ 1,419(注)３ 1,445(注)３ 1,427(注)３ 1,419(注)３ 1,445(注)３

新株予約権の行
使期間 

平成18年７月１
日～ 

平成16年12月１
日～ 

平成17年４月１
日～ 

平成18年７月１
日～ 

平成16年12月１
日～ 

平成17年４月１
日～ 

平成26年６月28
日 

平成19年11月30
日 

平成20年３月31
日 

平成26年６月28
日 

平成19年11月30
日 

平成20年３月31
日 

新株予約権の行
使により株式を
発行する場合の
株式の発行価格
及び資本組入額
(円) 

発行価格 1,427 
資本組入額 714 

発行価格 1,419 
資本組入額 710 

発行価格 1,445
資本組入額 723 

発行価格 1,427
資本組入額 714 

発行価格 1,419 
資本組入額 710 

発行価格 1,445
資本組入額 723 

新株予約権の行
使の条件 

(1) 新株予約権の
割当てを受け
た者は、権利
行使時におい
ても当社の取
締役または執
行役員の地位
にあることを
要 す。た だ
し、任期満了
による退任、
定年退職その
他正当な理由
のある場合に
はこの限りで
ない。 

(1) 新株予約権の
割当てを受け
た者は、権利
行使時におい
ても当社また
は関連グルー
プ会社の取締
役、執 行 役
員、従業員の
地位にあるこ
とを要す。た
だし、任期満
了 に よ る 退
任、定年退職
その他正当な
理由のある場
合にはこの限
りでない。 

(1) 同 左 (1) 新株予約権の
割当てを受け
た者は、権利
行使時におい
ても当社の取
締役または執
行役員の地位
にあることを
要 す。た だ
し、任期満了
による退任、
定年退職その
他正当な理由
のある場合に
はこの限りで
ない。 

(1) 新株予約権の
割当てを受け
た者は、権利
行使時におい
ても当社また
は関連グルー
プ会社の取締
役、執 行 役
員、従業員の
地位にあるこ
とを要す。た
だし、任期満
了 に よ る 退
任、定年退職
その他正当な
理由のある場
合にはこの限
りでない。 

(1) 同 左 

(2) 権利行使期間
満了前に新株
予約権の割当
てを受けた者
が死亡した場
合は、法定相
続人１名に限
り権利を承継
することがで
き る。た だ
し、再承継は
できない。 

(2) 同 左 (2) 同 左 (2) 同 左 (2) 同 左 (2) 同 左 

(3) その他権利行
使の条件につ
い て は、第
104回定時株
主総会及び新
株予約権発行
の取締役会決
議に基づき、
当社と新株予
約権の割当て
を受けた者と
の間で締結す
る「新株予約
権割当契約」
で定めるとこ
ろによる。 

    (3) その他権利行
使の条件につ
い て は、第
104回定時株
主総会及び新
株予約権発行
の取締役会決
議に基づき、
当社と新株予
約権の割当て
を受けた者と
の間で締結す
る「新株予約
権割当契約」
で定めるとこ
ろによる。 

  



  

  
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

２ 当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、上記の目的たる株式数は分割または併合の比率に応じ、次の算式により

調整されるものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目

的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

   調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率 

３ 新株予約権発行後、当社が株式の分割または併合を行う場合、上記払込金額は分割または併合の比率に応じ、次の算式に

より調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

また、当社が時価を下回る価額で新株式の発行または移転(新株予約権の行使により株式を発行する場合を除く)を行う場

合は、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  

  

株主総会の特別決議日
(平成16年６月29日) 

中間会計期間末現在 
(平成19年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日) 

  

当社の取締役及
び執行役員を対
象とするストッ
クオプション 

当社及び関連グル
ープ会社の取締
役、執行役員、従
業員を対象とする
ストックオプショ
ン 

同 左

当社の取締役及
び執行役員を対
象とするストッ
クオプション 

当社及び関連グル
ープ会社の取締
役、執行役員、従
業員を対象とする
ストックオプショ
ン 

同 左 

新株予約権の譲
渡に関する事項 

新株予約権を譲
渡するには取締
役会の承認を要
する。 

同 左 同 左 同 左 同 左 同 左 

代用払込みに関
する事項 ― ― ― ― ― ― 

組織再編成行為
に伴う新株予約
権の交付に関す
る事項 

― ― ― ― ― ― 

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 × 
１ 

分割(または併合)の比率 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 × 
新株式発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



  

  

  

株主総会の特別決議日(平成17年６月29日)

中間会計期間末現在(平成19年９月30日) 提出日の前月末現在(平成19年11月30日) 
当社の取締役及び執行役員を
対象とするストックオプショ
ン 

当社及び関連
グループ会社
の取締役、執
行役員、従業
員を対象とす
るストックオ
プション 

当社の従業員
及び関連グル
ープ会社の取
締役、従業員
を対象とする
ストックオプ
ション 

当社及び関連
グループ会社
の取締役、執
行役員、従業
員を対象とす
るストックオ
プション 

当社の取締役及び執行役員を
対象とするストックオプショ
ン 

当社及び関連
グループ会社
の取締役、執
行役員、従業
員を対象とす
るストックオ
プション 

当社の従業員
及び関連グル
ープ会社の取
締役、従業員
を対象とする
ストックオプ
ション 

当社及び関連
グループ会社
の取締役、執
行役員、従業
員を対象とす
るストックオ
プション 

  

中期インセン
ティブとして
の株式報酬型
ストックオプ
ション 

長期インセン
ティブとして
のストックオ
プション 

中期インセン
ティブとして
の株式報酬型
ストックオプ
ション 

長期インセン
ティブとして
のストックオ
プション 

新株予約権の数 
(個) 316(注)１ 258(注)１ 5(注)１ 1,255(注)１ 31(注)１ 316(注)１ 258(注)１ 5(注)１ 857(注)１ 23(注)１

新株予約権のう
ち自己新株予約
権の数(個) 

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

新株予約権の目的
となる株式の種類 普通株式 同 左 同 左 同 左 同 左 同 左 同 左 同 左 同 左 同 左 

新株予約権の目的
となる株式の数
(株) 

316,000 
(注)２ 

258,000 
(注)２ 

5,000 
(注)２ 

1,255,000
(注)２

31,000
(注)２

316,000
(注)２

258,000
(注)２

5,000
(注)２

857,000 
(注)２ 

23,000
(注)２

新株予約権の行使
時の払込金額(円) 1(注)３ 1,481(注)４ 1,865(注)４ 1,896(注)４ 2,012(注)４ 1(注)３ 1,481(注)４ 1,865(注)４ 1,896(注)４ 2,012(注)４

新株予約権の行使
期間 

平成20年 
７月１日～ 
平成23年 
６月30日 

平成19年 
７月１日～ 
平成27年 
６月28日 

平成17年 
11月１日～ 
平成20年 
10月31日 

平成19年 
７月１日～ 
平成22年 
６月30日 

平成18年
４月１日～ 
平成21年 
３月31日 

平成20年
７月１日～ 
平成23年 
６月30日 

平成19年
７月１日～ 
平成27年 
６月28日 

平成17年
11月１日～ 
平成20年 
10月31日 

平成19年 
７月１日～ 
平成22年 
６月30日 

平成18年 
４月１日～ 
平成21年 
３月31日 

新株予約権の行使
により株式を発行
する場合の株式の
発行価格及び資本
組入額(円) 

発行価格 
1 

資本組入額 
1 

発行価格 
  1,481 

資本組入額 
  741 

発行価格 
  1,865 

資本組入額 
  933 

発行価格 
  1,896

資本組入額 
  948

発行価格
2,012

資本組入額 
1,006

発行価格
    1

資本組入額 
   1

発行価格
  1,481

資本組入額 
  741

発行価格
  1,865

資本組入額 
  933

発行価格 
  1,896 

資本組入額 
  948 

発行価格 
2,012

資本組入額 
1,006

新株予約権の行使
の条件 

(1) 新株予約
権の割当
てを受け
た者は、
権利行使
時におい
て も、当
社の取締
役または
執行役員
の地位に
あること
を要す。
ただし、
任期満了
による退
任その他
正当な理
由のある
場合には
この限り
でない。 

(1) 同 左 (1) 新株予約
権の割当
てを受け
た者は、
権利行使
時におい
て も、当
社または
関連グル
ープ会社
の 取 締
役、執 行
役 員、従
業員の地
位にある
ことを要
す。た だ
し、任 期
満了によ
る退任、
定年退職
その他正
当な理由
のある場
合にはこ
の限りで
ない。 

(1) 同 左 (1) 同 左 (1) 新株予約
権の割当
てを受け
た者は、
権利行使
時におい
て も、当
社の取締
役または
執行役員
の地位に
あること
を要す。
ただし、
任期満了
による退
任その他
正当な理
由のある
場合には
この限り
でない。

(1) 同 左 (1) 新株予約
権の割当
てを受け
た者は、
権利行使
時におい
て も、当
社または
関連グル
ープ会社
の 取 締
役、執 行
役 員、従
業員の地
位にある
ことを要
す。た だ
し、任 期
満了によ
る退任、
定年退職
その他正
当な理由
のある場
合にはこ
の限りで
ない。 

(1) 同 左 (1) 同 左

(2)(1)のただ
し書きに
かかわら
ず、新 株
予約権の
割当てを
受けた者
が平成17
年７月28
日から平
成20年３
月31日ま
での間に
任期満了
による退
任、死 亡
その他正
当な理由
により当
社の取締
役及び執
行役員の
いずれの
地位も失
った場合
に は、そ
の在任期
間に応じ
て権利行
使できる
新株予約
権の数を
減ずるも
の と す
る。 

(2) 権利行使
期間満了
前に新株
予約権の
割当てを
受けた者
が死亡し
た 場 合
は、法 定
相続人の
うち１名
に限り権
利を承継
すること
が で き
る。た だ
し、再 承
継はでき
ない。 

(2) 同 左 (2) 同 左 (2) 同 左 (2)(1)のただ
し書きに
かかわら
ず、新 株
予約権の
割当てを
受けた者
が平成17
年７月28
日から平
成20年３
月31日ま
での間に
任期満了
による退
任、死 亡
その他正
当な理由
により当
社の取締
役及び執
行役員の
いずれの
地位も失
った場合
に は、そ
の在任期
間に応じ
て権利行
使できる
新株予約
権の数を
減ずるも
の と す
る。 

(2) 権利行使
期間満了
前に新株
予約権の
割当てを
受けた者
が死亡し
た 場 合
は、法 定
相続人の
うち１名
に限り権
利を承継
すること
が で き
る。た だ
し、再 承
継はでき
ない。 

(2) 同 左 (2) 同 左 (2) 同 左



  

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 
２ 当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、上記の目的たる株式数は分割または併合の比率に応じ、次の算式により

調整されるものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目
的たる株式数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

   調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率 
３ 新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当たりの払込金額は１円とし、新株予約権１個当たり金1,000円と

する。ただし、新株予約権１個当たりの目的となる株式数の調整を行った場合は、株式１株当たりの払込金額１円に調整
後の株式数を乗じた金額を各新株予約権１個当たりの金額とする。 

４ 新株予約権発行後、当社が株式の分割または併合を行う場合、上記払込金額は分割または併合の比率に応じ、次の算式に
より調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

また、当社が時価を下回る価額で新株式の発行または移転(新株予約権の行使により株式を発行する場合を除く)を行う場
合は、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  
次へ 

  

株主総会の特別決議日(平成17年６月29日)

中間会計期間末現在(平成19年９月30日) 提出日の前月末現在(平成19年11月30日) 
当社の取締役及び執行役員を
対象とするストックオプショ
ン 

当社及び関連
グループ会社
の取締役、執
行役員、従業
員を対象とす
るストックオ
プション 

当社の従業員
及び関連グル
ープ会社の取
締役、従業員
を対象とする
ストックオプ
ション 

当社及び関連
グループ会社
の取締役、執
行役員、従業
員を対象とす
るストックオ
プション 

当社の取締役及び執行役員を
対象とするストックオプショ
ン 

当社及び関連
グループ会社
の取締役、執
行役員、従業
員を対象とす
るストックオ
プション 

当社の従業員
及び関連グル
ープ会社の取
締役、従業員
を対象とする
ストックオプ
ション 

当社及び関連
グループ会社
の取締役、執
行役員、従業
員を対象とす
るストックオ
プション 

  

中期インセン
ティブとして
の株式報酬型
ストックオプ
ション 

長期インセン
ティブとして
のストックオ
プション 

中期インセン
ティブとして
の株式報酬型
ストックオプ
ション 

長期インセン
ティブとして
のストックオ
プション 

  

(3) 平成20年
３月期決
算におけ
る当社の
連結売上
高営業利
益率の目
標８％を
基 準 と
し、新 株
予約権の
割当てを
受けた者
は、こ の
目標値に
対する実
績値の達
成 率 が
90％以上
であった
場合に限
り、そ の
達成率に
応じて本
新株予約
権を行使
すること
が で き
る。た だ
し、本 計
算式に用
いる達成
率 は
110％ を
上限とす
る。 

(3) その他権
利行使の
条件につ
いては、
第 105 回
定時株主
総会及び
新株予約
権発行の
取締役会
決議に基
づ き、当
社と新株
予約権の
割当てを
受けた者
との間で
締結する
「新株予
約権割当
契 約」で
定めると
ころによ
る。 

  (3) その他権
利行使の
条件につ
いては、
第 105 回
定時株主
総会及び
新株予約
権発行の
取締役会
決議に基
づ き、当
社と新株
予約権の
割当てを
受けた者
との間で
締結する
「新株予
約権割当
契 約」で
定めると
ころによ
る。 

(3) 平成20年
３月期決
算におけ
る当社の
連結売上
高営業利
益率の目
標８％を
基 準 と
し、新 株
予約権の
割当てを
受けた者
は、こ の
目標値に
対する実
績値の達
成 率 が
90％以上
であった
場合に限
り、そ の
達成率に
応じて本
新株予約
権を行使
すること
が で き
る。た だ
し、本 計
算式に用
いる達成
率 は
110％ を
上限とす
る。 

(3) その他権
利行使の
条件につ
いては、
第 105 回
定時株主
総会及び
新株予約
権発行の
取締役会
決議に基
づ き、当
社と新株
予約権の
割当てを
受けた者
との間で
締結する
「新株予
約権割当
契 約」で
定めると
ころによ
る。 

(3) その他権
利行使の
条件につ
いては、
第 105 回
定時株主
総会及び
新株予約
権発行の
取締役会
決議に基
づ き、当
社と新株
予約権の
割当てを
受けた者
との間で
締結する
「新株予
約権割当
契 約」で
定めると
ころによ
る。 

  

  

(4) 権利行使
期間満了
前に新株
予約権の
割当てを
受けた者
が死亡し
た 場 合
は、法 定
相続人の
うち１名
に限りそ
の権利を
承継する
ことがで
き る。た
だ し、再
承継はで
きない。 

      (4) 権利行使
期間満了
前に新株
予約権の
割当てを
受けた者
が死亡し
た 場 合
は、法 定
相続人の
うち１名
に限りそ
の権利を
承継する
ことがで
き る。た
だ し、再
承継はで
きない。

    

新株予約権の譲渡
に関する事項 

新株予約権を
譲渡するには
取締役会の承
認を要する。 

同 左 同 左 同 左 同 左 同 左 同 左 同 左 同 左 同 左 

代用払込みに関す
る事項 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

組織再編成行為に
伴う新株予約権の
交付に関する事項 

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 × 
１ 

分割(または併合)の比率 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 × 
新株式発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



② 会社法第236条及び第238条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

  

  

  

取締役会の決議日(平成18年７月31日)

中間会計期間末現在(平成19年９月30日) 提出日の前月末現在(平成19年11月30日) 
中期インセンティブとしての 

ストックオプション 
長期インセンティブとしての

ストックオプション 
中期インセンティブとしての

ストックオプション 
長期インセンティブとしての 

ストックオプション 

  
当社の取締役を対
象とするストック
オプション 

当社の執行役員を
対象とするストッ
クオプション 

当社の取締役を対
象とするストック
オプション 

当社の執行役員を
対象とするストッ
クオプション 

当社の取締役を対
象とするストック
オプション 

当社の執行役員を
対象とするストッ
クオプション 

当社の取締役を対
象とするストック
オプション 

当社の執行役員を
対象とするストッ
クオプション 

新株予約権の数 
(個) 9(注)１ 12(注)１ 67(注)１ 74(注)１ 9(注)１ 12(注)１ 67(注)１ 74(注)１

新株予約権のう
ち自己新株予約
権の数(個) 

― ― ― ― ― ― ― ― 

新株予約権の目的
となる株式の種類 普通株式 同 左 同 左 同 左 同 左 同 左 同 左 同 左 

新株予約権の目的
となる株式の数
(株) 

9,000(注)２ 12,000(注)２ 67,000(注)２ 74,000(注)２ 9,000(注)２ 12,000(注)２ 67,000(注)２ 74,000(注)２

新株予約権の行使
時の払込金額(円) 1(注)３ 同 左 2,300(注)４ 同 左 1(注)３ 同 左 2,300(注)４ 同 左 

新株予約権の行使
期間 

平成20年７月１日 
～ 
平成23年６月30日 

同 左 
平成20年８月１日 
～ 
平成28年７月30日 

同 左
平成20年７月１日
～ 
平成23年６月30日

同 左
平成20年８月１日 
～ 
平成28年７月30日 

同 左 

新株予約権の行使
により株式を発行
する場合の株式の
発行価格及び資本
組入額(円) 

発行価格    1 
資本組入額   1 同 左 発行価格  2,300 

資本組入額 1,150 同 左
発行価格    1
資本組入額   1

同 左
発行価格  2,300 
資本組入額 1,150 同 左 

新株予約権の行使
の条件 

(1) 新株予約権の
割当てを受け
た者は、権利
行使時におい
ても、当社の
取締役または
執行役員の地
位にあること
を要す。ただ
し、任期満了
による退任そ
の他正当な理
由のある場合
にはこの限り
ではない。 

(1) 同 左 (1) 同 左 (1) 同 左 (1) 新株予約権の
割当てを受け
た者は、権利
行使時におい
ても、当社の
取締役または
執行役員の地
位にあること
を要す。ただ
し、任期満了
による退任そ
の他正当な理
由のある場合
にはこの限り
ではない。 

(1) 同 左 (1) 同 左 (1) 同 左 

(2)(1)のただし書
に か か わ ら
ず、新株予約
権の割当てを
受けた者が平
成18年８月23
日から平成20
年３月31日ま
での間に任期
満了による退
任、死亡その
他正当な理由
により当社の
取締役及び執
行役員のいず
れの地位も失
っ た 場 合 に
は、その在任
期間に応じて
権利行使でき
る新株予約権
の数を減ずる
ものとする。 

(2) 同 左 (2) 新株予約権を
行使すること
ができる期間
の満了前に新
株予約権の割
当てを受けた
者が死亡した
場合は、相続
人のうち１名
に限り新株予
約権を継承す
ることができ
る。ただし、
再継承はでき
ない。 

(2) 同 左 (2)(1)のただし書
に か か わ ら
ず、新株予約
権の割当てを
受けた者が平
成18年８月23
日から平成20
年３月31日ま
での間に任期
満了による退
任、死亡その
他正当な理由
により当社の
取締役及び執
行役員のいず
れの地位も失
っ た 場 合 に
は、その在任
期間に応じて
権利行使でき
る新株予約権
の数を減ずる
ものとする。

(2) 同 左 (2) 新株予約権を
行使すること
ができる期間
の満了前に新
株予約権の割
当てを受けた
者が死亡した
場合は、相続
人のうち１名
に限り新株予
約権を継承す
ることができ
る。ただし、
再継承はでき
ない。 

(2) 同 左 

(3) 平成20年３月
期決算におけ
る当社の連結
売上高営業利
益 率 の 目 標
８％を基準と
し、新株予約
権の割当てを
受けた者は、
この目標値に
対する実績値
の 達 成 率 が
90％以上であ
った場合に限
り、その達成
率に応じて本
新株予約権を
行使すること
ができる。た
だし、本計算
式に用いる達
成率は110％
を 上 限 と す
る。 

(3) 同 左 (3) その他権利行
使の条件につ
いては、当社
と新株予約権
の割当てを受
けた者との間
で 締 結 す る
「新株予約権
割当契約」で
定めるところ
による。 

(3) 同 左 (3) 平成20年３月
期決算におけ
る当社の連結
売上高営業利
益 率 の 目 標
８％を基準と
し、新株予約
権の割当てを
受けた者は、
この目標値に
対する実績値
の 達 成 率 が
90％以上であ
った場合に限
り、その達成
率に応じて本
新株予約権を
行使すること
ができる。た
だし、本計算
式に用いる達
成率は110％
を 上 限 と す
る。 

(3) 同 左 (3) その他権利行
使の条件につ
いては、当社
と新株予約権
の割当てを受
けた者との間
で 締 結 す る
「新株予約権
割当契約」で
定めるところ
による。 

(3) 同 左 



  

  

次へ 

  

取締役会の決議日(平成18年７月31日)

中間会計期間末現在(平成19年９月30日) 提出日の前月末現在(平成19年11月30日) 
中期インセンティブとしての 

ストックオプション 
長期インセンティブとしての

ストックオプション 
中期インセンティブとしての

ストックオプション 
長期インセンティブとしての 

ストックオプション 

  
当社の取締役を対
象とするストック
オプション 

当社の執行役員を
対象とするストッ
クオプション 

当社の取締役を対
象とするストック
オプション 

当社の執行役員を
対象とするストッ
クオプション 

当社の取締役を対
象とするストック
オプション 

当社の執行役員を
対象とするストッ
クオプション 

当社の取締役を対
象とするストック
オプション 

当社の執行役員を
対象とするストッ
クオプション 

  

(4) 新株予約権を
行使すること
ができる期間
の満了前に新
株予約権の割
当てを受けた
者が死亡した
場合は、相続
人のうち１名
に限り新株予
約権を継承す
ることができ
る。ただし、
再継承はでき
ない。 

(4) 同 左     (4) 新株予約権を
行使すること
ができる期間
の満了前に新
株予約権の割
当てを受けた
者が死亡した
場合は、相続
人のうち１名
に限り新株予
約権を継承す
ることができ
る。ただし、
再継承はでき
ない。 

(4) 同 左   

  

(5) その他権利行
使の条件につ
いては、当社
と新株予約権
の割当てを受
けた者との間
で 締 結 す る
「新株予約権
割当契約」で
定めるところ
による。 

(5) 同 左     (5) その他権利行
使の条件につ
いては、当社
と新株予約権
の割当てを受
けた者との間
で 締 結 す る
「新株予約権
割当契約」で
定めるところ
による。 

(5) 同 左   

新株予約権の譲渡
に関する事項 

新株予約権を譲渡
するには取締役会
の承認を要する。 

同 左 同 左 同 左 同 左 同 左 同 左 同 左 

代用払込みに関す
る事項 ― ― ― ― ― ― ― ― 

組織再編成行為に
伴う新株予約権の
交付に関する事項 

当社が、合併(当
社が合併により消
滅する場合に限
る。)、吸 収 分
割、新設分割、株
式交換または株式
移転(以上を総称
して以下、「組織
再 編 行 為」と い
う。)をする場合
において、組織再
編行為の効力発生
の時点において残
存する新株予約権
(以下、「残存新
株 予 約 権」と い
う。) に つ い て
は、新株予約権の
割当てを受けた者
に対し、それぞれ
の場合につき、会
社法第236条第１
項第８号のイから
ホまでに掲げる株
式 会 社 ( 以 下、
「再編対象会社」
という。)の新株
予約権を以下の条
件に基づきそれぞ
れ交付することと
する。この場合に
おいては、残存新
株予約権は消滅
し、再編対象会社
は新株予約権を新
たに発行するもの
とする。ただし、
以下の条件に沿っ
て再編対象会社の
新株予約権を交付
する旨を、吸収合
併契約、新設合併
契約、吸収分割契
約、新 設 分 割 計
画、株式交換契約
または株式移転計
画において定めた
場合に限るものと
する。 

同 左 同 左 同 左 同 左 同 左 同 左 同 左 



  

  

  

取締役会の決議日(平成18年７月31日)

中間会計期間末現在(平成19年９月30日) 提出日の前月末現在(平成19年11月30日) 
中期インセンティブとしての 

ストックオプション 
長期インセンティブとしての

ストックオプション 
中期インセンティブとしての

ストックオプション 
長期インセンティブとしての 

ストックオプション 

  
当社の取締役を対
象とするストック
オプション 

当社の執行役員を
対象とするストッ
クオプション 

当社の取締役を対
象とするストック
オプション 

当社の執行役員を
対象とするストッ
クオプション 

当社の取締役を対
象とするストック
オプション 

当社の執行役員を
対象とするストッ
クオプション 

当社の取締役を対
象とするストック
オプション 

当社の執行役員を
対象とするストッ
クオプション 

  

(1) 交付する再編
対象会社の新
株予約権の数 

  残存新株予約
権の新株予約
権の割当てを
受けた者が保
有する新株予
約権の数と同
一の数をそれ
ぞれ交付する
ものとする。 

(1) 同 左 (1) 同 左 (1) 同 左 (1) 同 左 (1) 同 左 (1) 同 左 (1) 同 左 

  

(2) 新株予約権の
目的である再
編対象会社の
株式の種類 

  再編対象会社
の普通株式と
する。 

(2) 同 左 (2) 同 左 (2) 同 左 (2) 同 左 (2) 同 左 (2) 同 左 (2) 同 左 

  

(3) 新株予約権の
目的である再
編対象会社の
株式の数 

  組織再編行為
の条件等を勘
案の上、(注)
２に準じて決
定する。 

(3) 同 左 (3) 同 左 (3) 同 左 (3) 同 左 (3) 同 左 (3) 同 左 (3) 同 左 

  

(4) 新株予約権の
行使に際して
出資される財
産の価額 

  交付される各
新株予約権の
行使に際して
出資される財
産の価額は、
以下に定める
再編後払込金
額に上記(3)
に従って決定
される当該各
新株予約権の
目的である再
編対象会社の
株式の数を乗
じて得られる
金額とする。
再編後払込金
額は、交付さ
れる各新株予
約権を行使す
ることにより
交付を受ける
ことができる
再編対象会社
の株式１株当
たり１円とす
る。 

(4) 同 左 (4) 新株予約権の
行使に際して
出資される財
産の価額 

  交付される各
新株予約権の
行使に際して
出資される財
産の価額は、
(注)４で定め
られる行使価
額を組織再編
の条件等を勘
案の上、調整
して得られる
再編後払込金
額に上記(3)
に従って決定
される当該各
新株予約権の
目的である再
編対象会社の
株式の数を乗
じて得られる
金額とする。 

(4) 同 左 (4) 新株予約権の
行使に際して
出資される財
産の価額 

  交付される各
新株予約権の
行使に際して
出資される財
産の価額は、
以下に定める
再編後払込金
額に上記(3)
に従って決定
される当該各
新株予約権の
目的である再
編対象会社の
株式の数を乗
じて得られる
金額とする。
再編後払込金
額は、交付さ
れる各新株予
約権を行使す
ることにより
交付を受ける
ことができる
再編対象会社
の株式１株当
たり１円とす
る。 

(4) 同 左 (4) 新株予約権の
行使に際して
出資される財
産の価額 

  交付される各
新株予約権の
行使に際して
出資される財
産の価額は、
(注)４で定め
られる行使価
額を組織再編
の条件等を勘
案の上、調整
して得られる
再編後払込金
額に上記(3)
に従って決定
される当該各
新株予約権の
目的である再
編対象会社の
株式の数を乗
じて得られる
金額とする。 

(4) 同 左 

  

(5) 新株予約権を
行使すること
ができる期間 

  残存新株予約
権の行使期間
の開始日と組
織再編行為の
効力発生日の
うちいずれか
遅い日から、
残存新株予約
権の行使期間
の満了日まで
とする。 

(5) 同 左 (5) 同 左 (5) 同 左 (5) 同 左 (5) 同 左 (5) 同 左 (5) 同 左 

  

(6) 新株予約権の
行使により株
式を発行する
場合における
増加する資本
金及び資本準
備金に関する
事項 

  残存新株予約
権について定
められた当該
事項に準じて
決定する。 

(6) 同 左 (6) 同 左 (6) 同 左 (6) 同 左 (6) 同 左 (6) 同 左 (6) 同 左 



  

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

２ 当社が株式の分割(当社の株式無償割当てを含む。)または株式の併合を行う場合には、新株予約権の目的である株式の数

(以下、「対象株式数」という。)を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものと

する。 

   調整後対象株式数＝調整前対象株式数×分割・併合の比率 

  また、上記のほか、対象株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で対象株式数を調整

する。 

３ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式１

株当たりの払い込む金銭の額を１円とし、これに対象株式数を乗じた金額とする。 

４ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式１

株当たりの金銭の額(以下、「行使価額」という。)に対象株式数を乗じた金額とする。 

  新株予約権割当日後に、当社が株式の分割または併合を行う場合、上記行使価額は、分割または併合の比率に応じ、次の

算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

また、当社が時価を下回る価額で株式の発行または自己株式の処分(新株予約権の行使により株式を発行する場合を除

く。)を行う場合は、上記行使価額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げ

る。なお、自己株式の処分の場合には、次の算式における、「新規発行株式数」は「処分自己株式数」及び「１株当たり

払込金額」は「１株当たり処分価額」とそれぞれ読み替える。 

  

前へ   次へ 

  

取締役会の決議日(平成18年７月31日)

中間会計期間末現在(平成19年９月30日) 提出日の前月末現在(平成19年11月30日) 
中期インセンティブとしての 

ストックオプション 
長期インセンティブとしての

ストックオプション 
中期インセンティブとしての

ストックオプション 
長期インセンティブとしての 

ストックオプション 

  
当社の取締役を対
象とするストック
オプション 

当社の執行役員を
対象とするストッ
クオプション 

当社の取締役を対
象とするストック
オプション 

当社の執行役員を
対象とするストッ
クオプション 

当社の取締役を対
象とするストック
オプション 

当社の執行役員を
対象とするストッ
クオプション 

当社の取締役を対
象とするストック
オプション 

当社の執行役員を
対象とするストッ
クオプション 

  

(7) 譲渡による新
株予約権の取
得の制限 

  譲渡による新
株予約権の取
得 に つ い て
は、再編対象
会社の取締役
会の決議によ
る承認を要す
る も の と す
る。 

(7) 同 左 (7) 同 左 (7) 同 左 (7) 同 左 (7) 同 左 (7) 同 左 (7) 同 左 

  

(8) 新株予約権の
取得条項 

  残存新株予約
権について定
められた取得
条項に準じて
決定する。 

(8) 同 左 (8) 同 左 (8) 同 左 (8) 同 左 (8) 同 左 (8) 同 左 (8) 同 左 

  

(9) その他の新株
予約権の行使
の条件 

  残存新株予約
権について定
められた行使
の条件に準じ
て決定する。 

(9) 同 左 (9) 同 左 (9) 同 左 (9) 同 左 (9) 同 左 (9) 同 左 (9) 同 左 

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 × 
１ 

分割(または併合)の比率 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 × 
新株式発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



  

  

  

取締役会の決議日(平成19年７月31日)

中間会計期間末現在(平成19年９月30日) 提出日の前月末現在(平成19年11月30日) 
中期インセンティブとしての 

ストックオプション 
長期インセンティブとしての

ストックオプション 
中期インセンティブとしての

ストックオプション 
長期インセンティブとしての 

ストックオプション 

  
当社の取締役を対
象とするストック
オプション 

当社の執行役員を
対象とするストッ
クオプション 

当社の取締役を対
象とするストック
オプション 

当社の執行役員を
対象とするストッ
クオプション 

当社の取締役を対
象とするストック
オプション 

当社の執行役員を
対象とするストッ
クオプション 

当社の取締役を対
象とするストック
オプション 

当社の執行役員を
対象とするストッ
クオプション 

新株予約権の数 
(個) 2(注)１ 15(注)１ 81(注)１ 78(注)１ 2(注)１ 15(注)１ 81(注)１ 78(注)１

新株予約権のう
ち自己新株予約
権の数(個) 

― ― ― ― ― ― ― ― 

新株予約権の目的
となる株式の種類 普通株式 同 左 同 左 同 左 同 左 同 左 同 左 同 左 

新株予約権の目的
となる株式の数
(株) 

2,000(注)２ 15,000(注)２ 81,000(注)２ 78,000(注)２ 2,000(注)２ 15,000(注)２ 81,000(注)２ 78,000(注)２

新株予約権の行使
時の払込金額(円) 1(注)３ 同 左 2,615(注)４ 同 左 1(注)３ 同 左 2,615(注)４ 同 左 

新株予約権の行使
期間 

平成20年７月１日 
～ 
平成23年６月30日 

同 左 
平成21年８月１日 
～ 
平成29年７月30日 

同 左
平成20年７月１日
～ 
平成23年６月30日

同 左
平成21年８月１日 
～ 
平成29年７月30日 

同 左 

新株予約権の行使
により株式を発行
する場合の株式の
発行価格及び資本
組入額(円) 

発行価格    1 
資本組入額   1 同 左 発行価格  2,615 

資本組入額 1,308 同 左
発行価格    1
資本組入額   1

同 左
発行価格  2,615 
資本組入額 1,308 同 左 

新株予約権の行使
の条件 

(1) 新株予約権の
割当てを受け
た者は、権利
行使時におい
ても、当社の
取締役または
執行役員の地
位にあること
を要す。ただ
し、任期満了
による退任そ
の他正当な理
由のある場合
にはこの限り
ではない。 

(1) 同 左 (1) 同 左 (1) 同 左 (1) 新株予約権の
割当てを受け
た者は、権利
行使時におい
ても、当社の
取締役または
執行役員の地
位にあること
を要す。ただ
し、任期満了
による退任そ
の他正当な理
由のある場合
にはこの限り
ではない。 

(1) 同 左 (1) 同 左 (1) 同 左 

(2)(1)のただし書
に か か わ ら
ず、新株予約
権の割当てを
受けた者が平
成19年８月23
日から平成20
年３月31日ま
での間に任期
満了による退
任、死亡その
他正当な理由
により当社の
取締役及び執
行役員のいず
れの地位も失
っ た 場 合 に
は、その在任
期間に応じて
権利行使でき
る新株予約権
の数を減ずる
ものとする。 

(2) 同 左 (2) 新株予約権を
行使すること
ができる期間
の満了前に新
株予約権の割
当てを受けた
者が死亡した
場合は、相続
人のうち１名
に限り新株予
約権を継承す
ることができ
る。ただし、
再継承はでき
ない。 

(2) 同 左 (2)(1)のただし書
に か か わ ら
ず、新株予約
権の割当てを
受けた者が平
成19年８月23
日から平成20
年３月31日ま
での間に任期
満了による退
任、死亡その
他正当な理由
により当社の
取締役及び執
行役員のいず
れの地位も失
っ た 場 合 に
は、その在任
期間に応じて
権利行使でき
る新株予約権
の数を減ずる
ものとする。

(2) 同 左 (2) 新株予約権を
行使すること
ができる期間
の満了前に新
株予約権の割
当てを受けた
者が死亡した
場合は、相続
人のうち１名
に限り新株予
約権を継承す
ることができ
る。ただし、
再継承はでき
ない。 

(2) 同 左 

(3) 平成20年３月
期決算におけ
る当社の連結
売上高営業利
益 率 の 目 標
８％を基準と
し、新株予約
権の割当てを
受けた者は、
この目標値に
対する実績値
の 達 成 率 が
90％以上であ
った場合に限
り、その達成
率に応じて本
新株予約権を
行使すること
ができる。た
だし、本計算
式に用いる達
成率は110％
を 上 限 と す
る。 

(3) 同 左 (3) その他権利行
使の条件につ
いては、当社
と新株予約権
の割当てを受
けた者との間
で 締 結 す る
「新株予約権
割当契約」で
定めるところ
による。 

(3) 同 左 (3) 平成20年３月
期決算におけ
る当社の連結
売上高営業利
益 率 の 目 標
８％を基準と
し、新株予約
権の割当てを
受けた者は、
この目標値に
対する実績値
の 達 成 率 が
90％以上であ
った場合に限
り、その達成
率に応じて本
新株予約権を
行使すること
ができる。た
だし、本計算
式に用いる達
成率は110％
を 上 限 と す
る。 

(3) 同 左 (3) その他権利行
使の条件につ
いては、当社
と新株予約権
の割当てを受
けた者との間
で 締 結 す る
「新株予約権
割当契約」で
定めるところ
による。 

(3) 同 左 



  

  

前へ   次へ 

  

取締役会の決議日(平成19年７月31日)

中間会計期間末現在(平成19年９月30日) 提出日の前月末現在(平成19年11月30日) 
中期インセンティブとしての 

ストックオプション 
長期インセンティブとしての

ストックオプション 
中期インセンティブとしての

ストックオプション 
長期インセンティブとしての 

ストックオプション 

  
当社の取締役を対
象とするストック
オプション 

当社の執行役員を
対象とするストッ
クオプション 

当社の取締役を対
象とするストック
オプション 

当社の執行役員を
対象とするストッ
クオプション 

当社の取締役を対
象とするストック
オプション 

当社の執行役員を
対象とするストッ
クオプション 

当社の取締役を対
象とするストック
オプション 

当社の執行役員を
対象とするストッ
クオプション 

  

(4) 新株予約権を
行使すること
ができる期間
の満了前に新
株予約権の割
当てを受けた
者が死亡した
場合は、相続
人のうち１名
に限り新株予
約権を継承す
ることができ
る。ただし、
再継承はでき
ない。 

(4) 同 左     (4) 新株予約権を
行使すること
ができる期間
の満了前に新
株予約権の割
当てを受けた
者が死亡した
場合は、相続
人のうち１名
に限り新株予
約権を継承す
ることができ
る。ただし、
再継承はでき
ない。 

(4) 同 左   

  

(5) その他権利行
使の条件につ
いては、当社
と新株予約権
の割当てを受
けた者との間
で 締 結 す る
「新株予約権
割当契約」で
定めるところ
による。 

(5) 同 左     (5) その他権利行
使の条件につ
いては、当社
と新株予約権
の割当てを受
けた者との間
で 締 結 す る
「新株予約権
割当契約」で
定めるところ
による。 

(5) 同 左   

新株予約権の譲渡
に関する事項 

新株予約権を譲渡
するには取締役会
の承認を要する。 

同 左 同 左 同 左 同 左 同 左 同 左 同 左 

代用払込みに関す
る事項 ― ― ― ― ― ― ― ― 

組織再編成行為に
伴う新株予約権の
交付に関する事項 

当社が、合併(当
社が合併により消
滅する場合に限
る。)、吸 収 分
割、新設分割、株
式交換または株式
移転(以上を総称
して以下、「組織
再 編 行 為」と い
う。)をする場合
において、組織再
編行為の効力発生
の時点において残
存する新株予約権
(以下、「残存新
株 予 約 権」と い
う。) に つ い て
は、新株予約権の
割当てを受けた者
に対し、それぞれ
の場合につき、会
社法第236条第１
項第８号のイから
ホまでに掲げる株
式 会 社 ( 以 下、
「再編対象会社」
という。)の新株
予約権を以下の条
件に基づきそれぞ
れ交付することと
する。この場合に
おいては、残存新
株予約権は消滅
し、再編対象会社
は新株予約権を新
たに発行するもの
とする。ただし、
以下の条件に沿っ
て再編対象会社の
新株予約権を交付
する旨を、吸収合
併契約、新設合併
契約、吸収分割契
約、新 設 分 割 計
画、株式交換契約
または株式移転計
画において定めた
場合に限るものと
する。 

同 左 同 左 同 左 同 左 同 左 同 左 同 左 



  

  

  

取締役会の決議日(平成19年７月31日)

中間会計期間末現在(平成19年９月30日) 提出日の前月末現在(平成19年11月30日) 
中期インセンティブとしての 

ストックオプション 
長期インセンティブとしての

ストックオプション 
中期インセンティブとしての

ストックオプション 
長期インセンティブとしての 

ストックオプション 

  
当社の取締役を対
象とするストック
オプション 

当社の執行役員を
対象とするストッ
クオプション 

当社の取締役を対
象とするストック
オプション 

当社の執行役員を
対象とするストッ
クオプション 

当社の取締役を対
象とするストック
オプション 

当社の執行役員を
対象とするストッ
クオプション 

当社の取締役を対
象とするストック
オプション 

当社の執行役員を
対象とするストッ
クオプション 

  

(1) 交付する再編
対象会社の新
株予約権の数 

  残存新株予約
権の新株予約
権の割当てを
受けた者が保
有する新株予
約権の数と同
一の数をそれ
ぞれ交付する
ものとする。 

(1) 同 左 (1) 同 左 (1) 同 左 (1) 同 左 (1) 同 左 (1) 同 左 (1) 同 左 

  

(2) 新株予約権の
目的である再
編対象会社の
株式の種類 

  再編対象会社
の普通株式と
する。 

(2) 同 左 (2) 同 左 (2) 同 左 (2) 同 左 (2) 同 左 (2) 同 左 (2) 同 左 

  

(3) 新株予約権の
目的である再
編対象会社の
株式の数 

  組織再編行為
の条件等を勘
案の上、(注)
２に準じて決
定する。 

(3) 同 左 (3) 同 左 (3) 同 左 (3) 同 左 (3) 同 左 (3) 同 左 (3) 同 左 

  

(4) 新株予約権の
行使に際して
出資される財
産の価額 

  交付される各
新株予約権の
行使に際して
出資される財
産の価額は、
以下に定める
再編後払込金
額に上記(3)
に従って決定
される当該各
新株予約権の
目的である再
編対象会社の
株式の数を乗
じて得られる
金額とする。
再編後払込金
額は、交付さ
れる各新株予
約権を行使す
ることにより
交付を受ける
ことができる
再編対象会社
の株式１株当
たり１円とす
る。 

(4) 同 左 (4) 新株予約権の
行使に際して
出資される財
産の価額 

  交付される各
新株予約権の
行使に際して
出資される財
産の価額は、
(注)４で定め
られる行使価
額を組織再編
の条件等を勘
案の上、調整
して得られる
再編後払込金
額に上記(3)
に従って決定
される当該各
新株予約権の
目的である再
編対象会社の
株式の数を乗
じて得られる
金額とする。 

(4) 同 左 (4) 新株予約権の
行使に際して
出資される財
産の価額 

  交付される各
新株予約権の
行使に際して
出資される財
産の価額は、
以下に定める
再編後払込金
額に上記(3)
に従って決定
される当該各
新株予約権の
目的である再
編対象会社の
株式の数を乗
じて得られる
金額とする。
再編後払込金
額は、交付さ
れる各新株予
約権を行使す
ることにより
交付を受ける
ことができる
再編対象会社
の株式１株当
たり１円とす
る。 

(4) 同 左 (4) 新株予約権の
行使に際して
出資される財
産の価額 

  交付される各
新株予約権の
行使に際して
出資される財
産の価額は、
(注)４で定め
られる行使価
額を組織再編
の条件等を勘
案の上、調整
して得られる
再編後払込金
額に上記(3)
に従って決定
される当該各
新株予約権の
目的である再
編対象会社の
株式の数を乗
じて得られる
金額とする。 

(4) 同 左 

  

(5) 新株予約権を
行使すること
ができる期間 

  残存新株予約
権の行使期間
の開始日と組
織再編行為の
効力発生日の
うちいずれか
遅い日から、
残存新株予約
権の行使期間
の満了日まで
とする。 

(5) 同 左 (5) 同 左 (5) 同 左 (5) 同 左 (5) 同 左 (5) 同 左 (5) 同 左 

  

(6) 新株予約権の
行使により株
式を発行する
場合における
増加する資本
金及び資本準
備金に関する
事項 

  残存新株予約
権について定
められた当該
事項に準じて
決定する。 

(6) 同 左 (6) 同 左 (6) 同 左 (6) 同 左 (6) 同 左 (6) 同 左 (6) 同 左 



  

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

２ 当社が株式の分割(当社の株式無償割当てを含む。)または株式の併合を行う場合には、新株予約権の目的である株式の数

(以下、「対象株式数」という。)を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものと

する。 

   調整後対象株式数＝調整前対象株式数×分割・併合の比率 

  また、上記のほか、対象株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で対象株式数を調整

する。 

３ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式１

株当たりの払い込む金銭の額を１円とし、これに対象株式数を乗じた金額とする。 

４ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式１

株当たりの金銭の額(以下、「行使価額」という。)に対象株式数を乗じた金額とする。 

  新株予約権割当日後に、当社が株式の分割または併合を行う場合、上記行使価額は、分割または併合の比率に応じ、次の

算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

また、当社が時価を下回る価額で株式の発行または自己株式の処分(新株予約権の行使により株式を発行する場合を除

く。)を行う場合は、上記行使価額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げ

る。なお、自己株式の処分の場合には、次の算式における、「新規発行株式数」は「処分自己株式数」及び「１株当たり

払込金額」は「１株当たり処分価額」とそれぞれ読み替える。 

  

前へ     

  

取締役会の決議日(平成19年７月31日)

中間会計期間末現在(平成19年９月30日) 提出日の前月末現在(平成19年11月30日) 
中期インセンティブとしての 

ストックオプション 
長期インセンティブとしての

ストックオプション 
中期インセンティブとしての

ストックオプション 
長期インセンティブとしての 

ストックオプション 

  
当社の取締役を対
象とするストック
オプション 

当社の執行役員を
対象とするストッ
クオプション 

当社の取締役を対
象とするストック
オプション 

当社の執行役員を
対象とするストッ
クオプション 

当社の取締役を対
象とするストック
オプション 

当社の執行役員を
対象とするストッ
クオプション 

当社の取締役を対
象とするストック
オプション 

当社の執行役員を
対象とするストッ
クオプション 

  

(7) 譲渡による新
株予約権の取
得の制限 

  譲渡による新
株予約権の取
得 に つ い て
は、再編対象
会社の取締役
会の決議によ
る承認を要す
る も の と す
る。 

(7) 同 左 (7) 同 左 (7) 同 左 (7) 同 左 (7) 同 左 (7) 同 左 (7) 同 左 

  

(8) 新株予約権の
取得条項 

  残存新株予約
権について定
められた取得
条項に準じて
決定する。 

(8) 同 左 (8) 同 左 (8) 同 左 (8) 同 左 (8) 同 左 (8) 同 左 (8) 同 左 

  

(9) その他の新株
予約権の行使
の条件 

  残存新株予約
権について定
められた行使
の条件に準じ
て決定する。 

(9) 同 左 (9) 同 左 (9) 同 左 (9) 同 左 (9) 同 左 (9) 同 左 (9) 同 左 

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 × 
１ 

分割(または併合)の比率 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 × 
新株式発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(注) 平成19年11月７日に自己株式14,562千株を消却したため、半期報告書提出日現在、発行済株式総数は410,000千株に減少して
おります。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 上記のほか、当社は自己株式21,096千株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合：4.96％)を保有しております。な
お、平成19年11月７日に自己株式14,562千株を消却しております。 

２ ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニーは、主として欧米の機関投資家が保有する株式の保管管
理業務を行うとともに、当該機関投資家の株式名義人となっております。 

３ 株式会社みずほ銀行から平成19年７月23日付で、21,226千株を保有している旨の大量保有に関する変更報告書の提出を受
けております。上記、株式会社みずほ銀行の所有株式数には、同社を名義人とした17,226千株のほか、「みずほ信託退職
給付信託みずほ銀行口再信託受託者資産管理サービス信託」を名義人とした、同社の退職給付信託(議決権放棄型)4,000
千株を含めております。 

４ ヒーロー アンド カンパニーは、ADR(米国預託証券)の預託銀行であるバンク オブ ニューヨークの株式名義人で
す。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日 

― 424,562 ― 64,506 ― 70,258

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社みずほ銀行 
(常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社) 

東京都千代田区内幸町一丁目１番５号
(東京都中央区晴海一丁目８番12号 
晴海アイランドトリトンスクエアオフィ
スタワーZ棟) 

21,226 4.99

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
(常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室) 

P.O.  BOX  351  BOSTON  MASSACHUSETTS 
02101 U.S.A. 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号) 

20,169 4.75

ヒーロー アンド カンパニー 
(常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室) 

101 BARCLAY STREET ADR DEPT 22 WEST
NEW YORK, NY 10286 U.S.A. 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号) 

16,595 3.90

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 15,113 3.55

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 15,007 3.53

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関三丁目７番３号 13,112 3.08

朝日生命保険相互会社 
(常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社) 

東京都千代田区大手町二丁目６番１号
(東京都中央区晴海一丁目８番12号 
晴海アイランドトリトンスクエアオフィ
スタワーZ棟) 

12,079 2.84

株式会社みずほコーポレート 
銀行 
(常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社) 

東京都千代田区丸の内一丁目３番３号
(東京都中央区晴海一丁目８番12号 
晴海アイランドトリトンスクエアオフィ
スタワーZ棟) 

11,382 2.68

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川二丁目27番２号 10,211 2.40

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 9,747 2.29

計 ― 144,645 34.06



５ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)の持株数は、
すべて信託業務に係る株式であります。 

６ トレードウィンズ・グローバル・インベスターズ・エルエルシーから平成19年９月14日付の大量保有に関する変更報告書
において17,049千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末における保有株式数の確
認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

  
なお、変更報告書の内容は次のとおりであります。 

  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 上記「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ8,000株(議決

権８個)及び100株含まれております。 

２ 単元未満株式には当社所有の自己株式486株が含まれております。 

３ 平成19年11月７日に自己株式14,562,353株を消却したため、半期報告書提出日現在、発行済株式総数は410,000,000株に

減少しております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

(注) １ このほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が12,000株(議決権12個)あります。

なお、当該株式数は上記「① 発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含まれております。 

２ 平成19年11月７日に自己株式14,562,353株を消却しております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

トレードウィンズ・グローバ
ル・インベスターズ・エルエ
ルシー 

2049  Century  Park  East  20th 
Floor, Los Angeles, California 
90067 U.S.A. 

17,049 4.02

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

21,096,000 
―

権利内容に制限のない標準となる株
式 

完全議決権株式(その他) (注)１ 
普通株式 

398,744,000 
398,744 同上 

単元未満株式 
(注)１ 
(注)２ 

普通株式 
4,722,353 

― １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 424,562,353 ― ― 

総株主の議決権 ― 398,744 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社資生堂 

東京都中央区銀座 
七丁目５番５号 

21,096,000 ― 21,096,000 4.96

計 ― 21,096,000 ― 21,096,000 4.96



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

  

役職の異動 

〔ご参考〕取締役を兼務しない執行役員の異動 

  

なお、平成20年１月１日付で、次のとおり役員の異動を行う予定です。 

役職の異動 

〔ご参考〕取締役を兼務しない執行役員の異動 

  

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 2,580 2,740 2,695 2,690 2,575 2,595

最低(円) 2,355 2,555 2,545 2,525 2,325 2,365

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

代表取締役 執行役員副社長 
中国事業担当、中国総代表 
宣伝制作、広報、企業文化担当 

代表取締役 執行役員副社長
プロフェッショナル事業担当 
プロフェッショナル事業部長 
中国事業担当、中国総代表 
宣伝制作、広報、企業文化担当 

西 森 誠 二 平成19年10月１日 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

執行役員常務 
国際事業担当、国際事業部長 
プロフェッショナル事業担当 
プロフェッショナル事業部長 

執行役員常務 
国際事業担当、国際事業部長 

カーステン・
フィッシャー 

平成19年10月１日 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

代表取締役 執行役員副社長 
宣伝制作、広報、企業文化担当 

代表取締役 執行役員副社長
中国事業担当、中国総代表 
宣伝制作、広報、企業文化担当 

西 森 誠 二 平成20年１月１日 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

執行役員常務 
国際事業担当、国際事業部長 
プロフェッショナル事業担当 
プロフェッショナル事業部長 
中国事業担当 

執行役員常務 
国際事業担当、国際事業部長 
プロフェッショナル事業担当 
プロフェッショナル事業部長 

カーステン・
フィッシャー 

平成20年１月１日 

執行役員 
中国事業部長 
兼中国事業部マーケティング開
発部長 
資生堂(中国)投資有限公司董事 

執行役員 
中国事業部長 
資生堂(中国)投資有限公司董事
長 

高 森 竜 臣 平成20年１月１日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。なお、前中間連結会計期間(平成18

年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19

年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。なお、前中間会計期間(平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成

19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で)の中間連結財務諸表、及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表につい

て、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19

年９月30日まで)の中間連結財務諸表、及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務

諸表について、あずさ監査法人による中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金 ※２  55,283 58,107  82,453 

２ 受取手形及び売掛金 ※４  100,969 106,474  104,603 

３ 有価証券    44,955 54,226  68,544 

４ たな卸資産    70,251 72,090  73,890 

５ 繰延税金資産    26,790 28,120  32,344 

６ その他の流動資産    12,821 13,152  12,676 

貸倒引当金    △1,511 △1,651  △1,303 

流動資産合計    309,560 45.3 330,521 49.4  373,208 50.4

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産 ※１       

(1) 建物及び構築物 ※２ 83,427   75,652 81,865   

(2) 機械装置及び運搬
具   16,373   14,408 16,532   

(3) 工具器具備品   18,872   18,702 18,298   

(4) 土地   54,798   40,981 52,370   

(5) 建設仮勘定   2,505   3,664 2,568   

有形固定資産合計    175,977 (25.8) 153,411 (22.9)  171,635 (23.2)

２ 無形固定資産         

(1) のれん   22,543   23,605 23,103   

(2) その他の無形固定
資産   25,300   27,763 26,639   

無形固定資産合計    47,843 (7.0) 51,368 (7.7)  49,742 (6.7)

３ 投資その他の資産         

(1) 投資有価証券 ※２ 67,396   53,278 63,601   

(2) 前払年金費用   31,614   33,896 32,629   

(3) 長期前払費用   9,483   9,884 10,240   

(4) 繰延税金資産   12,294   10,134 11,836   

(5) その他の投資 ※２ 28,794   26,953 27,150   

 貸倒引当金   △259   △234 △212   

投資その他の資産合
計    149,323 (21.9) 133,913 (20.0)  145,246 (19.7)

固定資産合計    373,144 54.7 338,692 50.6  366,624 49.6

資産合計    682,704 100.0 669,214 100.0  739,832 100.0



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)         

Ⅰ 流動負債         

１ 支払手形及び買掛金 ※４  54,127 58,181  57,697 

２ 短期借入金    3,493 5,149  4,456 

３ コマーシャル・ペー
パー    ─ 61  ─ 

４ 一年以内に償還予定
の社債    57,565 7,396  57,868 

５ 一年以内に返済予定
の長期借入金 ※２  4,007 30,228  3,819 

６ 未払金    46,207 48,937  53,016 

７ 未払法人税等    7,763 9,961  10,026 

８ 返品調整引当金    3,802 7,331  8,685 

９ 賞与引当金    11,733 11,896  11,702 

10 役員賞与引当金    53 54  122 

11 危険費用引当金    ─ 1,126  1,377 

12 繰延税金負債    266 40  ─ 

13 その他の流動負債    18,541 20,281  19,068 

流動負債合計    207,562 30.4 200,647 30.0  227,840 30.8

Ⅱ 固定負債         

１ 社債    6,914 20,000  27,147 

２ 長期借入金 ※２  35,982 9,040  34,546 

３ 退職給付引当金    37,830 37,616  38,643 

４ 役員退職慰労引当金    71 ─  71 

５ 債務保証損失引当金    350 350  350 

６ 繰延税金負債    2,401 5,863  4,144 

７ その他の固定負債    3,079 3,472  3,291 

固定負債合計    86,629 12.7 76,342 11.4  108,195 14.6

負債合計    294,191 43.1 276,989 41.4  336,036 45.4



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    64,506 9.4 64,506 9.6   64,506 8.7

２ 資本剰余金    70,260 10.3 70,544 10.6   70,293 9.5

３ 利益剰余金    246,293 36.1 261,471 39.1   255,410 34.5

４ 自己株式    △17,167 △2.5 △40,552 △6.1   △16,896 △2.2

株主資本合計    363,893 53.3 355,969 53.2   373,314 50.5

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券 
  評価差額金    15,765 2.3 10,974 1.6   13,743 1.8

２ 繰延ヘッジ損益    △311 △0.0 △132 △0.0   △233 △0.0

３ 為替換算調整勘定    △5,429 △0.8 8,235 1.2   1,561 0.2

評価・換算差額等 
合計    10,024 1.5 19,077 2.8   15,071 2.0

Ⅲ 新株予約権    8 0.0 92 0.0   52 0.0

Ⅳ 少数株主持分    14,585 2.1 17,085 2.6   15,358 2.1

純資産合計    388,512 56.9 392,224 58.6   403,796 54.6

負債純資産合計    682,704 100.0 669,214 100.0   739,832 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    347,395 100.0 362,870 100.0  694,594 100.0

Ⅱ 売上原価    93,155 26.8 94,306 26.0  185,532 26.7

売上総利益    254,240 73.2 268,563 74.0  509,061 73.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  228,415 65.8 236,495 65.2  459,056 66.1

営業利益    25,825 7.4 32,068 8.8  50,005 7.2

Ⅳ 営業外収益         

１ 受取利息   629   990 1,435   

２ 受取配当金   633   709 740   

３ 有価証券売却益   286   ─ 310   

４ 固定資産売却益   1,669   ─ 1,986   

５ 持分法投資利益   47   74 57   

６ その他の営業外収益   1,530 4,796 1.4 1,408 3,184 0.9 3,593 8,123 1.2

Ⅴ 営業外費用         

１ 支払利息   1,234   882 2,394   

２ 売上割引   ─   249 ─   

３ 有価証券売却損   195   ─ 166   

４ 固定資産処分損   524   ─ 1,253   

５ その他の営業外費用   715 2,670 0.8 890 2,022 0.5 849 4,663 0.7

経常利益    27,951 8.0 33,230 9.2  53,465 7.7

Ⅵ 特別利益         

１ 固定資産売却益 ※２ ―   509 ―   

２ 関係会社株式売却益   ―   2,379 ―   

３ 投資有価証券売却益   ― ― ― 508 3,397 0.9 ― ― ―

Ⅶ 特別損失         

１ 減損損失 ※３ 2,208   1,089 4,597   

２ 固定資産処分損 ※４ ―   225 ―   

３ 投資有価証券売却損   ―   16 ―   

４ 投資有価証券評価損   ―   72 ―   

５ 特別退職関連費用 ※５ ―   1,101 ―   

６ 構造改革費用 ※６ ― 2,208 0.6 450 2,954 0.8 1,101 5,699 0.8

税金等調整前中間 
(当期)純利益    25,743 7.4 33,673 9.3  47,765 6.9

法人税、住民税 
及び事業税   6,815   9,286 13,660   

法人税等調整額   7,628 14,444 4.2 9,361 18,647 5.1 5,514 19,174 2.8

少数株主利益    1,917 0.5 2,086 0.6  3,297 0.5

中間(当期)純利益    9,382 2.7 12,939 3.6  25,293 3.6

          



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 64,506 70,258 244,767 △17,158 362,373 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当(注)     △6,186   △6,186 

 利益処分による役員賞与(注)     △133   △133 

 中間純利益     9,382   9,382 

 自己株式の取得       △316 △316 

 自己株式の処分   2   308 310 

 連結範囲の変動     △1,535   △1,535 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額）           

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― 2 1,525 △8 1,519 

平成18年９月30日残高(百万円) 64,506 70,260 246,293 △17,167 363,893 

  

評価・換算差額等 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 18,279 ― △6,754 11,525 ― 13,713 387,612 

中間連結会計期間中の変動額               

 剰余金の配当(注)             △6,186 

 利益処分による役員賞与(注)             △133 

 中間純利益             9,382 

 自己株式の取得             △316 

 自己株式の処分             310 

 連結範囲の変動             △1,535 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額） △2,513 △311 1,324 △1,500 8 872 △620 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

△2,513 △311 1,324 △1,500 8 872 899 

平成18年９月30日残高(百万円) 15,765 △311 △5,429 10,024 8 14,585 388,512 



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

(注) その他の利益剰余金減少高は、中国の会計制度に基づく中国子会社の利益処分による積立金繰入額及び台湾退職金会計制度

に基づく台湾子会社の追加最小負債計上額であります。 

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 64,506 70,293 255,410 △16,896 373,314 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     △6,605   △6,605 

 中間純利益     12,939   12,939 

 自己株式の取得       △24,791 △24,791 

 自己株式の処分   250   1,134 1,385 

 連結範囲の変動     △52   △52 

 その他の利益剰余金減少高(注)     △221   △221 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額）           

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

─ 250 6,060 △23,656 △17,345 

平成19年９月30日残高(百万円) 64,506 70,544 261,471 △40,552 355,969 

  

評価・換算差額等 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 13,743 △233 1,561 15,071 52 15,358 403,796 

中間連結会計期間中の変動額               

 剰余金の配当             △6,605 

 中間純利益             12,939 

 自己株式の取得             △24,791 

 自己株式の処分             1,385 

 連結範囲の変動             △52 

 その他の利益剰余金減少高(注)             △221 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額） △2,769 100 6,674 4,005 40 1,727 5,773 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △2,769 100 6,674 4,005 40 1,727 △11,571 

平成19年９月30日残高(百万円) 10,974 △132 8,235 19,077 92 17,085 392,224 



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

(注) その他の利益剰余金減少高は、中国の会計制度に基づく中国子会社の利益処分による積立金繰入額であります。 

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 64,506 70,258 244,767 △17,158 362,373 

連結会計年度中の変動額           

 利益処分による剰余金の配当     △6,186   △6,186 

 利益処分による役員賞与     △133   △133 

 剰余金の配当     △6,600   △6,600 

 当期純利益     25,293   25,293 

 自己株式の取得       △696 △696 

 自己株式の処分   35   959 995 

 連結範囲の変動     △1,556   △1,556 

 その他の利益剰余金減少高(注)     △173   △173 

 株主資本以外の項目の連結会計 
 年度中の変動額(純額）           

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 

─ 35 10,642 262 10,941 

平成19年３月31日残高(百万円) 64,506 70,293 255,410 △16,896 373,314 

  

評価・換算差額等 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 18,279 ─ △6,754 11,525 ─ 13,713 387,612 

連結会計年度中の変動額               

 利益処分による剰余金の配当             △6,186 

 利益処分による役員賞与             △133 

 剰余金の配当             △6,600 

 当期純利益             25,293 

 自己株式の取得             △696 

 自己株式の処分             995 

 連結範囲の変動             △1,556 

 その他の利益剰余金減少高(注)             △173 

 株主資本以外の項目の連結会計 
 年度中の変動額(純額） △4,535 △233 8,315 3,546 52 1,644 5,242 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 

△4,535 △233 8,315 3,546 52 1,644 16,183 

平成19年３月31日残高(百万円) 13,743 △233 1,561 15,071 52 15,358 403,796 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間(当期) 
  純利益 

 25,743 33,673 47,765

２ 減価償却費  13,500 13,701 27,875

３ のれん償却額  357 389 740

４ 有形固定資産処分損益  △1,145 △283 △733

５ 関係会社株式売却益  ― △2,379 ―

６ 投資有価証券売却損益  ― △492 ―

７ 投資有価証券評価損  ― 72 ―

８ 減損損失  2,208 1,089 4,597

９ 特別退職関連費用  ― 1,101 ―

10 構造改革費用  ― 450 1,101

11 貸倒引当金の増減額 
  (減少：△) 

 △179 305 △500

12 返品調整引当金の増減額 
  (減少：△) 

 △983 △1,486 3,733

13 賞与引当金の増減額 
  (減少：△) 

 ― 332 ―

14 役員賞与引当金の増減額 
  (減少：△) 

 53 △67 122

15 危険費用引当金の増減額 
  (減少：△) 

 ― △318 △31

16 退職給付引当金の増減額 
  (減少：△) 

 1,844 △536 2,506

17 役員退職慰労引当金の 
  増減額(減少：△) 

 △212 ― △212

18 受取利息及び受取配当金  △1,263 △1,700 △2,176

19 支払利息  1,234 882 2,394

20 持分法投資利益  △47 △74 △57

21 有価証券売却損益  △90 ― △143

22 売上債権の増減額 
  (増加：△) 

 2,157 △1,109 1,542

23 たな卸資産の増減額 
  (増加：△) 

 1,703 3,788 216

24 仕入債務の増減額 
(減少：△) 

 △12,118 964 △3,755

25 前払年金費用の増減額 
  (増加：△） 

 △1,003 △1,678 △2,018

26 確定拠出年金過去分 
  移管額の支払 

 △2,286 △1,841 △2,361

27 その他  640 405 2,901

小計  30,111 45,186 83,506

28 利息及び配当金の受取額  1,297 1,727 2,151

29 利息の支払額  △1,277 △988 △2,268

30 法人税等の支払額  △9,029 △9,582 △13,958

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 21,102 36,343 69,431



  

  

   
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の預入れによる 
  支出 

 △2,782 △6,069 △4,519

２ 定期預金の払戻しによる 
  収入 

 589 625 1,668

３ 有価証券の取得による 
支出 

 △388 △1,035 △1,354

４ 有価証券の売却等による 
収入 

 359 145 369

５ 投資有価証券の取得 
による支出 

 △1,573 △1,680 △1,725

６ 投資有価証券の売却等 
による収入 

 6,974 7,552 9,842

７ 有形固定資産の取得 
による支出 

 △10,437 △9,531 △20,557

８ 有形固定資産の売却 
による収入 

 2,944 18,183 4,161

９ 無形固定資産の取得 
による支出 

 △1,059 △2,682 △2,877

10 長期前払費用の取得 
  による支出 

 △2,363 △2,098 △5,122

11 連結の範囲の変更を伴う 
  子会社株式の売却による 
  収入 

 132 929 132

12 その他  1,011 833 1,499

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △6,593 5,172 △18,482

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金の純増減額 
  (減少：△) 

 92 277 853

２ コマーシャル・ペーパー 
  の純増減額(減少：△) 

 ─ 60 ─

３ 長期借入による収入  5,514 2,703 5,927

４ 長期借入金の返済による 
支出 

 △1,677 △2,850 △3,777

５ 社債の発行による収入  ― ― 20,000

６ 社債の償還による支出  △7,097 △57,951 △7,199

７ 自己株式の売却又は 
処分による収入・取得 
による支出 

 △6 ― 298

８ 自己株式の取得による支出  ─ △24,791 ─

９ 自己株式の処分による収入  ─ 1,385 ─

10 配当金の支払額  △6,183 △6,606 △12,794

11 少数株主への配当金の 
支払額 

 △305 △1,392 △1,672

12 その他  126 40 200

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △9,536 △89,125 1,836



  

  

   
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 349 2,491 1,929

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
増減額(減少：△) 

 5,321 △45,118 54,715

Ⅵ 現金及び現金同等物期首 
残高 

 89,014 145,259 89,014

Ⅶ 新規連結・連結除外に伴う 
現金及び現金同等物の 
増減額(減少：△) 

 2,114 ─ 1,529

Ⅷ 現金及び現金同等物中間 
期末(期末)残高 

※ 96,450 100,141 145,259

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数  96社 

主要な連結子会社名 

(国内化粧品事業) 

資生堂販売㈱、資生堂フィティ

ット㈱、㈱資生堂インターナシ

ョナル、㈱エフティ資生堂、資

生堂プロフェッショナル㈱、資

生堂美容室㈱、資生堂薬品㈱ 

(海外化粧品事業) 

資生堂インターナショナルコー

ポレーション、資生堂アメリカ

インコーポレーテッド、資生堂

コスメティックス(アメリカ)、

ゾートスインターナショナルイ

ンコーポレーテッド、資生堂イ

ンターナショナルヨーロッパ、

資生堂インターナショナルフラ

ンス、資生堂ドイチュラント、

ボーテプレステージインターナ

ショナル、資生堂(中国)投資有

限公司、資生堂麗源化粧品有限

公司、資生堂大昌行化粧品有限

公司、台湾資生堂股份有限公司 

(その他の事業) 

㈱ザ・ギンザ、㈱資生堂パーラ

ー、資生堂開発㈱、匿名組合セ

ラン 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数  90社 

主要な連結子会社名 

(国内化粧品事業) 

資生堂販売㈱、資生堂フィティ

ット㈱、㈱資生堂インターナシ

ョナル、㈱エフティ資生堂、資

生堂プロフェッショナル㈱、資

生堂美容室㈱、資生堂薬品㈱ 

(海外化粧品事業) 

資生堂インターナショナルコー

ポレーション、資生堂アメリカ

インコーポレーテッド、資生堂

コスメティックス(アメリカ)、

ゾートスインターナショナルイ

ンコーポレーテッド、資生堂イ

ンターナショナルヨーロッパ、

資生堂インターナショナルフラ

ンス、資生堂ドイチュラント、

ボーテプレステージインターナ

ショナル、資生堂(中国)投資有

限公司、資生堂麗源化粧品有限

公司、上海卓多姿中信化粧品有

限公司、資生堂大昌行化粧品有

限公司、台湾資生堂股份有限公

司 

(その他の事業) 

㈱ザ・ギンザ、㈱資生堂パーラ

ー、匿名組合セラン 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数  92社 

主要な連結子会社名 

(国内化粧品事業) 

資生堂販売㈱、資生堂フィティ

ット㈱、㈱資生堂インターナシ

ョナル、㈱エフティ資生堂、資

生堂プロフェッショナル㈱、資

生堂美容室㈱、資生堂薬品㈱ 

(海外化粧品事業) 

資生堂インターナショナルコー

ポレーション、資生堂アメリカ

インコーポレーテッド、資生堂

コスメティックス(アメリカ)、

ゾートスインターナショナルイ

ンコーポレーテッド、資生堂イ

ンターナショナルヨーロッパ、

資生堂インターナショナルフラ

ンス、資生堂ドイチュラント、

ボーテプレステージインターナ

ショナル、資生堂(中国)投資有

限公司、資生堂麗源化粧品有限

公司、資生堂大昌行化粧品有限

公司、台湾資生堂股份有限公司 

(その他の事業) 

㈱ザ・ギンザ、㈱資生堂パーラ

ー、資生堂開発㈱、匿名組合セ

ラン 

〔新規〕 

「投資事業組合に対する支配力

基準及び影響力基準の適用に関

する実務上の取扱い」(企業会

計基準委員会 平成18年９月８

日 実務対応報告第20号)によ

る投資事業組合の取扱いの明確

化を受け、匿名組合セラン、投

資事業組合資生堂インベストメ

ントファンド、投資事業組合資

生堂ビューティーファンド及び

化粧品専門店ファンド投資事業

組合の４社を当中間連結会計期

間より連結の範囲に含めており

ます。 

〔新規〕 

───── 

〔新規〕 

「投資事業組合に対する支配力

基準及び影響力基準の適用に関

する実務上の取扱い」(企業会

計基準委員会 平成18年９月８

日 実務対応報告第20号)によ

る投資事業組合の取扱いの明確

化を受け、匿名組合セラン、投

資事業組合資生堂インベストメ

ントファンド、投資事業組合資

生堂ビューティーファンド及び

化粧品専門店ファンド投資事業

組合の４社を当連結会計年度よ

り連結の範囲に含めておりま

す。 

また、資生堂大昌行化粧品(広

東)有限公司は、当連結会計年

度に設立・営業を開始したこと

により連結の範囲に含めており

ます。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

〔除外〕 

当中間連結会計期間において、

㈱ミュウプロダクツは、保有株

式の売却により連結の範囲から

除いております。 

〔除外〕 

当中間連結会計期間において、

資生堂物流サービス㈱は、保有

株式の売却により連結の範囲か

ら除いております。 

また、資生堂ハワイは資生堂コ

スメティックス(アメリカ)(当

社の連結子会社)に吸収合併さ

れたことにより連結の範囲から

除いております。 

〔除外〕 

当連結会計年度において、㈱ミ

ュウプロダクツは、保有株式の

売却により連結の範囲から除い

ております。 

北京花之友化粧品販売中心及び

資生堂インベストメント㈱の２

社は会社清算手続き中のため連

結の範囲から除いております。

投資事業組合資生堂インベスト

メントファンド、投資事業組合

資生堂ビューティーファンド及

び化粧品専門店ファンド投資事

業組合の３社は解散したため、

連結の範囲から除いておりま

す。 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社: 

ボーテプレステージインター

ナショナル(UK) 

  

  (連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社は、いずれも小

規模あるいは本格的な営業を

行っておらず、総資産、売上

高、中間純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金(持分に

見合う額)等は僅少で、中間

連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性が乏しいため、連

結の範囲から除いておりま

す。 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社: 

資生堂ロシア 

ボーテプレステージインター

ナショナル(UK) 

  (連結の範囲から除いた理由) 

同左 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社: 

ボーテプレステージインター

ナショナル(UK) 

  

  (連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社は、いずれも小

規模あるいは本格的な営業を

行っておらず、総資産、売上

高、当期純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金(持分に

見合う額)等は僅少で、連結

財務諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても

重要性が乏しいため、連結の

範囲から除いております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の関連会社数 

５社 

主要な会社名:㈱ピエールフ

ァーブルジャポン 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の関連会社数 

５社 

主要な会社名:㈱ピエールフ

ァーブルジャポン 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の関連会社数 

５社 

主要な会社名:㈱ピエールフ

ァーブルジャポン 

(2) 持分法を適用していない非連

結子会社(ボーテプレステー

ジインターナショナル(UK)

他)及び関連会社(アレック

ス・ネット㈱他)は、いずれ

も小規模あるいは本格的な営

業を行なっておらず、中間純

損益(持分に見合う額)及び利

益剰余金(持分に見合う額)等

は僅少で、中間連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性が

乏しいため、持分法適用の範

囲から除いております。 

(2) 持分法を適用していない非連

結子会社(資生堂ロシア、ボ

ーテプレステージインターナ

ショナル(UK)他)及び関連会

社は、いずれも小規模あるい

は本格的な営業を行なってお

らず、中間純損益(持分に見

合う額)及び利益剰余金(持分

に見合う額)等は僅少で、中

間連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性が乏しいため、

持分法適用の範囲から除いて

おります。 

(2) 持分法を適用していない非連

結子会社(ボーテプレステー

ジインターナショナル(UK)

他)及び関連会社は、いずれ

も小規模あるいは本格的な営

業を行っておらず、当期純損

益(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等は

僅少で、連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性が乏しい

ため、持分法適用の範囲から

除いております。 

(3) 持分法適用会社のうち、中間

決算日が異なる会社について

は、各社の中間会計期間に係

る中間財務諸表を使用してお

ります。 

(3)     同左 (3) 持分法適用会社のうち、決算

日が異なる会社については、

各社の事業年度に係る財務諸

表を使用しております。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

３ 連結子会社の中間決算日等に関
する事項 
在外連結子会社、ボーテプレス
テージインターナショナル㈱、
台資商事㈱、匿名組合セラン、
資生堂インベストメントファン
ド投資事業組合、資生堂ビュー
ティーファンド投資事業組合並
びに化粧品専門店ファンド投資
事業組合の65社の中間決算日は
６月30日、それ以外はすべて９
月30日で当社と同一でありま
す。 
また、在外連結子会社、ボーテ
プレステージインターナショナ
ル㈱、台資商事㈱、匿名組合セ
ラン、投資事業組合資生堂イン
ベストメントファンド、投資事
業組合資生堂ビューティーファ
ンド並びに化粧品専門店ファン
ド投資事業組合の65社について
は、連結子会社の中間決算日現
在の中間財務諸表を使用してお
り、中間連結決算日との間に生
じた重要な取引については、連
結上必要な調整を行っておりま
す。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関
する事項 
在外連結子会社、ボーテプレス
テージインターナショナル㈱、
台資商事㈱、匿名組合セランの
61社の中間決算日は６月30日、
それ以外はすべて９月30日で当
社と同一であります。 
また、在外連結子会社、ボーテ
プレステージインターナショナ
ル㈱、台資商事㈱、匿名組合セ
ランの61社については、連結子
会社の中間決算日現在の中間財
務諸表を使用しており、中間連
結決算日との間に生じた重要な
取引については、連結上必要な
調整を行っております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関す
る事項 
在外連結子会社、ボーテプレス
テージインターナショナル㈱、
台資商事㈱及び匿名組合セラン
の62社の決算日は12月31日、そ
れ以外はすべて３月31日で当社
と同一であります。 
また、在外連結子会社、ボーテ
プレステージインターナショナ
ル㈱、台資商事㈱及び匿名組合
セランの62社については、連結
子会社の決算日現在の財務諸表
を使用しており、連結決算日と
の間に生じた重要な取引につい
ては、連結上必要な調整を行っ
ております。 
なお、投資事業組合資生堂イン
ベストメントファンド、投資事
業組合資生堂ビューティーファ
ンド及び化粧品専門店ファンド
投資事業組合の３社の決算日
は、従来まで12月31日でした
が、平成19年２月28日に解散し
たことから、平成18年１月１日
から平成19年２月28日までの14
ヵ月間の損益計算書及びキャッ
シュ・フロー計算書を連結して
おります。 

４ 会計処理基準に関する事項 
(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 
① 有価証券 
その他有価証券 
時価のあるもの 
……中間決算日の市場価格

等に基づく時価法 
(評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原
価は主として移動平均法に
より算定) 

４ 会計処理基準に関する事項 
(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 
① 有価証券 
その他有価証券 
時価のあるもの 
……同左 

４ 会計処理基準に関する事項 
(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 
① 有価証券 

その他有価証券 
時価のあるもの 
……決算期末日の市場価格

等に基づく時価法 
(評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原
価は主として移動平均法に
より算定) 

時価のないもの 
……主として移動平均法に

よる原価法。ただし、
投資事業有限責任組合
等への出資は組合等の
財産の持分相当額を有
価証券として計上し、
組合等の営業により獲
得した損益の持分相当
額を損益として計上し
ております。 

時価のないもの 
……同左 

時価のないもの 
……同左 

② デリバティブ 
  時価法 

② デリバティブ 
  同左 

② デリバティブ 
  同左 

③ たな卸資産 
当社は総平均法による原価
法で評価しており、連結子
会社は主として最終仕入原
価法で評価しております。 

③ たな卸資産 
同左 

③ たな卸資産 
同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

建物(附属設備を除く)は定

額法、建物以外については

主として定率法を採用して

おります。なお、国内の主

要な固定資産については、

その資産の耐久度、陳腐化

の程度及び特殊性を勘案し

た独自の耐用年数(法定耐

用年数を２～３割程度短

縮)を設定しております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

建物(附属設備を除く)は定

額法、建物以外については

当社及び国内連結子会社は

主として定率法、在外連結

子会社は主として定額法を

採用しております。 

また、国内の主要な固定資

産については、その資産の

耐久度、陳腐化の程度及び

特殊性を勘案した独自の耐

用年数(法定耐用年数を２

～３割程度短縮)を設定し

ております。 

(会計処理の変更) 

当社及び国内連結子会社

は、法人税法の改正((所得

税法等の一部を改正する法

律 平成19年３月30日 法

律第６号)及び（法人税法

施行令の一部を改正する政

令 平成19年３月30日 政

令第83号))に伴い、平成19

年４月１日以降に取得した

有形固定資産の減価償却の

方法については、改正後の

法人税法に基づく方法に変

更しております。 

なお、この変更により営業

利益、経常利益、税金等調

整前中間純利益及び中間純

利益に与える影響は軽微で

あります。 

(追加情報) 

当社及び国内連結子会社

は、法人税法改正に伴い、

平成19年３月31日以前に取

得した資産については、改

正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により

取得価額の５％に到達した

連結会計年度の翌連結会計

年度より、取得価額の５％

相当額と備忘価額との差額

を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計

上しております。これによ

り、営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純利益

が349百万円並びに中間純

利益が206百万円減少して

おります。 

なお、セグメント情報に与

える影響は当該箇所に記載

しております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

建物(附属設備を除く)は定

額法、建物以外については

当社及び国内連結子会社は

主として定率法、在外連結

子会社は主として定額法を

採用しております。 

また、国内の主要な固定資

産については、その資産の

耐久度、陳腐化の程度及び

特殊性を勘案した独自の耐

用年数(法定耐用年数を２

～３割程度短縮)を設定し

ております。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

② 無形固定資産 
主として定額法を採用して
おります。なお、定額法に
よって償却を実施している
無形固定資産の耐用年数は
次のとおりであります。 
商標権 
………主として10年 

ソフトウェア 
………主として５年 

② 無形固定資産 
同左 

② 無形固定資産 
同左 

③ 長期前払費用 
主として定額法を採用して
おります。 

③ 長期前払費用 
同左 

③ 長期前払費用 
同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 
① 貸倒引当金 

当社及び国内連結子会社
は、売上債権、貸付金等の
貸倒損失に備えるため、一
般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回
収不能見込額を計上してお
ります。在外連結子会社
は、主として特定の債権に
ついて回収不能見込額を計
上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 
① 貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 
① 貸倒引当金 

同左 

② 返品調整引当金 
国内連結子会社(資生堂販
売㈱、㈱エフティ資生堂、
資生堂薬品㈱等)は、化粧
品、医薬品等の返品による
損失に備えるため、過去の
返品率及び将来の返品可能
性を勘案して見積もった損
失見込額を計上しておりま
す。 

② 返品調整引当金 
当社及び連結子会社は、返
品による損失に備えるた
め、過去の返品率及び将来
の返品可能性を勘案して見
積もった損失見込額を計上
しております。 

  

② 返品調整引当金 
当社及び連結子会社は、返
品による損失に備えるた
め、過去の返品率及び将来
の返品可能性を勘案して見
積もった損失見込額を計上
しております。 

  (追加情報) 
従来、当社及び国内連結子
会社では返品による損失に
備えるため、過去の返品実
績等を勘案して見積もった
返品調整引当金を計上して
おりましたが、過去データ
の蓄積や分析精度の向上等
に伴い、より精緻な見積り
が可能となったことによ
り、前連結会計年度の下期
より市場の流通状況や商品
の再販状況を考慮した方法
を採用しております。 
従って、前中間連結会計期
間は従来の方法によってお
り、当中間連結会計期間と
同一の方法を前連結会計年
度の上期より採用した場合
と比べ営業利益、経常利益
及び税金等調整前中間純利
益が3,231百万円並びに中
間純利益が1,906百万円多
く計上されております。 

(追加情報) 
従来、当社及び国内連結子
会社では返品による損失に
備えるため、過去の返品実
績等を勘案して見積もった
返品調整引当金を計上して
おりましたが、過去データ
の蓄積や分析精度の向上等
に伴い、より精緻な見積り
が可能となったことによ
り、当連結会計年度より市
場の流通状況や商品の再販
状況を考慮した方法を採用
しております。 
この結果、従来の方法によ
った場合と比べ、営業利
益、経常利益及び税金等調
整前当期純利益が3,635百
万円並びに当期純利益が
2,144百万円減少しており
ます。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

③ 賞与引当金 

従業員に対する賞与支払い

に備えるため、当連結会計

年度における支給見込額に

基づき、当中間連結会計期

間の負担見込額を計上して

おります。なお、取締役を

兼務しない執行役員に対す

る賞与引当金を含んでお

り、その計上基準は役員賞

与引当金と同様でありま

す。 

③ 賞与引当金 

当社及び連結子会社は、従

業員に対する賞与支払いに

備えるため、将来の支給見

込額に基づき、当中間連結

会計期間の負担見込額を計

上しております。なお、取

締役を兼務しない執行役員

に対する賞与引当金を含ん

でおり、その計上基準は役

員賞与引当金と同様であり

ます。 

③ 賞与引当金 

当社及び連結子会社は、従

業員に対する賞与支払いに

備えるため、将来の支給見

込額に基づき、当連結会計

年度の負担見込額を計上し

ております。なお、取締役

を兼務しない執行役員に対

する賞与引当金を含んでお

り、その計上基準は役員賞

与引当金と同様でありま

す。 

④ 役員賞与引当金 

取締役を兼務する執行役員

に対する賞与支払いに備え

るため、当連結会計年度に

おける支給見込額に基づ

き、当中間連結会計期間の

負担見込額を計上しており

ます。 

④ 役員賞与引当金 

取締役(社外取締役を除く)

に対する賞与支払いに備え

るため、将来の支給見込額

に基づき、当中間連結会計

期間の負担見込額を計上し

ております。 

④ 役員賞与引当金 

取締役を兼務する執行役員

に対する賞与支払いに備え

るため、将来の支給見込額

に基づき、当連結会計年度

の負担見込額を計上してお

ります。 

⑤ 危険費用引当金 

――――― 

⑤ 危険費用引当金 

一部の在外連結子会社は、

訴訟リスク、製品保証リス

ク、為替リスク、税務リス

ク等の危険費用の発生によ

る損失に備えるため、将来

の発生可能性を勘案して見

積もった損失負担見込額を

計上しております。 

⑤ 危険費用引当金 

同左 

⑥ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により費

用処理しております。 

数理計算上の差異は、主と

してその発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額

法により翌連結会計年度か
ら費用処理することとして

おります。 

なお、執行役員に対する退

職慰労引当金を含んでお

り、その計上基準は役員退

職慰労引当金と同様であり

ます。 

⑥ 退職給付引当金 

当社及び国内連結子会社、

並びに一部の在外連結子会

社では、従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計期

間末において発生している

と認められる額を計上して

おります。 

過去勤務債務は、主として

その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法に

より費用処理しておりま

す。 

数理計算上の差異は、主と

してその発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額

法により翌連結会計年度か

ら費用処理することとして

おります。 

⑥ 退職給付引当金 

当社及び国内連結子会社、

並びに一部の在外連結子会

社では、従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に

基づいて計上しておりま

す。 

過去勤務債務は、主として

その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法に

より費用処理しておりま

す。 

数理計算上の差異は、主と

してその発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額

法により翌連結会計年度か

ら費用処理することとして

おります。 

なお、執行役員に対する退

職慰労引当金を含んでお

り、その計上基準は役員退

職慰労引当金と同様であり

ます。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (追加情報) 

従来、執行役員に対する退

職慰労引当金(第104期まで

の在任期間中の職務遂行の

対価部分相当額)を含んで

おりましたが、「租税特別

措置法上の準備金及び特別

法上の引当金又は準備金並

びに役員退職慰労引当金等

に関する監査上の取扱い」

(日本公認会計士協会 監

査・保証実務委員会報告第

42号 改正 平成19年４月

13日)が公表されたことに

より、当中間連結会計期間

から「その他の固定負債」

に含めて表示しておりま

す。 

  

⑦ 役員退職慰労引当金 

第104期における当社取締

役会において、平成16年３

月期に係る定時株主総会の

日をもって退職慰労金制度

を廃止することとし、第

104期までの在任期間中の

職務遂行の対価部分相当

を、支給すべき退職慰労金

の額として決定したことに

より、当該金額を引当計上

しております。 

⑦ 役員退職慰労引当金 

――――― 

⑦ 役員退職慰労引当金 

第104期における当社取締

役会において、平成16年３

月期に係る定時株主総会の

日をもって退職慰労金制度

を廃止することとし、第

104期までの在任期間中の

職務遂行の対価部分相当

を、支給すべき退職慰労金

の額として決定したことに

より、当該金額を引当計上

しております。 

  (追加情報) 

従来、第104期までの在任

期間中の職務遂行の対価部

分相当を、「役員退職慰労

引当金」として表示してお

りましたが、「租税特別措

置法上の準備金及び特別法

上の引当金又は準備金並び

に役員退職慰労引当金等に

関する監査上の取扱い」

(日本公認会計士協会 監

査・保証実務委員会報告第

42号 改正 平成19年４月

13日)が公表されたことに

より、当中間連結会計期間

から「その他の固定負債」

に含めて表示しておりま

す。 

  

⑧ 債務保証損失引当金 

債務保証に係る損失に備え

るため、被保証先の財政状

態等を勘案し、損失負担見

込額を計上しております。 

⑧ 債務保証損失引当金 

同左 

⑧ 債務保証損失引当金 

同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しておりま

す。なお、在外連結子会社等

の資産及び負債は、各社の中

間連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益及

び費用は各社の会計期間に基

づく期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は純資産

の部における為替換算調整勘

定及び少数株主持分に含めて

おります。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

同左 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

なお、在外連結子会社等の資

産及び負債は、各社の決算日

の直物為替相場により円貨に

換算し、収益及び費用は、各

社の会計期間に基づく期中平

均相場により円貨に換算し、

換算差額は、純資産の部にお

ける為替換算調整勘定及び少

数株主持分に含めておりま

す。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、主として通常

の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっておりま

す。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

当社及び国内連結子会社は、

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっており、在外連結

子会社については、主として

通常の売買取引に準じた会計

処理によっております。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によってお

ります。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

  同左 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

  同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  当中間連結会計期間にヘッ

ジ会計を適用したヘッジ手

段とヘッジ対象は以下のと

おりであります。 

  ヘッジ手段…金利スワップ 

  ヘッジ対象…借入金の利息 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  当連結会計年度にヘッジ会

計を適用したヘッジ手段と

ヘッジ対象は以下のとおり

であります。 

  ヘッジ手段…金利スワップ 

  ヘッジ対象…借入金の利息 

 ③ ヘッジ方針 

  金利スワップについては、

借入金の金利変動リスクを

回避する目的で金利スワッ

プ取引を行っており、ヘッ

ジ対象の識別は個別契約毎

に行っております。 

③ ヘッジ方針 

  同左 

③ ヘッジ方針 

  同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ対象のキャッシュ・

フロー変動の累計又は相場

変動とヘッジ手段のキャッ

シュ・フロー変動の累計又

は相場変動を半期ごとに比

較し、両者の変動額等を基

礎にして、ヘッジ有効性を

評価しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

  同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

  同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によってお

ります。 

(7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

(7) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、随時

引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヵ月以内

に償還期限の到来する短期投資

であります。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヵ月以内に償

還期限の到来する短期投資であ

ります。 



会計処理の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(役員賞与に関する会計基準) 

当中間連結会計期間より、「役員賞

与に関する会計基準」(企業会計基

準第４号 平成17年11月29日)を適

用しております。この変更により、

従来の方法によった場合と比べ、当

中間連結会計期間の販売費及び一般

管理費は53百万円増加し、営業利

益、経常利益、税金等調整前中間純

利益及び中間純利益が同額減少して

おります。 

なお、セグメント情報に与える影響

は(セグメント情報)に記載しており

ます。 

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準第５号 平

成17年12月９日)及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」(企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日)

を適用しております。 

従来の「資本の部」の合計に相当す

る金額は374,229百万円でありま

す。 

なお、当中間連結会計期間における

中間連結財務諸表の純資産の部につ

いては、中間連結財務諸表規則の改

正に伴い、改正後の中間連結財務諸

表規則により作成しております。 

  

(企業結合に係る会計基準等) 

当中間連結会計期間より、「企業結

合に係る会計基準」(企業会計審議

会 平成15年10月31日)及び「事業

分離等に関する会計基準」(企業会

計基準第７号 平成17年12月27日)

並びに「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」

(企業会計基準適用指針第10号 平

成17年12月27日)を適用しておりま

す。 

(投資有価証券売却損益の計上区分

の変更) 

前中間連結会計期間において、「有

価証券売却益」に含めて営業外収益

に計上していた「投資有価証券売却

益」、「有価証券売却損」に含めて

営業外費用に計上していた「投資有

価証券売却損」は、当社グループの

経常損益をより適切に表示するた

め、当中間連結会計期間より「投資

有価証券売却益」を特別利益、「投

資有価証券売却損」を特別損失とし

て計上しております。 

この結果、従来の方法と同一の方法

によった場合と比べ、経常利益は

492百万円少なく計上されておりま

すが、税金等調整前中間純利益及び

中間純利益に与える影響はありませ

ん。 

(役員賞与に関する会計基準) 

当連結会計年度より、「役員賞与に

関する会計基準」(企業会計基準第

４号 平成17年11月29日)を適用し

ております。この変更により、従来

の方法によった場合と比べ、当連結

会計年度の販売費及び一般管理費は

122百万円増加し、営業利益、経常

利益、税金等調整前当期純利益及び

当期純利益が同額減少しておりま

す。 

なお、セグメント情報に与える影響

は(セグメント情報)に記載しており

ます。 

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当連結会計年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号 平成17

年12月９日)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」(企業会計基準適用指

針第8号 平成17年12月９日)を適用

しております。 

従来の「資本の部」の合計に相当す

る金額は388,619百万円でありま

す。 

なお、当連結会計年度における連結

財務諸表の純資産の部については、

連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成

しております。 

  

(企業結合に係る会計基準等) 

当連結会計年度より、「企業結合に

係る会計基準」(企業会計審議会

平成15年10月31日)及び「事業分離

等に関する会計基準」(企業会計基

準第７号 平成17年12月27日)並び

に「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」(企

業会計基準適用指針第10号 最終改

正 平成18年12月22日)を適用して

おります。 



  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(ストック・オプション等に関する

会計基準等) 

当中間連結会計期間より、「ストッ

ク・オプション等に関する会計基

準」(企業会計基準第８号 平成17

年12月27日)及び「ストック・オプ

ション等に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第11号

最終改正平成18年５月31日)を適用

しております。この変更により、従

来の方法によった場合と比べ、当中

間連結会計期間の販売費及び一般管

理費が８百万円増加し、営業利益、

経常利益及び税金等調整前中間純利

益が同額減少、中間純利益が７百万

円減少しております。 

なお、セグメント情報に与える影響

は(セグメント情報)に記載しており

ます。 

  

  (ストック・オプション等に関する

会計基準等) 

当連結会計年度より、「ストック・

オプション等に関する会計基準」

(企業会計基準第８号 平成17年12

月27日)及び「ストック・オプショ

ン等に関する会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第11号 最

終改正 平成18年５月31日)を適用

しております。この変更により、従

来の方法によった場合と比べ、当連

結会計年度の販売費及び一般管理費

が52百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益が

同額減少、当期純利益が45百万円減

少しております。 

なお、セグメント情報に与える影響

は(セグメント情報)に記載しており

ます。 

  

(自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正) 

当中間連結会計期間より、改正後の

「自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準」(企業会計基準

第１号 最終改正平成18年８月11

日)及び「自己株式及び準備金の額

の減少等に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第２号

最終改正平成18年８月11日)を適用

しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

  

  (自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正) 

当連結会計年度より、改正後の「自

己株式及び準備金の額の減少等に関

する会計基準」(企業会計基準第１

号 最終改正 平成18年８月11日)

及び「自己株式及び準備金の額の減

少等に関する会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第２号 最

終改正 平成18年８月11日)を適用

しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

なお、当連結会計年度における連結

財務諸表の純資産の部については、

連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成

しております。 

  

(投資事業組合に対する支配力基準

及び影響力基準の適用に関する実務

上の取扱い) 

当中間連結会計期間より、「投資事

業組合に対する支配力基準及び影響

力基準の適用に関する実務上の取扱

い」(実務対応報告第20号 平成18

年９月８日)を適用しております。

この変更により、従来の方法によっ

た場合と比べ、営業利益が683百万

円増加、経常利益及び税金等調整前

中間純利益が255百万円減少、中間

純利益が170百万円減少しておりま

す。 

なお、セグメント情報に与える影響

は(セグメント情報)に記載しており

ます。 

  (投資事業組合に対する支配力基準
及び影響力基準の適用に関する実務

上の取扱い) 

当連結会計年度より、「投資事業組

合に対する支配力基準及び影響力基

準の適用に関する実務上の取扱い」

(実務対応報告第20号 平成18年９

月８日)を適用しております。この

変更により、従来の方法によった場

合と比べ、営業利益が1,375百万円

増加、経常利益及び税金等調整前当

期純利益が506百万円減少、当期純

利益が337百万円減少しておりま

す。 

なお、セグメント情報に与える影響

は(セグメント情報)に記載しており

ます。 



表示方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

(中間連結貸借対照表) 

１ 前中間連結会計期間において「営業権」及び「連結

調整勘定」として表示していたものは、当中間連結

会計期間より「のれん」として表示しております。 

２ 従来、(セグメント情報)の減価償却費及び資本的支

出には長期前払費用を含めておりませんでしたが、

長期前払費用の内容を鑑み、減価償却費及び資本的

支出をより適切に表示するために、前連結会計年度

より長期前払費用を含める方法に変更しておりま

す。この変更にあわせ、前中間連結会計期間におい

て「その他の投資」に含めて表示していた「長期前

払費用」(9,431百万円)を区分掲記しております。 

３ 前中間連結会計期間において「短期借入金」に含め

て表示していた「一年以内に返済予定の長期借入

金」(2,277百万円)は、当社グループの長期債務の

状況をより明瞭に表示するため、当中間連結会計期

間より区分掲記しております。 

４ 前中間連結会計期間において「その他の流動負債」

に含めて表示していた「繰延税金負債」(283百万

円)は、当社グループの流動負債の状況をより明瞭

に表示するため、当中間連結会計期間より区分掲記

しております。 

５ 前中間連結会計期間において「その他の固定負債」

に含めて表示していた「繰延税金負債」(310百万

円)は、当社グループの固定負債の状況をより明瞭

に表示するため、当中間連結会計期間より区分掲記

しております。 

  

(中間連結貸借対照表) 

――――― 

(中間連結損益計算書) 

１ 前中間連結会計期間において「その他の営業外収

益」に含めて表示していた「有価証券売却益」(337

百万円)は、当社グループの営業外収益の状況をよ

り明瞭に表示するため、当中間連結会計期間より区

分掲記しております。 

２ 前中間連結会計期間において区分掲記していた「投

資事業組合等運用益」(179百万円)は、営業外収益

の総額の100分の10以下となったため、当中間連結

会計期間より「その他の営業外収益」に含めて表示

しております。 

(中間連結損益計算書) 

前中間連結会計期間において、「支払利息」に含めて表

示していた「売上割引」(293百万円)は、当社グループ

の営業外費用の状況をより明瞭に表示するため、当中間

連結会計期間より区分掲記しております。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

１ 前中間連結会計期間において「減価償却費」に含め

て表示していた「営業権償却費」(338百万円)並び

に「連結調整勘定償却額」として表示していたもの

は、当中間連結会計期間より「のれん償却額」とし

て表示しております。 

２ 前中間連結会計期間において区分掲記していた「特

別退職債務の減少額」(△92百万円)は金額が僅少と

なったため、当中間連結会計期間より営業活動によ

るキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示し

ております。 

３ 前中間連結会計期間において営業活動によるキャッ

シュ・フローの「その他」に含めて表示していた

「返品調整引当金の減少額」(△900百万円)は、当

社グループの営業活動によるキャッシュ・フローの

状況をより明瞭に表示するため、当中間連結会計期

間より区分掲記しております。 

４ 従来、中間連結損益計算書の「その他の営業外収

益」に含めて表示していた「有価証券売却益」は、

当社グループの営業外収益の状況をより明瞭に表示

するため、当中間連結会計期間より区分掲記してお

ります。この変更にあわせ、前中間連結会計期間に

おいて営業活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示していた「有価証券売却損益」

(△337百万円)を区分掲記しております。 

５ 前中間連結会計期間において、営業活動によるキャ

ッシュ・フローの「その他」に含めて表示していた

「有形固定資産処分損益」(316百万円)は重要性が

増したため、当中間連結会計期間より区分掲記して

おります。 

６ 前中間連結会計期間において純額表示していた「定

期預金の増減額」は、当社グループの取引実態をよ

り適切に反映させるため、当中間連結会計期間よ

り、「定期預金の預入れによる支出」(△463百万

円)及び「定期預金の払戻しによる収入」(1,624百

万円)という総額表示の方法に変更しております。 

７ 従来、(セグメント情報)の減価償却費及び資本的支

出には長期前払費用を含めておりませんでしたが、

長期前払費用の内容を鑑み、減価償却費及び資本的

支出をより適切に表示するために、前連結会計年度

より長期前払費用を含める方法に変更しておりま

す。この変更にあわせ、前中間連結会計期間におい

て投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」

に含めて表示していた「長期前払費用の取得による

支出」(△2,213百万円)を区分掲記しております。 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

１ 前中間連結会計期間において「短期借入金の純増減

額」に含めて表示していた「コマーシャル・ペーパ

ーの純増減額」(△231百万円)は、当社グループの

取引実態をより適切に反映させるため、当中間連結

会計期間より区分掲記しております。 

２ 前中間連結会計期間において純額表示していた「自

己株式の売却又は処分による収入・取得による支

出」は、当社グループの取引実態をより適切に反映

させるため、当中間連結会計期間より、「自己株式

の取得による支出」(△316百万円)及び「自己株式

の処分による収入」(310百万円)という総額表示に

変更しております。 



追加情報 
  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(賞与引当金) 
従来、未払従業員賞与は「その他の
流動負債」に含めて表示しておりま
したが、業績連動型賞与等の導入に
より、その計上額が確定要件を満た
さなくなったため、当中間連結会計
期間より表示科目を「賞与引当金」
に変更し、区分掲記しております。 

(危険費用引当金) 
従来、連結貸借対照表の「その他の
流動負債」に含めて表示していた
「危険費用引当金」は、その内容を
明瞭に表示するため、当中間連結会
計期間より区分掲記しております。 
また、この変更にあわせ、従来、連
結キャッシュ・フロー計算書の営業
活動によるキャッシュ・フローの
「その他」に含めて表示していた
「危険費用引当金の増減額」を区分
掲記しております。 
  
(固定資産売却益及び固定資産処分
損) 
前中間連結会計期間においては、
「固定資産売却益」を営業外収益と
して、「固定資産処分損」を営業外
費用として表示しておりましたが、
当社グループの経常損益をより適切
に表示するため、当中間連結会計期
間より「固定資産売却益」を特別利
益、「固定資産処分損」を特別損失
として計上しております。 
この結果、従来の方法と同一の方法
によった場合と比べ、経常利益は283
百万円少なく計上されております
が、税金等調整前中間純利益及び中
間純利益に与える影響はありませ
ん。 
  
(投資有価証券評価損) 
前中間連結会計期間においては、
「投資有価証券評価損」を営業外費
用として表示しておりましたが、当
社グループの経常損益をより適切に
表示するため、当中間連結会計期間
より特別損失として表示しておりま
す。 
この結果、従来の方法と同一の方法
によった場合と比べ、経常利益は72
百万円多く計上されておりますが、
税金等調整前中間純利益及び中間純
利益に与える影響はありません。 
またこの変更に合わせ、従来連結キ
ャッシュ・フロー計算書の営業活動
によるキャッシュ・フローの「その
他」に含めて表示していた「投資有
価証券評価損」を区分掲記しており
ます。 

(賞与引当金) 
従来、未払従業員賞与は「その他の
流動負債」に含めて表示しておりま
したが、業績連動型賞与等の導入に
より、その計上額が確定要件を満た
さなくなったため、当連結会計年度
より表示科目を「賞与引当金」に変
更し、区分掲記しております。 
  
(危険費用引当金) 
従来、連結貸借対照表の「その他の
流動負債」に含めて表示していた
「危険費用引当金」は、その内容を
明瞭に表示するため、当連結会計年
度より区分掲記しております。 
また、この変更にあわせ、従来、連
結キャッシュ・フロー計算書の営業
活動によるキャッシュ・フローの
「その他」に含めて表示していた
「危険費用引当金の減少額」を区分
掲記しております。 
  



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 
  

  

前へ   次へ 

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      250,981百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      219,108百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      244,497百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は、次

のとおりであります。 
  

  
   なお、当該担保資産は、下記

の担保付債務以外に、デリバ

ティブ取引(金利スワップ)の

担保に供されております。 

建物及び 
構築物 

20,733百万円

差入保証金 15,200 〃 

預金等 3,022 〃 

  計 38,956 〃 

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は、次

のとおりであります。 
  

  
   なお、当該担保資産は、下記

の担保付債務以外に、デリバ

ティブ取引(金利スワップ)の

担保に供されております。 

建物及び
構築物 

19,584百万円

差入保証金 15,200 〃 

投資有価証券 1,512 〃 

現金及び預金 1,336 〃 

  計 37,632 〃 

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は、次

のとおりであります。 
  

  
   なお、当該担保資産は、下記

の担保付債務以外に、デリバ

ティブ取引(金利スワップ)の

担保に供されております。 

建物及び
構築物 

20,116百万円

差入保証金 15,200 〃 

投資有価証券 1,512 〃 

現金及び預金 1,432 〃 

  計 38,261 〃 

   担保付債務は、次のとおりで

あります。 
一年以内に 
返済予定の 
長期借入金 

1,000百万円

長期借入金 27,600 〃 

  計 28,600 〃 

   担保付債務は、次のとおりで

あります。 
一年以内に
返済予定の 
長期借入金 

27,600百万円

   担保付債務は、次のとおりで

あります。 
一年以内に
返済予定の 
長期借入金 

1,000百万円

長期借入金 27,100 〃 

  計 28,100 〃 

 ３ 保証債務 

   下記の連結会社以外の銀行借

入金に対し、債務保証を行っ

ております。 

従業員 14百万円

 ３ 保証債務 

   下記の連結会社以外の得意先

のリース債務に対し、保証を

行っております。 

    連帯保証であり、契約によ

る負担割合は50％でありま

す。 

取引先 460百万円

 ３    ――――― 

※４ 中間連結会計期間末日の満期

手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理

しております。 

   なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であっ

たため、次の満期手形が中間

連結会計期間末日の残高に含

まれております。 

受取手形 79百万円

支払手形 6 〃 

※４ 中間連結会計期間末日の満期

手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理

しております。 

   なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であっ

たため、次の満期手形が中間

連結会計期間末日の残高に含

まれております。 

受取手形 60百万円

支払手形 4 〃 

※４ 当連結会計年度末日の満期手

形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理し

ております。 

   なお、当連結会計年度末日は

金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が当連結会

計年度末日の残高に含まれて

おります。 

受取手形 67百万円

支払手形 5 〃 



(中間連結損益計算書関係) 
  

  

前へ   次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目

及び金額は、次のとおりでありま

す。 

売出費 55,652百万円 

広告費 25,565 〃 

給料・賞与 63,471 〃 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目

及び金額は、次のとおりでありま

す。 

売出費 55,260百万円 

広告費 26,606 〃 

給料・賞与 65,572 〃 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目

及び金額は、次のとおりでありま

す。 

売出費 113,377百万円 

広告費 50,753 〃 

給料・賞与 126,332 〃 

※２     ――――― ※２ 固定資産売却益のうち主なものは、

国内営業体制変更による営業拠点再

編に伴い発生した売却益414百万円で

あります。 

※２     ――――― 

※３ 当中間連結会計期間における減損損

失は、国内及び海外の固定資産に係

る減損損失であります。 

   国内は、以下の資産グループについ

て減損損失を計上しております。 

   当社グループは事業用資産におい

て、事業区分をもとに、概ね独立し

たキャッシュ・フローを生み出す最

小の単位毎に、遊休資産等において

は、個別物件単位で資産のグルーピ

ングを行っております。 

   その結果、事業用資産については収

益性の低下により、営業損益が継続

してマイナスとなっているグループ

の資産の帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を特別損失に

計上しております。 

   その内訳は、土地433百万円、機械装

置及び運搬具等35百万円でありま

す。 

   遊休資産等については市場価格の下

落により、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を特別損失

に計上しております。その内訳は、

土地714百万円、建物及び構築物等

143百万円であります。 

   なお、回収可能価額は正味売却価額

により算出しており、事業用資産に

ついては主に路線価を、遊休資産等

については主に売却予定価額を基に

評価しております。 

   海外は、北米子会社が収益性の低下

により、米国会計基準第142号及び第

144号に基づき、固定資産に係る減損

損失を計上しております。内訳は無

形固定資産ではのれん等800百万円、

有形固定資産では工具器具備品等80

百万円であります。 

用途 種類 場所 

事業用 
資産 

土地、機械装置及び 
運搬具等 

沖縄県 
那覇市他 

遊休 
資産等 

土地、建物及び構築
物等 

大阪府 
茨木市他 

※３ 減損損失のうち主なものは、国内の

固定資産に係る減損損失でありま

す。 

   国内は、以下の資産グループについ

て減損損失を計上しております。 

   当社グループは事業用資産におい

て、事業区分をもとに、概ね独立し

たキャッシュ・フローを生み出す最

小の単位毎に、資産のグルーピング

を行っております。 

   その結果、事業用資産については、

主に売却が予定されているグループ

の資産の帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を特別損失に

計上しております。 

   その内訳は、土地935百万円、建物及

び構築物等142百万円であります。 

   なお、回収可能価額は正味売却価額

により算出しており、主に売却予定

価額を基に評価しております。 

  

用途 種類 場所

事業用 
資産 

土地、建物及び構築
物等 

千葉県木
更津市他 

※３ 減損損失は、国内及び海外の固定資

産に係る減損損失であります。 

   国内は、以下の資産グループについ

て減損損失を計上しております。 

   当社グループは事業用資産におい

て、事業区分をもとに、概ね独立し

たキャッシュ・フローを生み出す最

小の単位毎に、遊休資産等において

は、個別物件単位で資産のグルーピ

ングを行っております。 

   その結果、事業用資産については、

主に売却が予定されているグループ

の資産の帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を特別損失に

計上しております。 

   その内訳は、土地1,388百万円、建物

及び構築物等698百万円等でありま

す。 

   遊休資産等については、市場価格の

下落等により、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を特別

損失に計上しております。 

   その内訳は、土地1,158百万円、建物

及び構築物等143百万円であります。 

   なお、回収可能価額は正味売却価額

により算出しており、主に売却予定

価額を基に評価しております。 

   海外は、北米子会社等の収益性の低

下による減少額を特別損失に計上し

ております。その内訳は、のれん800

百万円、建物及び構築物等407百万円

であります。 

用途 種類 場所 

事業用
資産 

土地、建物及び構築
物等 

神奈川県
川崎市他 

遊休
資産等 

土地、建物及び構築
物等 

大阪府 
茨木市他 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※４     ――――― ※４ 固定資産処分損のうち主なものは、

生産設備等の処分損141百万円及び国

内営業体制変更による営業拠点再編

に伴い発生した処分損49百万円であ

ります。 

※４     ――――― 

※５     ――――― ※５ 特別退職関連費用は、国内営業体制

変更による営業拠点再編に伴い発生

した特別退職者に対する特別加算金

等であります。 

※５     ――――― 

※６     ――――― ※６ 構造改革費用は、収益性向上を意図

し、利益貢献度の低いブランド、事

業領域の縮小・撤退など徹底したス

リム化を推進したことによって発生

した事業撤収損であります。 

※６ 同左 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

Ⅰ 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) １ 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取請求によるものであります。 

２ 普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の売渡請求による５千株及びストック・オプションの権利行使によ

る211千株であります。 

  

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

  

前へ   次へ 

  
前連結会計年度末 
株式数(千株) 

当中間連結会計期間
増加株式数(千株) 

当中間連結会計期間
減少株式数(千株) 

当中間連結会計期間末
株式数(千株) 

発行済株式         

 普通株式 424,562 ― ― 424,562 

合計 424,562 ― ― 424,562 

自己株式         

 普通株式 12,105 140 216 12,029 

合計 12,105 140 216 12,029 

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の 
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数(千株) 当中間連結
会計期間 
末残高 
(百万円) 

前連結
会計年度末

当中間連結
会計期間 
増加 

当中間連結
会計期間 
減少 

当中間連結 
会計期間末 

提出会社 
(親会社) 

ストックオプショ
ンとしての新株予
約権 

― 8 

合計 ― 8 

(決議) 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 6,186百万円 15円00銭 平成18年３月31日 平成18年６月30日

(決議) 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成18年10月26日 
取締役会 

普通株式 6,600百万円 利益剰余金 16円00銭 平成18年９月30日 平成18年12月８日



Ⅱ 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) １ 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取請求による132千株及び取締役会決議に基づく自己株式の買

付け10,000千株であります。 

２ 普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の売渡請求による９千株及びストック・オプションの権利行使によ

る757千株であります。 

  

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

  

  
前連結会計年度末 
株式数(千株) 

当中間連結会計期間
増加株式数(千株) 

当中間連結会計期間
減少株式数(千株) 

当中間連結会計期間末
株式数(千株) 

発行済株式         

 普通株式 424,562 ― ― 424,562 

合計 424,562 ― ― 424,562 

自己株式         

 普通株式 11,730 10,132 766 21,096 

合計 11,730 10,132 766 21,096 

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の 
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数(千株) 当中間連結
会計期間 
末残高 
(百万円) 

前連結
会計年度末

当中間連結
会計期間 
増加 

当中間連結
会計期間 
減少 

当中間連結 
会計期間末 

提出会社 
(親会社) 

ストックオプショ
ンとしての新株予
約権 

― 92 

合計 ― 92 

(決議) 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成19年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 6,605百万円 16円00銭 平成19年３月31日 平成19年６月27日

(決議) 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成19年10月25日 
取締役会 

普通株式 6,858百万円 利益剰余金 17円00銭 平成19年９月30日 平成19年12月10日



Ⅲ 前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) １ 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取請求によるものであります。 

２ 普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の買増請求による11千株及びストック・オプションの権利行使によ

る659千株であります。 

  

２ 新株予約権等に関する事項 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  

前へ   次へ 

  
前連結会計年度末 
株式数(千株) 

当連結会計年度
増加株式数(千株) 

当連結会計年度
減少株式数(千株) 

当連結会計年度末 
株式数(千株) 

発行済株式         

 普通株式 424,562 ― ― 424,562 

合計 424,562 ― ― 424,562 

自己株式         

 普通株式 12,105 294 670 11,730 

合計 12,105 294 670 11,730 

会社名 内訳 
目的となる 
株式の種類 

目的となる株式の数(千株) 当連結会計
年度末残高
(百万円) 

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結 

会計年度末 

提出会社 
(親会社) 

ストックオプショ
ンとしての新株予
約権 

― 52 

合計 ― 52 

(決議) 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 6,186百万円 15円00銭 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年10月26日 
取締役会 

普通株式 6,600百万円 16円00銭 平成18年９月30日 平成18年12月８日

(決議) 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成19年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 6,605百万円 16円00銭 平成19年３月31日 平成19年６月27日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前へ   次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

  (平成18年９月30日現在) 

現金及び 
預金勘定 

55,283百万円

有価証券勘定 44,955 〃 

計 100,238 〃 

預金期間が 
３ヵ月を超える 
定期預金 

△3,270 〃 

株式及び償還 
期限が３ヵ月を 
超える債券等 

△517 〃 

現金及び 
現金同等物 

96,450 〃 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

  (平成19年９月30日現在) 

現金及び 
預金勘定 

58,107百万円

有価証券勘定 54,226 〃 

計 112,333 〃 

預金期間が
３ヵ月を超える
定期預金 

△9,577 〃 

株式及び償還
期限が３ヵ月を
超える債券等 

△2,615 〃 

現金及び 
現金同等物 

100,141 〃 

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

  

  (平成19年３月31日現在) 

現金及び
預金勘定 

82,453百万円

有価証券勘定 68,544 〃 

計 150,997 〃 

預金期間が
３ヵ月を超える 
定期預金 

△4,121 〃 

株式及び償還
期限が３ヵ月を 
超える債券等 

△1,616 〃 

現金及び
現金同等物 

145,259 〃 



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当社または連結子会社が借主側とな

る取引 

  

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

当社または連結子会社が借主側とな

る取引 

  

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

当社または連結子会社が借主側とな

る取引 

  

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期

末残高相当額 

なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。 

  
取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

中間期末
残高 

相当額 
  (百万円) (百万円) (百万円)

機械装置 
及び運搬具 2,380 956 1,423

工具器具 
備品 13,603 8,004 5,599

その他 6,429 3,265 3,164

合計 22,413 12,226 10,186

なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。 

  
取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

減損損失
累計額
相当額

中間期末
残高 

相当額

  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

機械装置 
及び 
運搬具 

2,006 871 ─ 1,134

工具器具 
備品 10,926 6,433 11 4,481

その他 988 546 ─ 442

合計 13,921 7,851 11 6,059

なお、取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

取得価額
相当額

減価償却 
累計額 
相当額 

減損損失 
累計額 
相当額 

期末残高
相当額

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

機械装置
及び 
運搬具 

2,224 957 ─ 1,267

工具器具
備品 11,930 6,779 15 5,135

その他 1,000 468 ─ 531

合計 15,154 8,205 15 6,933

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

１年内 3,536百万円

１年超 6,649 〃 

合計 10,186 〃 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額等 

  未経過リース料中間期末残高

相当額 

  

なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

１年内 2,434百万円

１年超 3,636 〃 

合計 6,070 〃 

リース資産減損勘定の残高 

  11百万円

② 未経過リース料期末残高相当

額等 

  未経過リース料期末残高相当

額 

  

なお、未経過リース料の期末

残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

１年内 2,787百万円

１年超 4,161 〃 

合計 6,949 〃 

リース資産減損勘定の残高 
15百万円

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 2,404百万円

減価償却費 
相当額 

2,404 〃 

③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額及び減損損失 

支払リース料 1,561百万円

リース資産減損
勘定の取崩額 

4 〃

減価償却費
相当額 

1,560 〃

減損損失 1 〃 

③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額及び減損損失 

支払リース料 3,687百万円

リース資産減損 
勘定の取崩額 

102 〃 

減価償却費
相当額 

3,680 〃 

減損損失 6 〃 



  

  

前へ   次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

なお、リース資産に配分され

た減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略して

おります。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 746百万円

１年超 2,321 〃 

合計 3,068 〃 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 1,911百万円

１年超 6,250 〃 

合計 8,161 〃 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 1,628百万円

１年超 4,454 〃 

合計 6,083 〃 



  

  

前へ   次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当社または連結子会社が貸主側とな

る取引 

  

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高 

当社または連結子会社が貸主側とな

る取引 

  

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高 

当社または連結子会社が貸主側とな

る取引 

  

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び期末残高 

  取得価額 減価償却 
累計額 

中間期末
残高 

  (百万円) (百万円) (百万円)

機械装置 
及び運搬具 1,518 707 810

工具器具 
備品 6,415 4,050 2,365

その他 968 431 536

合計 8,902 5,189 3,713

  取得価額
減価償却
累計額 

中間期末
残高 

  (百万円) (百万円) (百万円)

機械装置 
及び運搬具 2,466 1,069 1,397

工具器具 
備品 5,086 2,709 2,377

その他 1,063 589 474

合計 8,617 4,368 4,248

  取得価額 減価償却 
累計額 期末残高

(百万円) (百万円) (百万円)

機械装置
及び運搬具

1,428 709 718

工具器具
備品 6,340 4,374 1,966

その他 1,014 500 514

合計 8,783 5,583 3,199

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 1,583百万円

１年超 2,339 〃 

合計 3,922 〃 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 1,485百万円

１年超 2,931 〃 

合計 4,416 〃 

② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 1,324百万円

１年超 2,045 〃 

合計 3,370 〃 

③ 受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

受取リース料 1,012百万円

減価償却費 878 〃 

受取利息 
相当額 

117 〃 

③ 受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

受取リース料 1,014百万円

減価償却費 884 〃 

受取利息
相当額 

102 〃 

③ 受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

受取リース料 1,998百万円

減価償却費 1,740 〃 

受取利息相当額 203 〃 

④ 利息相当額の算定方法 

利息相当額の各期への配分方

法については、利息法によっ

ております。 

なお、リース資産に配分され

た減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略して

おります。 

④ 利息相当額の算定方法 

同左 

④ 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 215百万円

１年超 415 〃 

合計 630 〃 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 19百万円

１年超 13 〃 

合計 33 〃 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 209百万円

１年超 381 〃 

合計 590 〃 



(有価証券関係) 

① その他有価証券で時価のあるもの 
  

(注) １ 決算日現在の時価が取得価額を50％以上下回る場合には回復可能性はないものと判断し、30％以上50％未満下落の場合に

は、当該有価証券の発行会社の業績及び財政状態を勘案し回復可能性を判断しております。 

２ 当中間連結会計期間において、その他有価証券について20百万円の減損処理を行っております。 

  

② 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結(連結)貸借対照表計上額 
  

(注) １ 当中間連結会計期間において、その他有価証券について52百万円の減損処理を行っております。 

２ 従来、内国法人の発行する譲渡性預金は「現金及び預金」に含めて表示しておりましたが、「中間(連結)財務諸表の用

語、様式及び作成方法に関する規則」の取扱いに関する留意事項について(最終改正 平成19年10月２日)、「金融商品会

計に関する実務指針」の改正(日本公認会計士協会 平成19年７月４日 会計制度委員会報告第14号)及び「金融商品会計

に関するＱ＆Ａ」の改正(日本公認会計士協会 平成19年11月６日)に伴い、当中間連結会計期間より、表示科目を「有価

証券」としております。なお、前中間連結会計期間末においては内国法人の発行する譲渡性預金の残高はありません。 

  

前へ   次へ 

  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

取得原価 
(百万円) 

中間連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

中間連結
貸借対照表

計上額 
(百万円) 

差額
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

連結貸借 
対照表 
計上額 

(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 11,055 37,280 26,225 10,834 29,271 18,437 11,076 34,126 23,049

(2) 債券         

   社債 2,025 1,996 △28 1,990 1,965 △24 7,522 7,499 △22

   国債 ─ ─ ─ 9 9 △0 ─ ─ ─

   その他 1,000 962 △37 1,000 987 △12 1,009 1,009 △0

(3) その他 1,836 1,972 135 2,702 2,892 189 1,100 1,285 185

計 15,917 42,212 26,294 16,536 35,127 18,590 20,709 43,921 23,212

  

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

(1) その他有価証券   

譲渡性預金 ― 7,000 ― 

フリー・ファイナンシャル・ファンド 30,015 26,840 45,562 

マネー・マネジメント・ファンド 3,418 3,429 3,422 

公社債投信 11,401 15,048 11,985 

投資事業有限責任組合等 5,794 4,307 4,334 

非上場株式 17,944 11,863 17,822 

非上場債券 3 2,368 3,668 

(2) 子会社及び関連会社株式   

子会社株式 106 3 13 

関連会社株式 1,454 1,515 1,414 



(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

(1) 通貨関連 

  

(注) 時価の算定方法 

取引金融機関から提示された価格によっております。 

  

(2) 金利関連 

  

(注) １ 時価の算定方法 

取引金融機関から提示された価格によっております。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、記載対象から除いております。 

  

前へ   次へ 

種類 

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

契約額等 
(百万円) 

契約額等 
のうち 
１年超 

(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち 
１年超 

(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等 
のうち 
１年超 

(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益
(百万円)

市場取引以外の取引             

通貨スワップ取引             

受取円・支払ユーロ 1,227 ─ △244 △244 ─ ─ ─ ─ 1,316 ─ △333 △333

合計 1,227 ─ △244 △244 ─ ─ ─ ─ 1,316 ─ △333 △333

種類 

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

契約額等 
(百万円) 

契約額等 
のうち 
１年超 

(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち 
１年超 

(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等 
のうち 
１年超 

(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益
(百万円)

市場取引以外の取引             

金利スワップ取引             

受取変動・支払固定 ─ ─ ─ ─ 2,465 2,465 △2 △2 2,382 2,382 △34 △34

合計 ─ ─ ─ ─ 2,465 2,465 △2 △2 2,382 2,382 △34 △34



(ストック・オプション等関係) 
Ⅰ 前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
１ ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 
  販売費及び一般管理費 ８百万円 
  
２ 当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  

(注) 株式数に換算して記載しております。 

前へ   次へ 

  平成18年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役  ３名 
当社の執行役員 ３名 

当社の取締役  ７名
当社の執行役員 16名 

株式の種類別のストック・オプシ
ョンの付与数     (注) 

普通株式 21,000株 普通株式 141,000株

付与日 平成18年８月23日 同左

権利確定条件 

①付与日(平成18年８月23日)以降、権利確定日
(平成20年３月31日)まで継続して勤務してい
ること。なお、新株予約権の割当てを受けた
者は、権利行使時においても当社の取締役ま
たは執行役員の地位にあることを要す。ただ
し、任期満了による退任、定年退職その他正
当な理由のある場合にはこの限りでない。 

②平成18年８月23日から平成20年３月31日まで
の間に任期満了による退任、死亡等により当
社の取締役・執行役員のいずれの地位も失っ
た場合には、割り当てられた新株予約権の数
を20で除し、当社の取締役及び執行役員のい
ずれの地位も失った日から平成20年３月31日
までの残存月数(一月に満たない場合は切り
捨て)を乗じた数(小数第１位以下は切り捨
て)の新株予約権の権利行使はできないもの
とする。 

③平成20年３月期決算における当社の連結売上
高営業利益率の目標８％を基準とし、新株予
約権の割当てを受けた者は、この目標値に対
する実績値の達成率が90％以上であった場合
に限り、その連結売上高営業利益率を8.8で
除し、割り当てられた新株予約権の数に乗じ
た数(小数第１位以下は切り捨て)につき権利
行使することができる。ただし、本計算式に
用いる達成率は110％を上限とする。 

権利行使期間開始日ごとに別個のストック・オプ
ションとして取り扱いをしております。 
平成20年８月１
日から平成28年
７月30日に権利
行使可能なスト
ック・オプショ
ン 

平成21年８月１
日から平成28年
７月30日に権利
行使可能なスト
ック・オプショ
ン 

平成22年８月１
日から平成28年
７月30日に権利
行使可能なスト
ック・オプショ
ン 

付与日(平成18
年８月23日)以
降権利確定日
(平成20年７月
31日)まで継続
して勤務してい
ること。なお、
新株予約権の割
当てを受けた者
は、権利行使時
においても当社
の取締役または
執行役員の地位
にあることを要
す。ただし、任
期満了による退
任、定年退職そ
の他正当な理由
のある場合には
この限りでな
い。 

付与日(平成18
年８月23日)以
降権利確定日
(平成21年７月
31日)まで継続
して勤務してい
ること。なお、
新株予約権の割
当てを受けた者
は、権利行使時
においても当社
の取締役または
執行役員の地位
にあることを要
す。ただし、任
期満了による退
任、定年退職そ
の他正当な理由
のある場合には
この限りでな
い。 

付与日(平成18
年８月23日)以
降権利確定日
(平成22年７月
31日)まで継続
して勤務してい
ること。なお、
新株予約権の割
当てを受けた者
は、権利行使時
においても当社
の取締役または
執行役員の地位
にあることを要
す。ただし、任
期満了による退
任、定年退職そ
の他正当な理由
のある場合には
この限りでな
い。 

対象勤務期間 

平成18年８月23日～平成20年３月31日 平成18年８月
23日～ 
平成20年７月
31日 

平成18年８月
23日～ 
平成21年７月
31日 

平成18年８月
23日～ 
平成22年７月
31日 

権利行使期間 

平成20年７月１日～平成23年６月30日 平成20年８月１
日～平成28年７
月 30 日。た だ
し、平成20年８
月１日から平成
21年７月31日に
おいては割り当
てられた新株予
約権の数の３分
の１を超えない
範囲で１個の整
数倍につき、平
成21年８月１日
から平成22年７
月31日において
は、１年目に行
使した数とあわ
せて３分の２を
超えない範囲で
１個の整数倍に
つき、平成22年
８月１日から平
成28年７月30日
においては割り
当てられた新株
予約権の数の全
数につき権利行
使することがで
きる。 

同左 同左 

権利行使価格(円) １ 2,300 同左 同左 
付与日における公正な評価 
単価(円) 

2,204 504 533 555



Ⅱ 当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 
１ ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 
  
  販売費及び一般管理費 40百万円 
  
２ 当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  

(注) 株式数に換算して記載しております。 

前へ   次へ 

  平成19年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役  １名 
当社の執行役員 ５名 

当社の取締役  ７名
当社の執行役員 14名 

株式の種類別のストック・オプシ
ョンの付与数     (注) 

普通株式 17,000株 普通株式 159,000株

付与日 平成19年８月23日 同左
権利確定条件 ①付与日(平成19年８月23日)以降、権利確定日

(平成20年３月31日)まで継続して勤務してい
ること。なお、新株予約権の割当てを受けた
者は、権利行使時においても当社の取締役ま
たは執行役員の地位にあることを要す。ただ
し、任期満了による退任、定年退職その他正
当な理由のある場合にはこの限りでない。 

②平成19年８月23日から平成20年３月31日まで
の間に任期満了による退任、死亡等により当
社の取締役・執行役員のいずれの地位も失っ
た場合には、割り当てられた新株予約権の数
を８で除し、当社の取締役および執行役員の
いずれの地位も失った日から平成20年３月31
日までの残存月数(一月に満たない場合は切
り捨て)を乗じた数(小数第１位以下は切り捨
て)の新株予約権の権利行使はできないもの
とする。 

③平成20年３月期決算における当社の連結売上
高営業利益率の目標８％を基準とし、新株予
約権の割当てを受けた者は、この目標値に対
する実績値の達成率が90％以上であった場合
に限り、その連結売上高営業利益率を8.8で
除し、割り当てられた新株予約権の数に乗じ
た数(小数第１位以下は切り捨て)につき権利
行使することができる。ただし、本計算式に
用いる達成率は110％を上限とする。 

権利行使期間開始日ごとに別個のストック・オプ
ションとして取り扱いをしております。 
平成21年８月１
日から平成29年
７月30日に権利
行使可能なスト
ック・オプショ
ン 

平成22年８月１
日から平成29年
７月30日に権利
行使可能なスト
ック・オプショ
ン 

平成23年８月１
日から平成29年
７月30日に権利
行使可能なスト
ック・オプショ
ン 

付与日(平成19
年８月23日)以
降権利確定日
(平成21年７月
31日)まで継続
して勤務してい
ること。なお、
新株予約権の割
当てを受けた者
は、権利行使時
においても当社
の取締役または
執行役員の地位
にあることを要
す。ただし、任
期満了による退
任、定年退職そ
の他正当な理由
のある場合には
この限りでな
い。 

付与日(平成19
年８月23日)以
降権利確定日
(平成22年７月
31日)まで継続
して勤務してい
ること。なお、
新株予約権の割
当てを受けた者
は、権利行使時
においても当社
の取締役または
執行役員の地位
にあることを要
す。ただし、任
期満了による退
任、定年退職そ
の他正当な理由
のある場合には
この限りでな
い。 

付与日(平成19
年８月23日)以
降権利確定日
(平成23年７月
31日)まで継続
して勤務してい
ること。なお、
新株予約権の割
当てを受けた者
は、権利行使時
においても当社
の取締役または
執行役員の地位
にあることを要
す。ただし、任
期満了による退
任、定年退職そ
の他正当な理由
のある場合には
この限りでな
い。 

対象勤務期間 平成19年８月23日～平成20年３月31日 平成19年８月
23日～ 
平成21年７月
31日 

平成19年８月
23日～ 
平成22年７月
31日 

平成19年８月
23日～ 
平成23年７月
31日 

権利行使期間 平成20年７月１日～平成23年６月30日 平成21年８月１
日～平成29年７
月 30 日。た だ
し、平成21年８
月１日から平成
22年７月31日に
おいては、割り
当てられた新株
予約権の数の３
分の１を超えな
い範囲で１個の
整数倍につき、
平成22年８月１
日から平成23年
７月31日におい
ては、１年目に
行使した数とあ
わせて３分の２
を超えない範囲
で１個の整数倍
につき、平成23
年８月１日から
平成29年７月30
日においては割
り当てられた新
株予約権の数の
全数につき権利
行使することが
できる。 

同左 同左 

権利行使価格(円) １ 2,615 同左 同左 
付与日における公正な評価 
単価(円) 

2,372 418 441 494



Ⅲ 前連結会計年度(自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日) 

１ ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

  販売費及び一般管理費  52百万円 

  

２ 当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容 

  平成14年度ストック・オプション 
  

(注) 株式数に換算して記載しております。 

  

前へ   次へ 

  第１回新株予約権

付与対象者の
区分及び人数 

当社取締役  ７名 
当社執行役員 20名 

株式の種類別
のストック・
オプションの
数(注) 

普通株式 578,000株 

付与日 平成14年７月16日 

権利確定条件 権利行使期間開始日ごとに別個のストック・オプションとして取り扱いをしておりま
す。 

  平成16年７月１日から平成
24年６月26日に権利行使可
能なストック・オプション 

平成17年７月１日から平成
24年６月26日に権利行使可
能なストック・オプション 

平成18年７月１日から平成
24年６月26日に権利行使可
能なストック・オプション 

  付与日(平成14年７月16日)
以降権利確定日(平成16年
６月30日)まで継続して勤
務していること。なお、新
株予約権の割当てを受けた
者は、権利行使時において
も当社の取締役または執行
役員の地位にあることを要
す。ただし、任期満了によ
る退任、定年退職その他正
当な理由のある場合にはこ
の限りでない。 

付与日(平成14年７月16日)
以降権利確定日(平成17年
６月30日)まで継続して勤
務していること。なお、新
株予約権の割当てを受けた
者は、権利行使時において
も当社の取締役または執行
役員の地位にあることを要
す。ただし、任期満了によ
る退任、定年退職その他正
当な理由のある場合にはこ
の限りでない。 

付与日(平成14年７月16日)
以降権利確定日(平成18年
６月30日)まで継続して勤
務していること。なお、新
株予約権の割当てを受けた
者は、権利行使時において
も当社の取締役または執行
役員の地位にあることを要
す。ただし、任期満了によ
る退任、定年退職その他正
当な理由のある場合にはこ
の限りでない。 

対象勤務期間 
平成14年７月16日～平成16
年６月30日 

平成14年７月16日～平成17
年６月30日 

平成14年７月16日～平成18
年６月30日 

権利行使期間 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

平成16年７月１日～平成24
年６月26日。ただし、平成
16年７月１日から平成17年
６月30日においては割り当
てられた新株予約権の数の
３分の１を超えない範囲で
１個の整数倍につき、平成
17年７月１日から平成18年
６月30日においては、１年
目に行使した数とあわせて
３分の２を超えない範囲で
１個の整数倍につき、平成
18年７月１日から平成24年
６月26日においては割り当
てられた新株予約権の全数
につき行使することができ
る。 

同左
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

同左 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

権利行使価格 
(円) 

1,669 同左 同左 

付与日におけ
る公正な評価
単価(円) 

─ ─ ─ 



平成15年度ストック・オプション 
  

(注) 株式数に換算して記載しております。 

前へ   次へ 

  
第３回

新株予約権 
第４回

新株予約権 
第５回 

新株予約権 
付与対象者の
区分及び人数 

当社取締役  ７名 
当社執行役員 25名 

当社従業員 
16名 

当社または関
連グループ会
社従業員  
15名 
関連グループ
会社取締役  
１名 

株式の種類別
のストック・
オプションの
数(注) 

普通株式 878,000株 普通株式  
18,000株 

普通株式  
40,000株 

付与日 平成15年７月31日 平成15年 
11月28日 

平成16年 
３月８日 

権利確定条件 権利行使期間開始日ごとに別個のストック・オプションとして取
り扱いをしております。 

権利確定条件
は付されてお
りません。 

同左 

  平成17年７月１日か
ら平成25年６月26日
に権利行使可能なス
トック・オプション 

平成18年７月１日か
ら平成25年６月26日
に権利行使可能なス
トック・オプション 

平成19年７月１日か
ら平成25年６月26日
に権利行使可能なス
トック・オプション 

  付与日(平成15年７
月31日)以降権利確
定日(平成17年６月
30日)まで継続して
勤務していること。
なお、新株予約権の
割当てを受けた者
は、権利行使時にお
いても当社の取締役
または執行役員の地
位にあることを要
す。ただし、任期満
了による退任、定年
退職その他正当な理
由のある場合にはこ
の限りでない。 

付与日(平成15年７
月31日)以降権利確
定日(平成18年６月
30日)まで継続して
勤務していること。
なお、新株予約権の
割当てを受けた者
は、権利行使時にお
いても当社の取締役
または執行役員の地
位にあることを要
す。ただし、任期満
了による退任、定年
退職その他正当な理
由のある場合にはこ
の限りでない。 

付与日(平成15年７
月31日)以降権利確
定日(平成19年６月
30日)まで継続して
勤務していること。
なお、新株予約権の
割当てを受けた者
は、権利行使時にお
いても当社の取締役
または執行役員の地
位にあることを要
す。ただし、任期満
了による退任、定年
退職その他正当な理
由のある場合にはこ
の限りでない。 

対象勤務期間 平成15年７月31日～
平成17年６月30日 

平成15年７月31日～
平成18年６月30日 

平成15年７月31日～
平成19年６月30日 

対象勤務期間
の定めはあり
ません。 

同左 

権利行使期間 平成17年７月１日～
平成25年６月26日。
ただし、平成17年７
月１日から平成18年
６月30日においては
割り当てられた新株
予約権の数の３分の
１を超えない範囲で
１個の整数倍につ
き、平成18年７月１
日から平成19年６月
30日においては、１
年目に行使した数と
あわせて３分の２を
超えない範囲で１個
の整数倍につき、平
成19年７月１日から
平成25年６月26日に
おいては割り当てら
れた新株予約権の全
数につき行使するこ
とができる。 

同左 同左 平成 15年 12
月１日～平
成 18年 11月
30日 

平成 16年４
月１日～平
成 19年３月
31日 

権利行使価格 
(円) 

1,287 同左 同左 1,229 1,361

付与日におけ
る公正な評価
単価(円) 

─ ─ ─ ─ ─ 



平成16年度ストック・オプション 
  

(注) 株式数に換算して記載しております。 

前へ   次へ 

  
第６回

新株予約権 
第７回

新株予約権 
第８回 

新株予約権 
付与対象者の
区分及び人数 

当社取締役  ７名 
当社執行役員 25名 

当社従業員 
11名 

当社執行役員
１名 
当社または関
連グループ会
社従業員  
24名 
関連グループ
会社取締役  
１名 

株式の種類別
のストック・
オプションの
数(注) 

普通株式 1,004,000株 普通株式
16,000株 

普通株式 
78,000株 

付与日 平成16年７月26日 平成16年 
11月30日 

平成17年 
３月９日 

権利確定条件 権利行使期間開始日ごとに別個のストック・オプションとして取
り扱いをしております。 

権利確定条件
は付されてお
りません。 

同左 

  平成18年７月１日か
ら平成26年６月28日
に権利行使可能なス
トック・オプション 

平成19年７月１日か
ら平成26年６月28日
に権利行使可能なス
トック・オプション 

平成20年７月１日か
ら平成26年６月28日
に権利行使可能なス
トック・オプション 

  付与日(平成16年７
月26日)以降権利確
定日(平成18年６月
30日)まで継続して
勤務していること。
なお、新株予約権の
割当てを受けた者
は、権利行使時にお
いても当社の取締役
または執行役員の地
位にあることを要
す。ただし、任期満
了による退任、定年
退職その他正当な理
由のある場合にはこ
の限りでない。 

付与日(平成16年７
月26日)以降権利確
定日(平成19年６月
30日)まで継続して
勤務していること。
なお、新株予約権の
割当てを受けた者
は、権利行使時にお
いても当社の取締役
または執行役員の地
位にあることを要
す。ただし、任期満
了による退任、定年
退職その他正当な理
由のある場合にはこ
の限りでない。 

付与日(平成16年７
月26日)以降権利確
定日(平成20年６月
30日)まで継続して
勤務していること。
なお、新株予約権の
割当てを受けた者
は、権利行使時にお
いても当社の取締役
または執行役員の地
位にあることを要
す。ただし、任期満
了による退任、定年
退職その他正当な理
由のある場合にはこ
の限りでない。 

対象勤務期間 平成16年７月26日～
平成18年６月30日 

平成16年７月26日～
平成19年６月30日 

平成16年７月26日～
平成20年６月30日 

対象勤務期間
の定めはあり
ません。 

同左 

権利行使期間 平成18年７月１日～
平成26年６月28日。
ただし、平成18年７
月１日から平成19年
６月30日においては
割り当てられた新株
予約権の数の３分の
１を超えない範囲で
１個の整数倍につ
き、平成19年７月１
日から平成20年６月
30日においては、１
年目に行使した数と
あわせて３分の２を
超えない範囲で１個
の整数倍につき、平
成20年７月１日から
平成26年６月28日に
おいては割り当てら
れた新株予約権の全
数につき行使するこ
とができる。 

同左 同左 平成 16年 12
月１日～平
成 19年 11月
30日 

平成 17年４
月１日～平
成 20年３月
31日 

権利行使価格 
(円) 

1,427 同左 同左 1,419 1,445

付与日におけ
る公正な評価
単価(円) 

─ ─ ─ ─ ─ 



平成17年度ストック・オプション 
  

  

  
第９回 

新株予約権 
第10回

新株予約権 
第11回

新株予約権 
第12回 

新株予約権 
第13回 

新株予約権 
付与対象者の区分
及び人数 

当社取締役 
６名 
当社執行役員 
19名 

当社取締役 ７名 
当社執行役員 19名 

当社従業員 
７名 

当社または関
連グループ会
社 従 業 員 
1,115名 
関連グループ
会 社 取 締 役 
44名 

当社または関
連グループ会
社 従 業 員
20名 
関連グループ
会 社 取 締 役
１名 

株式の種類別のス
トック・オプショ
ンの数(注) 

普通株式 
408,000株 

普通株式 261,000株 普通株式
11,000株 

普 通 株 式
1,851,000株 

普通株式 
63,000株 

付与日 平成17年 
７月28日 

同左 平成17年
10月27日 

平成17年 
11月７日 

平成18年 
３月８日 

権利確定条件 ① 付 与 日
(平成17年７
月28日)以降
権 利 確 定 日
(平成20年３
月31日)まで
継続して勤務
し て い る こ
と。な お、新
株予約権の割
当てを受けた
者は、権利行
使時において
も当社の取締
役または執行
役員の地位に
あることを要
す。ただし、
任期満了によ
る退任、定年
退職その他正
当な理由のあ
る場合にはこ
の 限 り で な
い。 
②平成17年７
月28日から平
成20年３月31
日までの間に
任期満了によ
る退任、死亡
等により当社
の取締役及び
執行役員のい
ずれの地位も
失った場合に
は、割り当て
られた新株予
約権の数を32
で除し、当社
の取締役及び
執行役員のい
ずれの地位も
失った日から
平成20年３月
31日までの残
存月数(一月
に満たない場
合 は 切 り 捨
て)を乗じた
数(小数第１
位以下は切り
捨て)の新株
予約権の権利
行使はできな
い も の と す
る。 

権利行使期間開始日ごとに別個のストック・オ
プションとして取り扱いをしております。 

権利確定条件
は付されてお
りません。 
  

付与日(平成
17 年 11 月 ７
日)以降権利
確定日(平成
19年6月30日)
まで継続して
勤務している
こと。なお、
新株予約権の
割当てを受け
た者は、権利
行使時におい
ても当社また
は関連グルー
プ会社の取締
役、執 行 役
員、従業員の
地位にあるこ
とを要す。た
だし、任期満
了 に よ る 退
任、定年退職
その他正当な
理由のある場
合にはこの限
りでない。 

権利確定条件
は付されてお
りません。 
  

  平成19年７月
１日から平成
27年６月28日
に権利行使可
能 な ス ト ッ
ク・オプショ
ン 

平成20年７月
１日から平成
27年６月28日
に権利行使可
能 な ス ト ッ
ク・オプショ
ン 

平成21年７月
１日から平成
27年６月28日
に権利行使可
能 な ス ト ッ
ク・オプショ
ン 

  付与日(平成
17 年 ７ 月 28
日)以降権利
確定日(平成
19 年 ６ 月 30
日)まで継続
して勤務して
いること。な
お、新株予約
権の割当てを
受けた者は、
権利行使時に
おいても当社
の取締役また
は執行役員の
地位にあるこ
とを要す。た
だし、任期満
了 に よ る 退
任、定年退職
その他正当な
理由のある場
合にはこの限
りでない。 

付与日(平成
17 年 ７ 月 28
日)以降権利
確定日(平成
20 年 ６ 月 30
日)まで継続
して勤務して
いること。な
お、新株予約
権の割当てを
受けた者は、
権利行使時に
おいても当社
の取締役また
は執行役員の
地位にあるこ
とを要す。た
だし、任期満
了 に よ る 退
任、定年退職
その他正当な
理由のある場
合にはこの限
りでない。 

付与日(平成
17 年 ７ 月 28
日)以降権利
確定日(平成
21 年 ６ 月 30
日)まで継続
して勤務して
いること。な
お、新株予約
権の割当てを
受けた者は、
権利行使時に
おいても当社
の取締役また
は執行役員の
地位にあるこ
とを要す。た
だし、任期満
了 に よ る 退
任、定年退職
その他正当な
理由のある場
合にはこの限
りでない。 



  

(注) 株式数に換算して記載しております。 

  

前へ   次へ 

  
第９回 

新株予約権 
第10回

新株予約権 
第11回

新株予約権 
第12回 

新株予約権 
第13回 

新株予約権 
  ③平成20年３

月期決算にお
ける当社の連
結売上高営業
利益率の目標
８％を基準と
し、新株予約
権の割当てを
受けた者は、
この目標値に
対する実績値
の 達 成 率 が
90％以上であ
った場合に限
り、その連結
売上高営業利
益率を8.8で
除し、割り当
てられた新株
予約権の数に
乗じた数(小
数第１位以下
は切り捨て)
につき権利行
使することが
できる。ただ
し、本計算式
に用いる達成
率 は 110％ を
上限とする。 

      

対象勤務期間 平成17年７月
28日～平成20
年３月31日 

平成17年７月
28日～平成19
年６月30日 

平成17年７月
28日～平成20
年６月30日 

平成17年７月
28日～平成21
年６月30日 

対象勤務期間
の定めはあり
ません。 

平成17年11月
７日～平成19
年６月30日 

対象勤務期間
の定めはあり
ません。 

権利行使期間 平成20年７月
１日～平成23
年６月30日 

平成19年７月
１日～平成27
年６月28日。
ただし、平成
19年７月１日
から平成20年
６月30日にお
いては割り当
てられた新株
予約権の数の
３分の１を超
えない範囲で
１個の整数倍
につき、平成
20年７月１日
から平成21年
６月30日にお
いては、１年
目に行使した
数とあわせて
３分の２を超
えない範囲で
１個の整数倍
につき、平成
21年７月１日
から平成27年
６月28日にお
いては割り当
てられた新株
予約権の全数
につき行使す
ることができ
る。 

同左 同左 平成17年11月
１日～平成20
年10月31日 

平成19年７月
１日～平成22
年６月30日 

平成18年４月
１日～平成21
年３月31日 

権利行使価格(円) 1 1,481 同左 同左 1,865 1,896 2,012

付与日における公
正な評価単価(円) 

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 



平成18年度ストック・オプション 
  

(注) 株式数に換算して記載しております。 

前へ     

  
第14回・第15回
新株予約権 

第16回・第17回 
新株予約権 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役  ３名 
当社の執行役員 ３名 

当社の取締役 ７名
当社の執行役員 16名 

株式の種類別のストック・オプシ
ョンの数       (注) 

普通株式 21,000株 普通株式 141,000株

付与日 平成18年８月23日 同左

権利確定条件 ①付与日(平成18年８月23日)以降、権利確定日
(平成20年３月31日)まで継続して勤務してい
ること。なお、新株予約権の割当てを受けた
者は、権利行使時においても当社の取締役ま
たは執行役員の地位にあることを要す。ただ
し、任期満了による退任、定年退職その他正
当な理由のある場合にはこの限りでない。 

②平成18年８月23日から平成20年３月31日まで
の間に任期満了による退任、死亡等により当
社の取締役・執行役員のいずれの地位も失っ
た場合には、割り当てられた新株予約権の数
を20で除し、当社の取締役及び執行役員のい
ずれの地位も失った日から平成20年３月31日
までの残存月数(一月に満たない場合は切り
捨て)を乗じた数(小数第１位以下は切り捨
て)の新株予約権の権利行使はできないもの
とする。 

③平成20年３月期決算における当社の連結売上
高営業利益率の目標８％を基準とし、新株予
約権の割当てを受けた者は、この目標値に対
する実績値の達成率が90％以上であった場合
に限り、その連結売上高営業利益率を8.8で
除し、割り当てられた新株予約権の数に乗じ
た数(小数第１位以下は切り捨て)につき権利
行使することができる。ただし、本計算式に
用いる達成率は110％を上限とする。 

権利行使期間開始日ごとに別個のストック・オ
プションとして取り扱いをしております。 

  平成20年８月
１日から平成
28年７月30日
に権利行使可
能 な ス ト ッ
ク・オプショ
ン 

平成21年８月
１日から平成
28年７月30日
に権利行使可
能 な ス ト ッ
ク・オプショ
ン 

平成22年８月
１日から平成
28年７月30日
に権利行使可
能 な ス ト ッ
ク・オプショ
ン 

  付与日(平成
18 年 ８ 月 23
日)以降権利
確定日(平成
20 年 ７ 月 31
日)まで継続
して勤務して
いること。な
お、新株予約
権の割当てを
受けた者は、
権利行使時に
おいても当社
の取締役また
は執行役員の
地位にあるこ
とを要す。た
だし、任期満
了 に よ る 退
任、定年退職
その他正当な
理由のある場
合にはこの限
りでない。 

付与日(平成
18 年 ８ 月 23
日)以降権利
確定日(平成
21 年 ７ 月 31
日)まで継続
して勤務して
いること。な
お、新株予約
権の割当てを
受けた者は、
権利行使時に
おいても当社
の取締役また
は執行役員の
地位にあるこ
とを要す。た
だし、任期満
了 に よ る 退
任、定年退職
その他正当な
理由のある場
合にはこの限
りでない。 

付与日(平成
18 年 ８ 月 23
日)以降権利
確定日(平成
22 年 ７ 月 31
日)まで継続
して勤務して
いること。な
お、新株予約
権の割当てを
受けた者は、
権利行使時に
おいても当社
の取締役また
は執行役員の
地位にあるこ
とを要す。た
だし、任期満
了 に よ る 退
任、定年退職
その他正当な
理由のある場
合にはこの限
りでない。 

対象勤務期間 平成18年８月23日～平成20年３月31日
平成18年８月
23日～平成20
年７月31日 

平成18年８月
23日～平成21
年７月31日 

平成18年８月
23日～平成22
年７月31日 

権利行使期間 平成20年７月１日～平成23年６月30日 平成20年８月
１日～平成28
年７月30日。
ただし、平成
20年８月１日
から平成21年
７月31日にお
いては割り当
てられた新株
予約権の数の
３分の1を超
えない範囲で
１個の整数倍
につき、平成
21年８月１日
から平成22年
７月31日にお
いては、１年
目に行使した
数とあわせて
３分の２を超
えない範囲で
１個の整数倍
につき、平成
22年８月１日
から平成28年
７月30日にお
いては割り当
てられた新株
予約権の数の
全数につき権
利行使するこ
とができる。 

同左 同左 

権利行使価格(円) 1 2,300 同左 同左 
付与日における公正な評価単価
(円) 

2,204
  

504
  

533 
  

555
  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

事業区分は、内部組織管理上採用している区分によっております。 

(国内化粧品事業) 主要な事業の内容：化粧品事業(化粧品、化粧用具、トイレタリー製品の製造・販売) 

プロフェッショナル事業(理・美容製品の製造・販売) 

ヘルスケア事業(食品、一般用医薬品の製造・販売) 

(海外化粧品事業) 主要な事業の内容：化粧品事業(化粧品、化粧用具、トイレタリー製品の製造・販売) 

プロフェッショナル事業(理・美容製品の製造・販売) 

(その他の事業)  主要な事業の内容：フロンティアサイエンス事業(医療用医薬品等の製造・販売) 

その他(衣料品、服飾雑貨等の販売、飲食業、不動産の管理・販売 等) 

２ 従来、事業区分は「化粧品事業」、「トイレタリー事業」、「その他の事業」の３事業区分に分類しておりましたが、当

中間連結会計期間より、「国内化粧品事業」、「海外化粧品事業」、「その他の事業」の３事業区分に変更しておりま

す。 

・従来の「トイレタリー事業」及び「その他の事業」に含めていたトイレタリー製品、理・美容製品、美容食品、一般用

医薬品を新たに「化粧品事業」に含めております。 

・前述のとおり、「化粧品事業」に含める製品を拡大したうえで、国内主体の「国内化粧品事業」と海外主体の「海外化

粧品事業」の二つに区分しております。 

・「その他の事業」には、「国内化粧品事業」、「海外化粧品事業」に含まない医療用医薬品、衣料品、服飾雑貨等を含

めております。 

この変更は、化粧品事業と周辺事業の融合、海外化粧品事業の業績明確化、内部組織体制の変更に対応し、事業区分の方

法を見直したものであります。 

３ 従来、管理部門に係る一部の費用及び長期的な基礎研究費用等を、配賦不能営業費用として営業費用のうち消去又は全社

の項目に含めておりましたが、当中間連結会計期間より営業費用の配賦方法を見直し、各セグメントへ配賦しておりま

す。 

また、セグメント間取引の識別方法を一部見直しております。この変更は、事業区分の方法の変更にあわせ、管理部門費

を全額事業に配賦すること等により、各事業別の業績実態をより的確に把握し、情報開示を行うことを目的としたもので

あります。 

４ 会計処理の変更に記載のとおり、当中間連結会計期間から「役員賞与に関する会計基準」を適用しております。この変更

に伴い、従来の方法に比較して、当中間連結会計期間の営業費用は、国内化粧品事業において38百万円増加、海外化粧品

事業において13百万円増加、その他の事業において１百万円増加、営業利益がそれぞれ同額減少しております。 

５ 会計処理の変更に記載のとおり、当中間連結会計期間から「ストック・オプション等に関する会計基準」等を適用してお

ります。この変更に伴い、従来の方法に比較して、当中間連結会計期間の営業費用は、国内化粧品事業において５百万円

増加、海外化粧品事業において２百万円増加、営業利益がそれぞれ同額減少しております。 

６ 会計処理の変更に記載のとおり、当中間連結会計期間から「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関

する実務上の取扱い」を適用しております。この変更に伴い、従来の方法に比較して、当中間連結会計期間の営業費用

は、その他の事業において683百万円減少、営業利益が同額増加しております。 
  

  
国内化粧品 

事業 
海外化粧品

事業 
その他の
事業 

計
消去 

又は全社 
連結 

  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

売上高             

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

229,298 106,244 11,852 347,395 ― 347,395

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

3,071 473 12,370 15,915 (15,915) ―

計 232,370 106,717 24,223 363,311 (15,915) 347,395

営業費用 213,489 101,228 23,197 337,915 (16,345) 321,570

営業利益 18,881 5,489 1,025 25,395 429 25,825



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

事業区分は、内部組織管理上採用している区分によっております。 

(国内化粧品事業) 主要な事業の内容：化粧品事業(化粧品、化粧用具、トイレタリー製品の製造・販売) 

プロフェッショナル事業(理・美容製品の製造・販売) 

ヘルスケア事業(食品、一般用医薬品の製造・販売) 

(海外化粧品事業) 主要な事業の内容：化粧品事業(化粧品、化粧用具、トイレタリー製品の製造・販売) 

プロフェッショナル事業(理・美容製品の製造・販売) 

(その他の事業)  主要な事業の内容：フロンティアサイエンス事業(医療用医薬品等の製造・販売) 

その他(衣料品、服飾雑貨等の販売、飲食業、不動産の賃貸 等) 

２ 追加情報に記載のとおり、当中間連結会計期間より、当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した

連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却

費に含めて計上しております。これにより、当中間連結会計期間の営業費用は、国内化粧品事業が315百万円、海外化粧

品事業が28百万円及びその他の事業が５百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

  

  
国内化粧品 

事業 
海外化粧品

事業 
その他の
事業 

計
消去 

又は全社 
連結 

  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

225,334 126,686 10,849 362,870 ─ 362,870

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

3,452 662 10,316 14,431 (14,431) ─

計 228,786 127,349 21,165 377,301 (14,431) 362,870

営業費用 206,212 119,149 20,085 345,447 (14,645) 330,802

営業利益 22,573 8,199 1,080 31,854 213 32,068



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

事業区分は、内部組織管理上採用している区分によっております。 

２ 従来、事業区分は「化粧品事業」、「トイレタリー事業」、「その他の事業」の３事業区分に分類しておりましたが、当

連結会計年度より、「国内化粧品事業」、「海外化粧品事業」、「その他の事業」の３事業区分に変更しております。 

  ・従来の「トイレタリー事業」及び「その他の事業」に含めていたトイレタリー製品、理・美容製品、美容食品、一般用

医薬品を新たに「化粧品事業」に含めております。 

  ・前述のとおり、「化粧品事業」に含める製品を拡大したうえで、国内主体の「国内化粧品事業」と海外主体の「海外化

粧品事業」の二つに区分しております。 

  ・「その他の事業」には、「国内化粧品事業」、「海外化粧品事業」に含まない医療用医薬品、衣料品、服飾雑貨等を含

めております。 

  この変更は、化粧品事業と周辺事業の融合、海外化粧品事業の業績明確化、内部組織体制の変更に対応し、事業区分の方

法を見直したものであります。 

３ 従来、管理部門に係る一部の費用及び長期的な基礎研究費用等を、配賦不能営業費用として営業費用のうち消去又は全社

の項目に含めておりましたが、当連結会計年度より営業費用の配賦方法を見直し、各セグメントへ配賦しております。ま

た、セグメント間取引の識別方法を一部見直しております。この変更は、事業区分の方法の変更にあわせ、管理部門費を

全額事業に配賦すること等により、各事業別の業績実態をより的確に把握し、情報開示を行うことを目的としたものであ

ります。 

４ 会計処理の変更に記載のとおり、当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」を適用しております。この変更に伴

い、従来の方法に比較して、当連結会計年度の営業費用は、国内化粧品事業において87百万円増加、海外化粧品事業にお

いて31百万円増加、その他の事業において３百万円増加、営業利益がそれぞれ同額減少しております。 

５ 会計処理の変更に記載のとおり、当連結会計年度から「ストック・オプション等に関する会計基準」等を適用しておりま

す。この変更に伴い、従来の方法に比較して、当連結会計年度の営業費用は、国内化粧品事業において36百万円増加、海

外化粧品事業において14百万円増加、その他の事業において２百万円増加、営業利益がそれぞれ同額減少しております。

６ 会計処理の変更に記載のとおり、当連結会計年度から「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する

実務上の取扱い」を適用しております。この変更に伴い、従来の方法に比較して、当連結会計年度の営業費用は、その他

の事業において1,375百万円減少、営業利益が同額増加しております。 

  

  
国内化粧品事
業(百万円) 

海外化粧品事
業(百万円) 

その他の事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

  売上高     

  (1) 外部顧客に 
    対する売上高 

447,557 224,319 22,717 694,594 ― 694,594

  (2) セグメント間の内部 
    売上高又は振替高 

6,231 1,347 23,112 30,691 (30,691) ―

計 453,788 225,667 45,829 725,285 (30,691) 694,594

  営業費用 416,918 215,222 43,584 675,725 (31,136) 644,589

  営業利益 36,870 10,444 2,245 49,559 445 50,005

(国内化粧品事業) 主要な事業の内容： 化粧品事業(化粧品、化粧用具、トイレタリー製品の製造・

販売) 

プロフェッショナル事業(理・美容製品の製造・販売) 

ヘルスケア事業(食品、一般用医薬品の製造・販売) 

(海外化粧品事業) 主要な事業の内容： 化粧品事業(化粧品、化粧用具、トイレタリー製品の製造・

販売) 

プロフェッショナル事業(理・美容製品の製造・販売) 

(その他の事業) 主要な事業の内容： フロンティアサイエンス事業(医療用医薬品等の製造・販売) 

その他(衣料品、服飾雑貨等の販売、飲食業、不動産の管

理・販売等) 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アメリカ     ：米国、カナダ、ブラジル 

(2) 欧州       ：フランス、イタリア、ドイツ等 

(3) アジア・オセアニア：中国、台湾、オーストラリア等 

３ 従来、管理部門に係る一部の費用及び長期的な基礎研究費用等を、配賦不能営業費用として営業費用のうち消去又は全社

の項目に含めておりましたが、当中間連結会計期間より営業費用の配賦方法を見直し、各セグメントへ配賦しておりま

す。また、セグメント間取引の識別方法を一部見直しております。この変更は、管理部門費を全額所在地に配賦すること

等により、各所在地別の業績実態をより的確に把握し、情報開示を行うことを目的としたものであります。 

４ 会計処理の変更に記載のとおり、当中間連結会計期間から「役員賞与に関する会計基準」を適用しております。この変更

に伴い、従来の方法に比較して、当中間連結会計期間の営業費用は、日本において53百万円増加、営業利益が同額減少し

ております。 

５ 会計処理の変更に記載のとおり、当中間連結会計期間から「ストック・オプション等に関する会計基準」等を適用してお

ります。この変更に伴い、従来の方法に比較して、当中間連結会計期間の営業費用は、日本において８百万円増加、営業

利益が同額減少しております。 

６ 会計処理の変更に記載のとおり、当中間連結会計期間から「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関

する実務上の取扱い」を適用しております。この変更に伴い、従来の方法に比較して、当中間連結会計期間の営業費用

は、日本において683百万円減少、営業利益が同額増加しております。 

  

  日本 アメリカ 欧州
アジア・
オセアニア

計
消去 

又は全社 
連結 

  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

241,525 23,775 42,701 39,393 347,395 ― 347,395

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

10,913 4,319 1,939 71 17,242 (17,242) ―

計 252,438 28,094 44,640 39,464 364,638 (17,242) 347,395

営業費用 238,251 27,305 41,146 33,258 339,962 (18,391) 321,570

営業利益 14,187 788 3,493 6,206 24,676 1,149 25,825



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アメリカ     ：米国、カナダ、ブラジル 

(2) 欧州       ：フランス、イタリア、ドイツ等 

(3) アジア・オセアニア：中国、台湾、オーストラリア等 

３ 追加情報に記載のとおり、当中間連結会計期間より、当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した

連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却

費に含めて計上しております。これにより、当中間連結会計期間の営業費用は、日本において349百万円増加し、営業利

益が同額減少しております。 

  

  日本 アメリカ 欧州
アジア・
オセアニア

計
消去 

又は全社 
連結 

  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

236,619 27,533 50,761 47,954 362,870 ─ 362,870

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

12,927 4,371 2,420 76 19,795 (19,795) ─

計 249,547 31,904 53,182 48,031 382,666 (19,795) 362,870

営業費用 232,085 30,239 48,277 41,432 352,034 (21,232) 330,802

営業利益 17,462 1,665 4,904 6,599 30,631 1,436 32,068



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

 (1) アメリカ     ：米国、カナダ、ブラジル 

 (2) 欧州       ：フランス、イタリア、ドイツ等 

 (3) アジア・オセアニア：中国、台湾、オーストラリア等 

３ 従来、管理部門に係る一部の費用及び長期的な基礎研究費用等を、配賦不能営業費用として営業費用のうち消去又は全社

の項目に含めておりましたが、当連結会計年度より営業費用の配賦方法を見直し、各セグメントへ配賦しております。ま

た、セグメント間取引の識別方法を一部見直しております。この変更は、管理部門費を全額所在地に配賦すること等によ

り、各所在地別の業績実態をより的確に把握し、情報開示を行うことを目的としたものであります。 

４ 会計処理の変更に記載のとおり、当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」を適用しております。この変更に伴

い、従来の方法に比較して、当連結会計年度の営業費用は、日本において122百万円増加、営業利益が同額減少しており

ます。 

５ 会計処理の変更に記載のとおり、当連結会計年度から「ストック・オプション等に関する会計基準」等を適用しておりま

す。この変更に伴い、従来の方法に比較して、当連結会計年度の営業費用は、日本において52百万円増加、営業利益が同

額減少しております。 

６ 会計処理の変更に記載のとおり、当連結会計年度から「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する

実務上の取扱い」を適用しております。この変更に伴い、従来の方法に比較して、当連結会計年度の営業費用は、日本に

おいて1,375百万円減少、営業利益が同額増加しております。 
  

  
日本 

(百万円) 
アメリカ
(百万円) 

欧州
(百万円) 

アジア・
オセアニア
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

  売上高       

  (1) 外部顧客に 
    対する売上高 

471,204 51,730 88,364 83,295 694,594 ― 694,594

  (2) セグメント間の内部 
    売上高又は振替高 

22,115 8,138 4,335 111 34,701 (34,701) ―

計 493,320 59,869 92,699 83,406 729,296 (34,701) 694,594

  営業費用 465,985 57,060 86,388 72,194 681,628 (37,039) 644,589

  営業利益 27,335 2,808 6,310 11,212 47,667 2,337 50,005



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アメリカ     ：米国、カナダ、ブラジル等 

(2) 欧州       ：フランス、イタリア、ドイツ等 

(3) アジア・オセアニア：中国、台湾、オーストラリア等 

３ 海外売上高は、当社及び日本に所在する連結子会社の輸出高並びに日本以外の国に所在する連結子会社の日本以外に対す

る売上高の合計額であります。ただし、連結会社間の内部売上高は除いております。 

  

  アメリカ 欧州
アジア・
オセアニア 

計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 23,999 39,565 42,971 106,536 

Ⅱ 連結売上高(百万円)   347,395 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

6.9 11.4 12.4 30.7 

  アメリカ 欧州
アジア・
オセアニア 

計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 29,230 44,609 53,163 127,003 

Ⅱ 連結売上高(百万円)   362,870 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

8.1 12.3 14.6 35.0 

  アメリカ 欧州
アジア・
オセアニア 

計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 53,969 79,325 91,503 224,798 

Ⅱ 連結売上高(百万円)   694,594 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

7.8 11.4 13.2 32.4 



(１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 
１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２ １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 906.40円 １株当たり純資産額 929.56円 １株当たり純資産額 940.79円

１株当たり中間純利益 22.59円 １株当たり中間純利益 31.43円 １株当たり当期純利益 60.89円

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

22.50円
潜在株式調整後
１株当たり中間純利益 

31.30円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

60.71円

(追加情報) 
「１株当たり当期純利益に関する会
計基準の適用指針」(企業会計基準
適用指針第４号)が平成18年１月31
日付けで改正されたことに伴い、当
中間連結会計期間から繰延ヘッジ損
益(税効果調整後)の金額を普通株式
に係る当中間連結会計期間末の純資
産額に含めております。 
なお、前連結会計年度末において採
用していた方法により算定した当中
間連結会計期間末の１株当たり純資
産額は907.15円であります。 

  (追加情報)  
「１株当たり当期純利益に関する会
計基準の適用指針」(企業会計基準
適用指針第４号)が平成18年１月31
日付けで改正されたことに伴い、当
連結会計年度から繰延ヘッジ損益
(税効果調整後)の金額を普通株式に
係る当連結会計年度末の純資産額に
含めております。 
なお、前連結会計年度末において採
用していた方法により算定した当連
結会計年度末の１株当たり純資産額
は941.35円であります。 

  
前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額 
(百万円) 388,512 392,224 403,796

純資産の部の合計額から控除す
る金額(百万円) 14,594 17,178 15,410

(うち新株予約権(百万円)) (8) (92) (52)
(うち少数株主持分 
(百万円)) (14,585) (17,085) (15,358)

普通株式に係る中間期末(期末)
の純資産額(百万円) 373,918 375,046 388,386

１株当たり純資産額の算定に用
いられた中間期末(期末)の普通
株式の数(千株) 

412,532 403,465 412,832

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり中間(当期) 
純利益  

中間(当期)純利益(百万円) 9,382 12,939 25,293
普通株主に帰属しない金額 
(百万円) 66 8 173

(うち中国子会社の利益処分に
よる剰余金繰入額等 
(百万円)) 

(66) (8) (173)

普通株式に係る中間(当期) 
純利益(百万円) 9,315 12,931 25,120

普通株式の期中平均 
株式数(千株) 412,474 411,429 412,572

   
潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益  

中間(当期)純利益調整額 
(百万円) ― ― ―

普通株式増加数(千株) 1,484 1,701 1,223
(うち新株予約権取得方式によ
るストックオプション(千株)) (1,484) (1,701) (1,223)

希薄化効果を有しないため、潜
在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益の算定に含めなか
った潜在株式の概要 

新株予約権方式によるストッ
クオプション 
(新株予約権141個)。 
普通株式141千株 
詳細は、「第４ 提出会社の
状況の１ 株式等の状況
(2) 新株予約権等の状況」に
記載のとおりであります。 

新株予約権方式によるストッ
クオプション 
(新株予約権159個)。 
普通株式159千株 
詳細は、「第４ 提出会社の
状況の１ 株式等の状況
(2) 新株予約権等の状況」に
記載のとおりであります。 

新株予約権方式によるストッ
クオプション 
(新株予約権429個)。 
普通株式429千株 
詳細は、「第４ 提出会社の
状況の１ 株式等の状況
(2) 新株予約権等の状況」に
記載のとおりであります。 



(重要な後発事象) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

─── (自己株式の消却について) 

当社は、平成19年10月25日開催の取

締役会において、会社法第178条の

規定に基づき、自己株式の消却を決

議し、以下のとおり実行いたしまし

た。 

(1) 消却の方法 

その他資本剰余金から減額 

(2) 消却した株式の種類 

普通株式 

(3) 消却した株式の数 

14,562,353株 

(消却前の発行済株式総数に対

する割合3.42％) 

(4) 消却した日 

平成19年11月７日 

(5) 消却後の発行済株式総数 

410,000,000株 

  

(リース子会社の譲渡について) 

１ その旨及び理由 

 当社グループでは、2005年度よ

り「成長性の拡大と収益性の向

上」を目指す３ヵ年計画を推進し

ております。その中で、化粧品事

業への経営資源の集中を進める一

環として、ノンコア事業であるリ

ース事業の事業継続について検討

を続けてまいりましたが、リース

専門企業への譲渡が、リース子会

社の将来の発展並びに当社グルー

プの企業価値向上に資することに

なるとの意思決定に至りました。 

 当社は、平成19年11月30日開催

の取締役会において、当社の連結

子会社である資生堂リース㈱の発

行済株式総数の90％を東京リース

㈱へ譲渡することを決議するとと

もに、同日付で株式譲渡契約書を

締結いたしました。 

 なお、契約の内容については次

のとおりであります。 

  

２ 株式譲渡契約 

 (1) 契約会社名 

   ㈱資生堂(当社) 
  

(物流業務のアウトソーシングと物

流子会社及び固定資産の譲渡につ

いて) 

１ その旨及び理由 

 当社グループは、2005年度より

「成長性の拡大と収益性の向上」

を目指す３ヵ年計画を推進してお

ります。そのうち収益性の向上を

図る「抜本的な構造改革」の１つ

として物流改革を検討する中、今

後の流通環境の変化に的確に対応

するためには、物流専門企業にア

ウトソーシングすることで、組織

小売業への対応など、物流業務の

更なる品質・サービスの向上と効

率化を同時に推進することが急務

であるとの意思決定に至りまし

た。 

 当社は、平成18年12月14日開催

の取締役会において、当社の連結

子会社である資生堂物流サービス

㈱が実施している国内物流業務

を、㈱日立物流にアウトソーシン

グすることとし、同時に、㈱日立

物流が提案するスキームに基づ

き、資生堂物流サービス㈱の発行

済株式の90％を㈱日立物流に、物

流施設をプロロジス及び日立キャ

ピタル㈱に譲渡することを決議

し、平成19年４月２日に譲渡いた

しました。 

 なお、各契約の内容について

は、次のとおりであります。 

２ 業務委託契約 

 (1) 契約会社名 

㈱資生堂(当社)、連結子会社

８社及び持分法適用関連会社

１社 

 (2) 契約の相手会社の概要 

商号 ㈱日立物流 

代表者 鈴木 登夫 

本店
所在地 

東京都江東区東陽 
七丁目２番18号 

主な事業
内容 

システム物流 
(国内、国際) 

当社との
関係 

トイレタリー製品の 
物流業務委託 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

   (2) 譲渡する相手会社の概要 

 (3) 契約締結日 

   平成19年11月30日 

 (4) 譲渡日 

   平成20年１月31日(予定) 

 (5) 当該子会社の概要 

 (6) 譲渡する株式の数、譲渡価

額、譲渡損益及び譲渡後の持

分比率 

 (7) その他 

当該子会社の売却に伴い、今

後の当社グループの業務を円

滑に推進するために、譲渡先

である東京リース㈱と同日付

で業務提携に関する基本合意

書を締結しております。 

商号 東京リース㈱

代表者 海老原 政徳

本店 
所在地 

東京都新宿区西新宿
六丁目10番１号 

主な事業 
内容 

リース事業

商号 資生堂リース㈱

代表者 横溝 彰彦

本店 
所在地 

東京都中央区銀座
七丁目５番５号 

主な事業 
内容 

リース事業

当社との 
関係 

事務機器等のリース
委託先 

譲渡する 
株式の数 

1,800株(発行済株式
総数の90％) 

譲渡価額 1,602百万円

譲渡損益 

本件譲渡に伴い、平
成20年３月期におい
て833百万円の特別
利益を計上する見込
みであります。 

譲渡後の 
持分比率 

10％

(注) 資生堂物流サービス㈱は、

平成19年４月２日付で日立

物流コラボネクスト㈱に社

名変更しております。 

 (3) 契約締結日 

平成19年３月22日 

 (4) 契約内容 

国内物流業務 

 (5) 契約の締結が営業活動等へ及

ぼす重要な影響 

当該契約の締結が平成20年３

月期の連結業績に与える影響は

軽微であります。 

 (6) 契約期間 

平成19年４月から平成24年３

月までの５年間 

  

３ 株式譲渡契約 

 (1) 契約会社名 

   ㈱資生堂(当社) 

 (2) 譲渡する相手会社の概要 

  

商号
資生堂物流サービス
㈱(注) 

代表者 久保 茂樹 

本店
所在地 

神奈川県川崎市川崎
区東扇島23番地９ 

主な事業
内容 

化粧品等の荷造・梱
包及びその運送・保
管 

当社との
関係 

同上 

商号 ㈱日立物流 

代表者 鈴木 登夫 

本店
所在地 

東京都江東区東陽 
七丁目２番18号 

主な事業
内容 

システム物流 
(国内、国際) 

当社との
関係 

トイレタリー製品の 
物流業務委託 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

     (3) 契約締結日 

   平成18年12月14日 

 (4) 譲渡日 

   平成19年４月２日 

 (5) 当該子会社の概要 

(注) 資生堂物流サービス㈱は、

平成19年４月２日付で日立

物流コラボネクスト㈱に社

名変更しております。 

 (6) 譲渡する株式の数、譲渡価

額、譲渡損益及び譲渡後の持

分比率 

 (7) その他 

   日立物流コラボネクスト㈱へ

は非常勤取締役１名を派遣して

おります。 

  

４ 固定資産の譲渡契約 

 (1) 契約会社名 

   ㈱資生堂(当社) 

 (2) 譲渡資産の概要 

商号
資生堂物流サービス
㈱(注) 

代表者 久保 茂樹 

本店
所在地 

神奈川県川崎市川崎
区東扇島23番地９ 

主な事業
内容 

化粧品等の荷造・梱
包及びその運送・保
管 

当社との
関係 

同上 

譲渡する
株式の数 

1,260株(発行済株式
総数の90％) 

譲渡価額 2,782百万円 

譲渡損益

本件譲渡に伴い、平
成20年３月期におい
て2,309百万円の特
別利益を計上する見
込みであります。 

譲渡後の
持分比率 

10％ 

譲渡資産
の名称及
び資産の
種類 

物流・商品センター
９ヵ所、土地、建物
及び機械設備 

帳簿価額 17,274百万円 

譲渡前の
使途 

物流・商品センター 



  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

     (3) 譲渡する相手会社の概要 

  ① 土地及び建物 

  ② 機械設備 

 (4) 譲渡契約日 

   平成19年２月28日 

 (5) 譲渡日 

   平成19年４月２日 

 (6) 譲渡価額 

   18,269百万円 

 (7) 譲渡損益 

   譲渡損益が平成20年３月期の

連結業績に与える影響は軽微で

あります。 

商号
プロロジス・コスモ
ス特定目的会社 

代表者
堤 一浩、 リー・
コック・サン 

本店
所在地 

東京都港区東新橋一
丁目５番２号 汐留
シティセンター 

主な事業
内容 

物流施設の開発、所
有及び運営管理 

当社との
関係 

なし 

商号 日立キャピタル㈱ 

代表者 髙野 和夫 

本店
所在地 

東京都港区西新橋 
二丁目15番12号 

主な事業
内容 

ファイナンス事業、
金融サービス附帯事
業 

当社との
関係 

なし 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金   16,254   16,506 32,202   

２ 受取手形 ※３ 148   153 219   

３ 売掛金   107,387   107,307 101,313   

４ 有価証券   33,468   37,470 54,217   

５ たな卸資産   11,491   12,238 11,607   

６ 短期貸付金   6,210   3,536 6,756   

７ その他の流動資産   20,216   14,619 18,911   

貸倒引当金   △935   △100 △36   

流動資産合計    194,242 35.7 191,731 38.4  225,193 40.3

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産 ※１       

(1) 建物   31,355   24,802 30,278   

(2) 土地   36,004   23,769 34,039   

(3) その他の 
  有形固定資産   17,689   13,980 16,694   

有形固定資産合計    85,049 (15.6) 62,552 (12.5)  81,012 (14.5)

２ 無形固定資産    7,037 (1.3) 8,117 (1.6)  7,129 (1.2)

３ 投資その他の資産         

(1) 投資有価証券   63,693   49,199 59,427   

(2) 関係会社株式   126,439   126,157 126,167   

(3) その他の 
  関係会社有価証券   13,292   11,600 11,600   

(4) 長期貸付金   22,034   17,656 17,604   

(5) 前払年金費用   9,261   11,770 10,191   

(6) その他の投資   24,358   23,560 24,233   

貸倒引当金   △1,503   △2,798 △3,153   

投資その他の 
資産合計    257,577 (47.4) 237,146 (47.5)  246,071 (44.0)

固定資産合計    349,664 64.3 307,816 61.6  334,213 59.7

資産合計    543,907 100.0 499,547 100.0  559,407 100.0



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円） 構成比

(％) 

(負債の部)         

Ⅰ 流動負債         

１ 支払手形   1,905   1,477 1,736   

２ 買掛金   33,053   32,987 31,794   

３ 一年以内に償還予定 
  の社債   50,000   ─ 50,000   

４ 未払金   32,996   24,462 26,416   

５ 未払法人税等   2,154   3,285 3,882   

６ 関係会社預り金   29,025   31,420 22,184   

７ 返品調整引当金   ─   5,547 7,430   

８ 賞与引当金   3,396   3,462 3,312   

９ 役員賞与引当金   49   50 113   

10 その他の流動負債   1,471   1,726 2,130   

流動負債合計    154,053 28.3 104,420 20.9  149,000 26.6

Ⅱ 固定負債         

１ 社債   ―   20,000 20,000   

２ 退職給付引当金   13,191   13,231 13,256   

３ 役員退職慰労引当金   64   ― 64   

４ 債務保証損失引当金   462   533 486   

５ その他の固定負債   1,296   1,653 1,281   

固定負債合計    15,014 2.8 35,418 7.1  35,089 6.3

負債合計    169,067 31.1 139,839 28.0  184,089 32.9

(純資産の部)         

Ⅰ 株主資本         

１ 資本金    64,506 11.9 64,506 12.9  64,506 11.5

２ 資本剰余金         

(1) 資本準備金   70,258   70,258 70,258   

(2) その他資本剰余金   2   286 35   

資本剰余金合計    70,260 12.9 70,544 14.1  70,293 12.6

３ 利益剰余金         

(1) 利益準備金   16,230   16,230 16,230   

(2) その他利益剰余金         

 別途積立金   217,044   217,044 217,044   

 繰越利益剰余金   8,397   21,014 10,592   

利益剰余金合計    241,672 44.4 254,289 50.9  243,866 43.6

４ 自己株式    △17,167 △3.2 △40,552 △8.1  △16,896 △3.0

株主資本合計    359,271 66.0 348,787 69.8  361,771 64.7

Ⅱ 評価・換算差額等         

その他有価証券評価 
差額金    15,559 10,827  13,494 

評価・換算差額等 
合計    15,559 2.9 10,827 2.2  13,494 2.4

Ⅲ 新株予約権    8 0.0 92 0.0  52 0.0

純資産合計    374,839 68.9 359,708 72.0  375,317 67.1

負債純資産合計    543,907 100.0 499,547 100.0  559,407 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  
注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
（％）

金額（百万円） 百分比
（％）

Ⅰ 売上高    142,354 100.0 139,314 100.0  282,091 100.0

Ⅱ 売上原価    63,450 44.6 58,027 41.7  122,649 43.5

売上総利益    78,904 55.4 81,287 58.3  159,442 56.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費    73,900 51.9 70,507 50.6  143,804 51.0

営業利益    5,004 3.5 10,779 7.7  15,637 5.5

Ⅳ 営業外収益 ※１  10,173 7.1 12,026 8.6  16,456 5.8

Ⅴ 営業外費用 ※２  1,452 1.0 776 0.5  3,202 1.1

経常利益    13,725 9.6 22,029 15.8  28,891 10.2

Ⅵ 特別利益 ※３  ― ― 3,584 2.5  1,026 0.4

Ⅶ 特別損失 ※４  2,098 1.4 482 0.3  4,690 1.7

税引前中間(当期) 
純利益    11,626 8.2 25,131 18.0  25,228 8.9

法人税、住民税及び 
事業税   2,340   3,640 5,660   

法人税等調整額   1,332 3,672 2.6 4,463 8,103 5.8 2,819 8,479 3.0

中間(当期)純利益    7,954 5.6 17,027 12.2  16,749 5.9



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本

合計 
資本準備金 その他資本

剰余金 
資本剰余金

合計 利益準備金

その他利益剰余金 

別途積立金
繰越利益剰

余金 
利益 

剰余金 
合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 64,506 70,258 ― 70,258 16,230 217,044 6,751 240,025 △17,158 357,631 

中間会計期間中の変動額                     

 剰余金の配当(注)             △6,186 △6,186   △6,186 

 利益処分による役員賞与(注)             △121 △121   △121 

 中間純利益             7,954 7,954   7,954 

 自己株式の取得                 △316 △316 

 自己株式の処分     2 2         308 310 

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額(純額)                     

中間会計期間中の変動額合計(百万円) ― ― 2 2 ― ― 1,646 1,646 △8 1,640 

平成18年９月30日残高(百万円) 64,506 70,258 2 70,260 16,230 217,044 8,397 241,672 △17,167 359,271 

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金 

評価・換算

差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 18,006 18,006 ― 375,638 

中間会計期間中の変動額         

 剰余金の配当(注)       △6,186 

 利益処分による役員賞与(注)       △121 

 中間純利益       7,954 

 自己株式の取得       △316 

 自己株式の処分       310 

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額(純額) △2,446 △2,446 8 △2,438 

中間会計期間中の変動額合計(百万円) △2,446 △2,446 8 △798 

平成18年９月30日残高(百万円) 15,559 15,559 8 374,839 



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本

合計 
資本準備金 その他資本

剰余金 
資本剰余金

合計 利益準備金

その他利益剰余金 

別途積立金
繰越利益剰

余金 
利益 

剰余金 
合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 64,506 70,258 35 70,293 16,230 217,044 10,592 243,866 △16,896 361,771 

中間会計期間中の変動額                     

 剰余金の配当             △6,605 △6,605   △6,605 

 中間純利益             17,027 17,027   17,027 

 自己株式の取得                 △24,791 △24,791 

 自己株式の処分     250 250         1,134 1,385 

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額(純額)                     

中間会計期間中の変動額合計(百万円) ─ ─ 250 250 ─ ─ 10,422 10,422 △23,656 △12,983 

平成19年９月30日残高(百万円) 64,506 70,258 286 70,544 16,230 217,044 21,014 254,289 △40,552 348,787 

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金 

評価・換算

差額等合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 13,494 13,494 52 375,317 

中間会計期間中の変動額         

 剰余金の配当       △6,605 

 中間純利益       17,027 

 自己株式の取得       △24,791 

 自己株式の処分       1,385 

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額(純額) △2,666 △2,666 40 △2,625 

中間会計期間中の変動額合計(百万円) △2,666 △2,666 40 △15,609 

平成19年９月30日残高(百万円) 10,827 10,827 92 359,708 



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本

合計 
資本準備金 その他資本

剰余金 
資本剰余金

合計 利益準備金

その他利益剰余金 

別途積立金
繰越利益剰

余金 
利益 

剰余金 
合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 64,506 70,258 ― 70,258 16,230 217,044 6,751 240,025 △17,158 357,631 

事業年度中の変動額                     

 利益処分による剰余金の配当             △6,186 △6,186   △6,186 

 利益処分による役員賞与             △121 △121   △121 

 剰余金の配当             △6,600 △6,600   △6,600 

 当期純利益             16,749 16,749   16,749 

 自己株式の取得                 △696 △696 

 自己株式の処分     35 35         959 995 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)                     

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 35 35 ― ― 3,840 3,840 262 4,139 

平成19年３月31日残高(百万円) 64,506 70,258 35 70,293 16,230 217,044 10,592 243,866 △16,896 361,771 

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金 

評価・換算

差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 18,006 18,006 ― 375,638 

事業年度中の変動額         

 利益処分による剰余金の配当       △6,186 

 利益処分による役員賞与       △121 

 剰余金の配当       △6,600 

 当期純利益       16,749 

 自己株式の取得       △696 

 自己株式の処分       995 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) △4,512 △4,512 52 △4,459 

事業年度中の変動額合計(百万円) △4,512 △4,512 52 △320 

平成19年３月31日残高(百万円) 13,494 13,494 52 375,317 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

…移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

…同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

…同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等

に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は

主として移動平均法により算

定) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…同左 

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

…期末日の市場価格等に基

づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は

主として移動平均法により算

定) 

時価のないもの 

…主として移動平均法によ

る原価法。ただし投資事

業有限責任組合等への出

資は組合等の財産の持分

相当額を有価証券として

計上し、組合等の営業に

より獲得した損益の持分

相当額を損益として計上

しております。 

時価のないもの 

…移動平均法による原価

法。ただし投資事業有限

責任組合等への出資は組

合等の財産の持分相当額

を有価証券として計上

し、組合等の営業により

獲得した損益の持分相当

額を損益として計上して

おります。 

時価のないもの 

…主として移動平均法によ

る原価法。ただし投資事

業有限責任組合等への出

資は組合等の財産の持分

相当額を有価証券として

計上し、組合等の営業に

より獲得した損益の持分

相当額を損益として計上

しております。 

(2) たな卸資産 

商品、製品、仕掛品、原材料

は総平均法による原価法を採

用しております。 

(2) たな卸資産 

同左 

(2) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

建物(附属設備を除く)は定額

法、建物以外については定率

法を採用しております。な

お、主要な固定資産について

は、その資産の耐久度、陳腐

化の程度及び特殊性を勘案し

た独自の耐用年数(法定耐用

年数を２～３割程度短縮)を

設定しております。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

建物(附属設備を除く)は定額

法、建物以外の有形固定資産

については定率法を採用して

おります。 

また、主要な固定資産につい

ては、その資産の耐久度、陳

腐化の程度及び特殊性等を勘

案した独自の耐用年数を設定

しております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

  建物     ３～40年 

  構築物    ５～30年 

  機械及び装置 ４～10年 

  車両運搬具    ３年 

  工具器具備品 ２～15年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

    (会計処理の変更) 

法人税法の改正((所得税法等

の一部を改正する法律 平成

19年３月30日 法律第６号)

及び(法人税法施行令の一部

を改正する政令 平成19年３

月30日 政令第83号))に伴

い、平成19年４月１日以降に

取得した有形固定資産の減価

償却の方法については、改正

後の法人税法に基づく方法に

変更しております。 

なお、この変更により営業利

益、経常利益、税引前中間純

利益及び中間純利益に与える

影響は軽微であります。 

  (追加情報)  

平成19年度の法人税法改正に

伴い、平成19年３月31日以前

に取得した資産については、

改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した事業

年度の翌事業年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含め

て計上しております。これに

より、営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益が327百

万円並びに中間純利益が193

百万円減少しております。 

  

(2) 無形固定資産 

法人税法に規定する定額法 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づく

定額法によっております。 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づい

ております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等については個

別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しており

ます。 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(2) 返品調整引当金 

────── 

(2) 返品調整引当金 

化粧品等の返品による損失に

備えるため、過去の返品率及

び将来の返品可能性を勘案し

て見積った損失見込額を計上

しております。 

(2) 返品調整引当金 

同左 

    (追加情報) 

従来、化粧品等の返品に対す

る利益減少見込額は、過去の

返品実績等を勘案し、「未払

金」に含めて表示しておりま

したが、過去のデータの蓄積

や分析精度の向上等に伴い、

より精緻な見積りが可能とな

ったことから、前事業年度の

下期より市場の流通状況や商

品の再販状況を考慮した方法

を採用しております。従っ

て、前中間会計期間は従来の

方法によっており、当中間会

計期間と同一の方法を前事業

年度の上期より採用した場合

と比べ営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益が356百

万円並びに中間純利益が210

百万円少なく計上されていま

す。なお、表示科目は、その

内容を明瞭に表示するため

「返品調整引当金」に変更

し、区分掲記しております。 

  (追加情報) 

従来、化粧品等の返品に対す

る利益減少見込額は、過去の

返品実績等を勘案し、「未払

金」に含めて表示しておりま

した。過去のデータの蓄積や

分析精度の向上等に伴い、よ

り精緻な見積りが可能となっ

たことから、当事業年度より

市場の流通状況や商品の再販

状況を考慮した方法を採用す

ることとし、また、その内容

を明瞭に表示するため、表示

科目を「返品調整引当金」に

変更し、区分掲記しておりま

す。 

この結果、従来の方法によっ

た場合と比べ、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益

が861百万円並びに当期純利

益が508百万円増加しており

ます。 

(3) 賞与引当金 

従業員に対する賞与支払いに

備えるため、当事業年度にお

ける支給見込額に基づき、当

中間会計期間の負担見込額を

計上しております。なお、取

締役を兼務しない執行役員に

対する賞与引当金を含んでお

り、その計上基準は役員賞与

引当金と同様であります。 

(3) 賞与引当金 

同左 

(3) 賞与引当金 

従業員に対する賞与支払いに

備えるため、将来の支給見込

額に基づき、当事業年度の負

担見込額を計上しておりま

す。なお、取締役を兼務しな

い執行役員に対する賞与引当

金を含んでおり、その計上基

準は役員賞与引当金と同様で

あります。 

(4) 役員賞与引当金 

取締役を兼務する執行役員に

対する賞与支払いに備えるた

め、当事業年度における支給

見込額に基づき、当中間会計

期間の負担見込額を計上して

おります。 

(4) 役員賞与引当金 

取締役(社外取締役を除く)に

対する賞与支払いに備えるた

め、当事業年度における支給

見込額に基づき、当中間会計

期間の負担見込額を計上して

おります。 

(4) 役員賞与引当金 

取締役を兼務する執行役員に

対する賞与支払いに備えるた

め、将来の支給見込額に基づ

き、当事業年度の負担見込額

を計上しております。 



  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(5) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10年)によ

る定額法により費用処理して

おります。 

数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10年)

による定額法により翌事業年

度から費用処理することとし

ております。 

なお、執行役員に対する退職

慰労引当金を含んでおり、そ

の計上基準は役員退職慰労引

当金と同様であります。 

(5) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10年)によ

る定額法により費用処理して

おります。 

数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10年)

による定額法により翌事業年

度から費用処理することとし

ております。 

(5) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づいて計上しており

ます。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10年)によ

る定額法により費用処理して

おります。 

数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10年)

による定額法により翌事業年

度から費用処理することとし

ております。 

なお、執行役員に対する退職

慰労引当金を含んでおり、そ

の計上基準は役員退職慰労引

当金と同様であります。 

    (追加情報) 

従来、執行役員に対する退職

慰労引当金(第104期までの在

任期間中の職務遂行の対価部

分相当額)を含んでおりまし

たが、「租税特別措置法上の

準備金及び特別法上の引当金

又は準備金並びに役員退職慰

労引当金等に関する監査上の

取扱い」(日本公認会計士協

会 監査・保証実務委員会報

告第42号 改正 平成19年４

月13日)が公表されたことに

より、当中間会計期間から

「その他の固定負債」に表示

しております。 

  

(6) 役員退職慰労引当金 

第104期における取締役会に

おいて、平成16年３月期に係

る定時株主総会の日をもって

退職慰労金制度を廃止するこ

ととし、第104期までの在任

期間中の職務遂行の対価部分

相当を、支給すべき退職慰労

金の額として決定したことに

より、当該金額を引当計上し

ております。 

(6) 役員退職慰労引当金 

────── 

(6) 役員退職慰労引当金 

第104期における取締役会に

おいて、平成16年３月期に係

る定時株主総会の日をもって

退職慰労金制度を廃止するこ

ととし、第104期までの在任

期間中の職務遂行の対価部分

相当を、支給すべき退職慰労

金の額として決定したことに

より、当該金額を引当計上し

ております。 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

    (追加情報) 

従来、第104期までの在任期

間中の職務遂行の対価部分相

当を、「役員退職慰労引当

金」として表示しておりまし

たが、「租税特別措置法上の

準備金及び特別法上の引当金

又は準備金並びに役員退職慰

労引当金等に関する監査上の

取扱い」(日本公認会計士協

会 監査・保証実務委員会報

告第42号 改正 平成19年４

月13日)が公表されたことに

より、当中間会計期間から

「その他の固定負債」に表示

しております。 

  

(7) 債務保証損失引当金 

債務保証に係る損失に備える

ため、被保証先の財政状態等

を勘案し、損失負担見込額を

計上しております。 

(7) 債務保証損失引当金 

同左 

(7) 債務保証損失引当金 

同左 

  

４ 外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

４ 外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準 

同左 

４ 外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処

理しております。 

５ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

５ リース取引の処理方法 

同左 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、流動負債

の「その他の流動負債」に含め

て表示しております。 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっておりま

す。 



会計処理の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(役員賞与に関する会計基準) 

当中間会計期間より、「役員賞与に

関する会計基準」(企業会計基準第

４号 平成17年11月29日)を適用し

ております。この変更により、従来

の方法によった場合と比べ、当中間

会計期間の販売費及び一般管理費は

49百万円増加し、営業利益、経常利

益、税引前中間純利益及び中間純利

益が同額減少しております。 

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号 平成17

年12月９日)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日)を適

用しております。 

従来の「資本の部」の合計に相当す

る金額は374,831百万円でありま

す。 

なお、当中間会計期間末における中

間財務諸表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

  

(ストック・オプション等に関する

会計基準等) 

当中間会計期間より、「ストック・

オプション等に関する会計基準」

(企業会計基準第８号 平成17年12

月27日)及び「ストック・オプショ

ン等に関する会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第11号 最

終改正平成18年５月31日)を適用し

ております。この変更により、従来

の方法によった場合と比べ、当中間

会計期間の販売費及び一般管理費が

８百万円増加し、営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益が同額減

少、中間純利益が７百万円減少して

おります。 

(投資有価証券売却損益の計上区分

の変更) 

前中間会計期間において、「有価証

券売却益」に含めて営業外収益に計

上していた「投資有価証券売却

益」、「有価証券売却損」に含めて

営業外費用に計上していた「投資有

価証券売却損」は、当社の経常損益

をより適切に表示するため、当中間

会計期間より「投資有価証券売却

益」を特別利益、「投資有価証券売

却損」を特別損失として計上してお

ります。 

この結果、従来の方法と同一の方法

によった場合に比べ、経常利益は

424百万円少なく計上されておりま

すが、税引前中間純利益及び中間純

利益に与える影響はありません。 

(役員賞与に関する会計基準) 

当事業年度より、「役員賞与に関す

る会計基準」(企業会計基準第４号

平成17年11月29日)を適用しており

ます。この変更により、従来の方法

によった場合と比べ、当事業年度の

販売費及び一般管理費は113百万円

増加し、営業利益、経常利益、税引

前当期純利益及び当期純利益が同額

減少しております。 

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号 平成17年12

月９日)及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」(企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日)を適用し

ております。 

従来の「資本の部」の合計に相当す

る金額は375,265百万円でありま

す。 

なお、当事業年度における財務諸表

の純資産の部については、財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しておりま

す。 

  

(ストック・オプション等に関する

会計基準等) 

当事業年度より、「ストック・オプ

ション等に関する会計基準」(企業

会計基準第８号 平成17年12月27

日)及び「ストック・オプション等

に関する会計基準の適用指針」(企

業会計基準適用指針第11号 最終改

正平成18年５月31日)を適用してお

ります。この変更により、従来の方

法によった場合と比べ、当事業年度

の販売費及び一般管理費が52百万円

増加し、営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益が同額減少、当期純

利益が45百万円減少しております。 



  

  

表示方法の変更 

  

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正) 

当中間会計期間より、改正後の「自

己株式及び準備金の額の減少等に関

する会計基準」(企業会計基準第１

号 最終改正平成18年８月11日)及

び「自己株式及び準備金の額の減少

等に関する会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第２号 最

終改正平成18年８月11日)を適用し

ております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

  (自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正) 

当事業年度より、改正後の「自己株

式及び準備金の額の減少等に関する

会計基準」(企業会計基準第１号

最終改正平成18年８月11日)及び

「自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準の適用指針」(企

業会計基準適用指針第２号 最終改

正平成18年８月11日)を適用してお

ります。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

なお、当事業年度における財務諸表

の純資産の部については、財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しておりま

す。 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

(中間貸借対照表) 

前中間会計期間において「投資有価証券」に含めて表示

していた「関係会社株式」(115,985百万円)は、当社の

投資の状況をより明瞭に表示するため、当中間会計期間

より区分掲記しております。 

  

(中間貸借対照表) 

────── 



追加情報 

  

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(その他の関係会社有価証券) 

従来、投資事業組合に対する出資は

「投資有価証券」に含めて表示して

おりましたが、当社の連結の範囲に

加えることとした投資事業組合につ

いては、当中間会計期間より表示科

目を「その他の関係会社有価証券」

に変更し、区分掲記しております。 

  

(賞与引当金) 

従来、未払従業員賞与は「その他の

流動負債」に含めて表示しておりま

したが、業績連動型賞与等の導入に

より、その計上額が確定要件を満た

さなくなったため、当中間会計期間

より表示科目を賞与引当金に変更

し、区分掲記しております。 

(固定資産売却益及び固定資産処分

損) 

前中間会計期間においては「固定資

産売却益」を営業外収益として、

「固定資産処分損」を営業外費用と

して表示しておりましたが、当社の

経常損益をより適切に表示するた

め、当中間会計期間より「固定資産

売却益」を特別利益、「固定資産処

分損」を特別損失に計上しておりま

す。 

この結果、従来の方法と同一の方法

によった場合に比べ、経常利益は

194百万円多く計上されております

が、税引前中間純利益及び中間純利

益に与える影響はありません。 

  

(子会社の増資について) 

１ その旨及び理由 

  当社は、平成19年８月31日開催

の取締役会において、資生堂(中

国)投資有限公司(100％出資子会

社)が自己資本の充実、経営基盤

強化を目的とした増資を行ない、

当社がその全額を引き受けること

を決議いたしました。 

２ 当該子会社の概要 

３ 増資の内容 

 (1) 増資額：31,000千米ドル 

(増資後資本金 73,650千米

ドル) 

 (2) 持分比率：増資前100％ 

        増資後100％ 

 (3) 実施時期：平成20年３月 

        (予定) 

商号 
資生堂(中国)投資
有限公司 

代表者 高森 竜臣

本店 
所在地 

中国、上海

主な事業 
内容 

中国持株会社、化粧
品等の販売 

(その他の関係会社有価証券) 

従来、投資事業組合に対する出資は

「投資有価証券」に含めて表示して

おりましたが、当社の連結の範囲に

加えることとした投資事業組合につ

いては、当事業年度より表示科目を

「その他の関係会社有価証券」に変

更し、区分掲記しております。 

  

(賞与引当金) 

従来、未払従業員賞与は「その他の

流動負債」に含めて表示しておりま

したが、業績連動型賞与等の導入に

より、その計上額が確定要件を満た

さなくなったため、当事業年度より

表示科目を賞与引当金に変更し、区

分掲記しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

146,916百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

111,061百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

139,249百万円 

２ 保証債務 

下記の関係会社等の銀行借入

金等に対し、債務保証を行っ

ております。 

外貨建の債務保証額は中間期末日

の為替相場によって換算しており

ます。 

保証先 債務保証額
(百万円) 

資生堂インターナショナル 
コーポレーション 16,150

資生堂インターナショナル 
ヨーロッパ 1,000

資生堂コスメティックス 
(アメリカ) 181

サハ・アジアパシフィック 154

資生堂オーストラリア 125

従業員 14

資生堂 
ユナイテッドキングダム 13

資生堂ドイチュラント 5

計 17,647

２ 保証債務 

下記の関係会社の銀行借入金

等に対し、債務保証を行って

おります。 

外貨建の債務保証額は中間期末日

の為替相場によって換算しており

ます。 

保証先 債務保証額
(百万円) 

資生堂インターナショナル
コーポレーション 11,543

資生堂コスメティックス
(アメリカ) 175

資生堂オーストラリア 132

サハ・アジアパシフィック 128

資生堂ドイチュラント 6

計 11,985

２ 保証債務 

下記の関係会社の銀行借入金

等に対し、債務保証を行って

おります。 

外貨建の債務保証額は決算日の為

替相場によって換算しておりま

す。 

保証先 債務保証額
(百万円) 

資生堂インターナショナル 
コーポレーション 14,200 

資生堂コスメティックス 
(アメリカ) 179 

サハ・アジアパシフィック 175 

資生堂オーストラリア 123 

資生堂ドイチュラント 6 

計 14,684 

※３ 中間会計期間末日の満期手形

の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理して

おります。 

なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が中間会計

期間末日の残高に含まれてお

ります。 

受取手形 16百万円

※３ 中間会計期間末日の満期手形

の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理して

おります。 

なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が中間会計

期間末日の残高に含まれてお

ります。 

受取手形 20百万円

※３ 当事業年度末日の満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してお

ります。 

なお、当事業年度末日は金融

機関の休日であったため、次

の満期手形が当事業年度末日

の残高に含まれております。 

受取手形 18百万円



(中間損益計算書関係) 
  

  

前へ   次へ 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 246百万円

有価証券利息 72 〃 

受取配当金 5,293 〃 

有形固定資産 
賃貸料 

1,846 〃 

投資事業組合 
等運用益 

789 〃 

ロイヤリティ
ー収入 

1,016 〃 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 349百万円

有価証券利息 99 〃 

受取配当金 8,713 〃 

有形固定資産
賃貸料 

489 〃

投資事業組合
等運用益 

763 〃

ロイヤリティ
ー収入 

1,333 〃

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 559百万円

有価証券利息 129 〃 

受取配当金 6,786 〃 

有形固定資産 
賃貸料 

3,670 〃 

投資事業組合 
等運用益 

1,619 〃 

ロイヤリティ
ー収入 

2,300 〃 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 126百万円

有形固定資産 
賃貸費用 

697 〃 

固定資産 
処分損 

283 〃 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 231百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 309百万円

有形固定資産 
賃貸費用 

1,602 〃 

固定資産
処分損 

664 〃 

※３    ――――― ※３ 特別利益のうち主要なもの 

   ・関係会社株式売却益 

2,851百万円 

   ・投資有価証券売却益 

440百万円 

   ・貸倒引当金戻入益 

291百万円 

※３ 特別利益のうち主要なもの 

   ・構造改革利益 

1,026百万円 

収益性向上を意図した物流

改革の推進に伴い発生した

物流子会社との契約清算益

等であります。 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※４ 特別損失のうち主要なもの 

 ・減損損失 

889百万円 

当中間会計期間において、

当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上し

ております。 

当社は遊休資産等におい

て、個別物件単位で資産の

グルーピングを行なってお

ります。その結果、市場価

格の下落により帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、

当該減少額を特別損失に計

上しております。その内訳

は、土地714百万円、建物

及び構築物等174百万円で

あります。 

なお、回収可能価額は正味

売却価額により算定してお

り、主に売却予定価額を基

に評価しております。 

用途 種類 場所 

遊休 
資産等 

土地、建物及び 
構築物等 

大阪府 
茨木市他 

※４ 特別損失のうち主要なもの 

 ・固定資産処分損 

196百万円 

固定資産処分損の主なもの

は、生産設備の処分損150

百万円であります。 

 ・特別退職関連費用 

150百万円 

 ・投資有価証券評価損 

72百万円 

  

※４ 特別損失のうち主要なもの 

 ・減損損失 

2,547百万円 

当事業年度において、当社

は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上してお

ります。 

当社は事業用資産におい

て、事業区分をもとに、概

ね独立したキャッシュ・フ

ローを生み出す最小の単位

毎に、遊休資産等において

は、個別物件単位で資産の

グルーピングを行なってお

ります。 

その結果、事業用資産につ

いては、主に売却が予定さ

れているグループの資産の

帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を特

別損失に計上しておりま

す。その内訳は、土地658

百万円、建物及び構築物等

586百万円であります。 

遊休資産等については、市

場価格の下落等により帳簿

価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を特別損

失に計上しております。そ

の内訳は、土地1,158百万

円、建物及び構築物等143

百万円であります。 

なお、回収可能価額は正味

売却価額により算定してお

り、主に売却予定価額を基

に評価しております。 

用途 種類 場所 

事業用
資産 

土地、建物及び 
構築物等 

神奈川県
川崎市他 

遊休
資産等 

土地、建物及び 
構築物等 

大阪府 
茨木市他 

 ・金融資産評価損 

1,096百万円 

関係会社貸付金貸倒引当金

繰入額982百万円、関係会

社株式評価損99百万円、投

資有価証券評価損14百万円

であります。 

   ・金融資産評価損 

2,143百万円 

関係会社貸付金貸倒引当金

繰入額1,733百万円、関係

会社株式評価損382百万

円、投資有価証券評価損14

百万円、出資金評価損12百

万円であります。 

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 3,618百万円

無形固定資産 1,142 〃 

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 3,280百万円

無形固定資産 1,265 〃 

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 7,629百万円

無形固定資産 2,341 〃 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

Ⅰ 前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

(注) １ 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取請求によるものであります。 

２ 普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の売渡請求による５千株及びストック・オプションの権利行使によ

る211千株であります。 

  

Ⅱ 当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

(注) １ 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取請求による132千株及び取締役会決議に基づく自己株式の買

付け10,000千株であります。 

２ 普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の売渡請求による９千株及びストック・オプションの権利行使によ

る757千株であります。 

  

Ⅲ 前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

(注) １ 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取請求によるものであります。 

２ 普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の売渡請求による11千株及びストック・オプションの権利行使によ

る659千株であります。 

  

前へ   次へ 

  
前事業年度末 
株式数(千株) 

当中間会計期間増加
株式数(千株) 

当中間会計期間減少
株式数(千株) 

当中間会計期間末 
株式数(千株) 

自己株式    

普通株式 12,105 140 216 12,029

合計 12,105 140 216 12,029

  
前事業年度末 
株式数(千株) 

当中間会計期間増加
株式数(千株) 

当中間会計期間減少
株式数(千株) 

当中間会計期間末 
株式数(千株) 

自己株式    

普通株式 11,730 10,132 766 21,096

合計 11,730 10,132 766 21,096

  
前事業年度末 
株式数(千株) 

当事業年度
増加株式数(千株) 

当事業年度
減少株式数(千株) 

当事業年度末 
株式数(千株) 

自己株式    

普通株式 12,105 294 670 11,730

合計 12,105 294 670 11,730



(リース取引関係) 
  

  

(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものはありません。 

  

前へ   次へ 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当社が借主側となる取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

当社が借主側となる取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

当社が借主側となる取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

中間期末
残高 

相当額 
  (百万円) (百万円) (百万円)

工具器具 
備品 10,858 5,910 4,948

その他 539 338 200

合計 11,398 6,248 5,149

  
取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

中間期末
残高 
相当額 

  (百万円) (百万円) (百万円)

工具器具 
備品 9,810 5,183 4,627

その他 973 362 610

合計 10,783 5,545 5,238

  

取得価額 
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

期末残高
相当額 

(百万円) (百万円) (百万円)

工具器具
備品 10,752 5,837 4,914

その他 441 291 150

合計 11,193 6,128 5,065

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 2,666百万円

１年超 2,650 〃 

合計 5,317 〃 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 2,423百万円

１年超 2,959 〃 

合計 5,382 〃 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 2,630百万円

１年超 2,590 〃 

合計 5,220 〃 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 1,667百万円

減価償却費 
相当額 

1,557 〃 

支払利息相当額 100 〃 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 1,707百万円

減価償却費
相当額 

1,589 〃 

支払利息相当額 117 〃 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 3,375百万円

減価償却費
相当額 

3,154 〃 

支払利息相当額 207 〃 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。 

なお、リース資産に配分され

た減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略して

おります。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 3,270百万円

１年超 22,740 〃 

合計 26,011 〃 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 3,193百万円

１年超 20,534 〃 

合計 23,728 〃 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 3,273百万円

１年超 22,671 〃 

合計 25,945 〃 



(１株当たり情報) 
  

(注) 算定上の基礎 
１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２ １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 908.61円 １株当たり純資産額 891.31円 １株当たり純資産額 909.00円

１株当たり中間純利益 19.28円 １株当たり中間純利益 41.39円 １株当たり当期純利益 40.60円

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

19.21円
潜在株式調整後
１株当たり中間純利益 

41.21円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

40.48円

  
前中間会計期間末

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額(百万円) 374,839 359,708 375,317
純資産の部の合計額から控除す
る金額(百万円) 8 92 52

(うち新株予約権(百万円)) (8) (92) (52)
普通株式に係る中間期末 
(期末)の純資産額(百万円) 374,831 359,615 375,265

１株当たり純資産額の算定に用
いられた中間期末(期末)の普通
株式の数(千株) 

412,532 403,465 412,832

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり中間(当期)純利益  
中間(当期)純利益(百万円) 7,954 17,027 16,749
普通株主に帰属しない金額 
(百万円) ― ― ―

普通株主に係る中間(当期) 
純利益(百万円) 7,954 17,027 16,749

普通株式の期中平均株式数 
(千株) 412,474 411,429 412,572

   
潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益  

中間(当期)純利益調整額 
(百万円) ― ― ―

普通株式増加数(千株) 1,484 1,701 1,223
(うち新株予約権方式に 
よるストックオプション 
(千株)) 

(1,484) (1,701) (1,223)

希薄化効果を有しないため、潜
在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益の算定に含めなか
った潜在株式の概要 

新株予約権方式によるストッ
クオプション 
(新株予約権141個)。 
普通株式141千株 
詳細は、「第４ 提出会社の
状況の １ 株式等の状況(2)
新株予約権等の状況」に記載
のとおりであります。 

新株予約権方式によるストッ
クオプション 
(新株予約権159個)。 
普通株式159千株 
詳細は、「第４ 提出会社の
状況の １ 株式等の状況(2)
新株予約権等の状況」に記載
のとおりであります。 

新株予約権方式によるストッ
クオプション 
(新株予約権429個)。 
普通株式429千株 
詳細は、「第４ 提出会社の
状況の １ 株式等の状況(2)
新株予約権等の状況」に記載
のとおりであります。 



(重要な後発事象) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

─── (自己株式の消却について) 

当社は、平成19年10月25日開催の取

締役会において、会社法第178条の

規定に基づき、自己株式の消却を決

議し、以下のとおり実行いたしまし

た。 

(1) 消却の方法 

その他資本剰余金から減額 

(2) 消却した株式の種類 

普通株式 

(3) 消却した株式の数 

14,562,353株 

(消却前の発行済株式総数に対

する割合3.42％) 

(4) 消却した日 

平成19年11月７日 

(5) 消却後の発行済株式総数 

410,000,000株 

  

(リース子会社の譲渡について) 

１ その旨及び理由 

 当社グループでは、2005年度よ

り「成長性の拡大と収益性の向

上」を目指す３ヵ年計画を推進し

ております。その中で、化粧品事

業への経営資源の集中を進める一

環として、ノンコア事業であるリ

ース事業の事業継続について検討

を続けてまいりましたが、リース

専門企業への譲渡が、リース子会

社の将来の発展並びに当社グルー

プの企業価値向上に資することに

なるとの意思決定に至りました。 

 当社は、平成19年11月30日開催

の取締役会において、当社の連結

子会社である資生堂リース㈱の発

行済株式総数の90％を東京リース

㈱へ譲渡することを決議するとと

もに、同日付で株式譲渡契約書を

締結いたしました。 

 なお、契約の内容については次

のとおりであります。 

(物流業務のアウトソーシングと物

流子会社及び固定資産の譲渡につ

いて) 

１ その旨及び理由 

 当社グループは、2005年度より

「成長性の拡大と収益性の向上」

を目指す３ヵ年計画を推進してお

ります。そのうち収益性の向上を

図る「抜本的な構造改革」の１つ

として物流改革を検討する中、今

後の流通環境の変化に的確に対応

するためには、物流専門企業にア

ウトソーシングすることで、組織

小売業への対応など、物流業務の

更なる品質・サービスの向上と効

率化を同時に推進することが急務

であるとの意思決定に至りまし

た。 

 当社は、平成18年12月14日開催

の取締役会において、当社の連結

子会社である資生堂物流サービス

㈱が実施している国内物流業務

を、㈱日立物流にアウトソーシン

グすることとし、同時に、㈱日立

物流が提案するスキームに基づ

き、資生堂物流サービス㈱の発行

済株式の90％を㈱日立物流に、物

流施設をプロロジス及び日立キャ

ピタル㈱に譲渡することを決議

し、平成19年４月２日に譲渡いた

しました。 

 なお、各契約の内容について

は、次のとおりであります。 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ２ 株式譲渡契約 

 (1) 契約会社名 

   ㈱資生堂(当社) 

 (2) 譲渡する相手会社の概要 

 (3) 契約締結日 

   平成19年11月30日 

 (4) 譲渡日 

   平成20年１月31日(予定) 

 (5) 当該子会社の概要 

(6) 譲渡する株式の数、譲渡価

額、譲渡損益及び譲渡後の持

分比率 

(7) その他 

   当該子会社の売却に伴い、今

後の当社の業務を円滑に推進す

るために、譲渡先である東京リ

ース㈱と同日付で業務提携に関

する基本合意書を締結しており

ます。 

  

商号 東京リース㈱

代表者 海老原 政徳

本店 
所在地 

東京都新宿区西新宿
六丁目10番１号 

主な事業 
内容 

リース事業

商号 資生堂リース㈱

代表者 横溝 彰彦

本店 
所在地 

東京都中央区銀座
七丁目５番５号 

主な事業 
内容 

リース事業

当社との 
関係 

事務機器等のリース
委託先 

譲渡する
株式の数 

1,800株(発行済株式
総数の90％) 

譲渡価額 1,602百万円

譲渡損益 

本件譲渡に伴い、平
成20年３月期におい
て1,273百万円の特
別利益を計上する見
込みであります。 

譲渡後の 
持分比率 

10％

２ 業務委託契約 

 (1) 契約の相手会社の概要 

  

(注) 資生堂物流サービス㈱は、

平成19年４月２日付で日立

物流コラボネクスト㈱に社

名変更しております。 

 (2) 契約締結日 

平成19年３月22日 

 (3) 契約内容 

国内物流業務 

 (4) 契約の締結が営業活動等へ及

ぼす重要な影響 

当該契約の締結が平成20年３

月期の個別業績に与える影響は

軽微であります。 

 (5) 契約期間 

平成19年４月から平成24年３

月までの５年間 
  
３ 株式譲渡契約 

 (1) 譲渡する相手会社の概要 

 (2) 契約締結日 

   平成18年12月14日 

 (3) 譲渡日 

   平成19年４月２日 

商号 ㈱日立物流 

代表者 鈴木 登夫 

本店
所在地 

東京都江東区東陽 
七丁目２番18号 

主な事業
内容 

システム物流 
(国内、国際) 

当社との
関係 

トイレタリー製品の 
物流業務委託 

商号
資生堂物流サービス
㈱(注) 

代表者 久保 茂樹 

本店
所在地 

神奈川県川崎市川崎
区東扇島23番地９ 

主な事業
内容 

化粧品等の荷造・梱
包及びその運送・保
管 

当社との
関係 

同上 

商号 ㈱日立物流 

代表者 鈴木 登夫 

本店
所在地 

東京都江東区東陽 
七丁目２番18号 

主な事業
内容 

システム物流 
(国内、国際) 

当社との
関係 

トイレタリー製品の 
物流業務委託 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

     (4) 当該子会社の概要 

(注) 資生堂物流サービス㈱は、

平成19年４月２日付で日立

物流コラボネクスト㈱に社

名変更しております。 

 (5) 譲渡する株式の数、譲渡価

額、譲渡損益及び譲渡後の持

分比率 

 (6) その他 

   日立物流コラボネクスト㈱へ

は非常勤取締役１名を派遣して

おります。 

  

４ 固定資産の譲渡契約 

 (1) 譲渡資産の概要 

商号
資生堂物流サービス
㈱(注) 

代表者 久保 茂樹 

本店
所在地 

神奈川県川崎市川崎
区東扇島23番地９ 

主な事業
内容 

化粧品等の荷造・梱
包及びその運送・保
管 

当社との
関係 

同上 

譲渡する
株式の数 

1,260株(発行済株式
数の90％) 

譲渡価額 2,782百万円 

譲渡損益

本件譲渡に伴い、平
成20年３月期におい
て2,782百万円の特
別利益を計上する見
込みであります。 

譲渡後の
持分比率 

10％ 

譲渡資産
の名称及
び資産の
種類 

物流・商品センター
９ヵ所、土地、建物
及び機械設備 

帳簿価額 17,274百万円 

譲渡前の
使途 

物流・商品センター 



  

  

前へ     

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

     (2) 譲渡する相手会社の概要 

  ① 土地及び建物 

  ② 機械設備 

 (3) 譲渡契約日 

   平成19年２月28日 

 (4) 譲渡日 

   平成19年４月２日 

 (5) 譲渡価額 

   18,269百万円 

 (6) 譲渡損益 

   譲渡損益が平成20年３月期の

個別業績に与える影響は軽微で

あります。 

商号
プロロジス・コスモ
ス特定目的会社 

代表者
堤 一浩、 リー・
コック・サン 

本店
所在地 

東京都港区東新橋一
丁目５番２号 汐留
シティセンター 

主な事業
内容 

物流施設の開発、所
有及び運営管理 

当社との
関係 

なし 

商号 日立キャピタル㈱ 

代表者 髙野 和夫 

本店
所在地 

東京都港区西新橋 
二丁目15番12号 

主な事業
内容 

ファイナンス事業、
金融サービス附帯事
業 

当社との
関係 

なし 



(2) 【その他】 

第108期(平成19年４月１日より平成20年３月31日まで)中間配当については、平成19年10月25日開催の取締役会に

おいて当社定款第40条の規定に基づき、平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された

株主に対し次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

  

  

① 中間配当金の総額   6,858百万円

② １株当たり中間配当額   17円00銭

③ 
支払請求権の効力発生日 
及び支払開始日 

  平成19年12月10日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第107期) 
自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 

平成19年６月26日 

関東財務局長に提出。 

          

(2) 
  

有価証券報告書の 

訂正報告書 
  

平成19年９月28日 

関東財務局長に提出。 

        

(3) 
  
  
  
  

臨時報告書 

  
  
  
  

証券取引法第24条の５第４項及び企業
内容等の開示に関する内閣府令第19条
第２項第２号の２(第二十回新株予約権
発行の決議)の規定に基づく臨時報告書
であります。 

平成19年７月31日 

  
  
  
  

        

  
  
  
  
  

  
  
  
  
  

証券取引法第24条の５第４項及び企業
内容等の開示に関する内閣府令第19条
第２項第２号の２(第二十一回新株予約
権発行の決議)の規定に基づく臨時報告
書であります。 

平成19年７月31日 

関東財務局長に提出。 

  
  
  

        

(4) 
  
  

臨時報告書の 

訂正報告書 
  

平成19年７月31日提出の臨時報告書
(第二十回新株予約権発行の決議)に
係る訂正報告書であります。 

平成19年８月24日 

  
  

        

    
平成19年７月31日提出の臨時報告書
(第二十一回新株予約権発行の決議)
に係る訂正報告書であります。 

平成19年８月24日 

関東財務局長に提出。 
  

        

(5) 
  
  
  

訂正発行登録書 

  
  
  

  

平成19年６月26日 

平成19年７月31日 

平成19年８月24日 

平成19年９月28日 

関東財務局長に提出。 

(6) 
  
  
  

自己株券買付状況 

報告書 

  
  

(平成19年８月度) 
  

(平成19年９月度) 
  

自 平成19年８月１日
至 平成19年８月31日
自 平成19年９月１日
至 平成19年９月30日 

  

平成19年９月13日 

  
平成19年10月11日 

関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月８日

株式会社資生堂 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社資生堂の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本

等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社資生堂及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．「会計処理の変更」に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間から、「投資事業組合に対する支配力基準及び影

響力基準の適用に関する実務上の取扱い」を適用している。 

２．「セグメント情報 事業の種類別セグメント情報 (注)２」に記載のとおり、会社は「化粧品事業」「トイレタリ

ー事業」「その他の事業」としていた事業区分を「国内化粧品事業」「海外化粧品事業」「その他の事業」の区分

によるセグメントに変更している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  河  合  利  治  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  森     俊  哉  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  岩  出  博  男  ㊞ 

  
(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  
平成19年12月10日

株式会社資生堂 

取締役会 御中 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社資生堂の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平

成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結

損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。

この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査

手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務

諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作

成基準に準拠して、株式会社資生堂及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上
  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 河 合 利 治  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 森   俊 哉  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 岩 出 博 男  ㊞ 

  
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

おります。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月８日

株式会社資生堂 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社資生堂の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第107期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社資生堂の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  河  合  利  治  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  森     俊  哉  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  岩  出  博  男  ㊞ 

  
(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  
平成19年12月10日

株式会社資生堂 

取締役会 御中 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社資生堂の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第108期事業年度の中間会計期間（平

成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及

び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必

要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する

意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社資生堂の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年

４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  
  

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 河 合 利 治  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 森   俊 哉  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 岩 出 博 男  ㊞ 

  
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

おります。 
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